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はじめに――「シラバス」と「学生便覧」を羅針盤に  
 

経済学研究科は経済学・経営学の高度な研究と、それにもとづく総合的な教育によって、

先端的研究成果の創出と指導的人材の育成につとめ、その成果をもとに地域と世界に貢献

することを理念に掲げています。当研究科はこの理念を実現するために、経済経営学専攻

と会計専門職専攻(会計大学院)の 2 専攻を設け、セメスター制を採用し、多数の授業科目を

提供しています。 
 大学院生の皆さんにとって、「シラバス」は「学生便覧」とともに、当研究科での履修・

研究という航海を導く羅針盤あるいは灯台の役割を果たします。シラバスを注意深く読み、

合理的な履修計画を立ててください。 
また、「学生便覧」にも、履修上の注意が多々掲載されています。これらを有効に活用し

て、多様な授業科目の中から皆さんの今後の目的に沿った授業を選択し、実りある大学院

での研究生活を送ってください。 
 
 

平成 24 年 4 月 
東北大学大学院経済学研究科長 大滝 精一 
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平成２4（２０１2）年度 
経済学研究科シラバスの活用のすすめ 

 
 ２００５年度（平成１７）年度より経済学研究科は、経済経営学専攻と会計専門職専攻に再編成

されました。 
 このシラバスは、主に経済経営学専攻に所属する学生のために編集されていますが、各専攻で提

供されている科目の授業案内を掲載しています。科目を選択する際に、このシラバスを活用して履

修計画を立て、実りのある研究に励んでください。 
 
（１）２０１０（平成２２）年度からのカリキュラム変更 
 ２０１０（平成２２）年度から、経済経営学専攻のカリキュラムが変更されました。以下の主要

な変更点に留意して、履修計画を立てて下さい。 
 
①特論ａ，ｂ（各２単位）の区分がなくなり、特論（２単位）に集約 
 ２００９（平成２１）年度以前入学の方は、本シラバスの「特論」を「特論 a」として履修でき

ます。 
 
②学部開講科目の修了要件単位への算入 
 指導教員の履修指導の下で申請が認められれば、学部開講科目を８単位まで（うち、学部演習科

目は４単位まで）を、博士課程前期２年の課程の修了要件単位に組み入れることが可能となりまし

た。経済学部シラバス及び学部開講科目の履修については、教務係に問い合わせてください。 
 
③必修科目「研究方法論（１単位）」の開講 
 必修科目ですので、忘れずに履修登録を行ってください。本科目を複数回履修することは可能で

すが、修了要件単位に組み入れられるのは 2 単位までです。 
 
（２）連続講義の履修登録について 
 １学期連続講義と２学期連続講義の履修登録は、１学期の履修登録時に併せて行うので注意して

ください。  

2



 

 

【博士課程前期２年の課程】 

 

 

 

《 経 済 経 営 学 専 攻 》 

 

 

 

 

 

 

 



科目名：政治経済学 I演習Ⅰa 担当者：守健二 学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 政治経済学 I 特論の下記の内容に関する基礎知識を前提として、欧米文献の精読を通じて、その理

解を深めるとともに当該分野の最新動向を研究する。 

政治経済学 I 特論の内容： 

政治経済学の欧米での研究動向から注目される論点として以下のものを取り上げる． 

・政治経済学と産業連関分析 

・政治経済学と貨幣流通学派（Franco-Italian circuit school） 

・政治経済学と合理的選択理論（Analytical Marxism） 

これらの論点について古典派から現代に連なる理論の系譜を理解するとともに、その批判的含意を汲

み取ること最終目標とする。 

 

 

2. 学習の到達目標 

 政治経済学の専門的研究のための基礎学力の強化を図る。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

政治経済学の専門的研究を目指すものを対象として，政治経済学 I 特論の内容に関して，研究の土台

となる方法論を習得するために，基本文献の精読を行う．受講者による報告と討論，教員による解説

を中心に授業を進める． 

 

4. 成績評価方法 

 通常の出席と報告による 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者の研究課題等を配慮しながら選定する． 

 

6. 予習と復習について 

テキストを読解，分析するための十分な予習と復習が必要である．  

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 議論は日本語，提出文書は日本語，独語，英語いずれでも可． 

履修の条件：とくになし 

 連絡先：mori@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：随時（メールで事前連絡のこと） 
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科目名：政治経済学 I演習Ⅰb 担当者：守健二 学期：0学期 

1. 授業の目的と概要 

 政治経済学 I 特論の下記の内容に関する基礎知識を前提として、欧米文献の精読を通じて、その理

解を深めるとともに当該分野の最新動向を研究する。 

政治経済学 I 特論の内容： 

政治経済学の欧米での研究動向から注目される論点として以下のものを取り上げる． 

・政治経済学と産業連関分析 

・政治経済学と貨幣流通学派（Franco-Italian circuit school） 

・政治経済学と合理的選択理論（Analytical Marxism） 

これらの論点について古典派から現代に連なる理論の系譜を理解するとともに、その批判的含意を汲

み取ること最終目標とする。 

 

 

2. 学習の到達目標 

 政治経済学の専門的研究のための基礎学力の強化を図る。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

演習Ⅰａの趣旨で文献精読を行いながら、ここではさらに政治経済学Ⅰ特論の内容について、外国語

文献の調査および読解に関して指導を行う。受講者による報告と討議、教員による解説を中心に授業

を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 通常の出席と報告による 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者の研究課題等を配慮しながら選定する． 

 

6. 予習と復習について 

テキストを読解，分析するための十分な予習と復習が必要である．  

 

7. その他（使用言語，履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 議論は日本語，提出文書は日本語，独語，英語いずれでも可． 

履修の条件：とくになし 

 連絡先：mori@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：随時（メールで事前連絡のこと） 

 

 

4



科目名：政治経済学 I演習Ⅱa・Ⅱb 担当者：守健二 学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

  政治経済学 I 演習 I での学習を前提として、当該分野の最新動向に関する文献研究を深めるとと

もに，独自の問題発見・解決を試み，研究成果をまとめる． 

 

2. 学習の到達目標 

 政治経済学の分野における文献研究を行い、修士論文を作成する 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  IIa：政治経済学の分野における修士論文の作成を前提として、研究題目の設定、関連する文献

調査、論文構想に関して指導を行う。受講者による報告と討議、教員による解説を中心に授業を進め

るが、あわせて個人指導を行う。 

 

IIb：修士論文作成上の具体的問題点について討議し、指導を行う。受講者による報告と討議、

教員による解説を中心に授業を進めるが、あわせて個人指導を行う。 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 通常の出席と報告による 

 

5. 教科書と参考書 

 適宜指示する 

 

6. 予習と復習について 

研究報告のための十分な予習と復習が必要である．  

 

 

7. その他（使用言語，履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  議論は日本語，提出文書は日本語，独語，英語いずれでも可． 

 履修の条件はとくになし 

 mori@econ.tohoku.ac.jp 

  オフィスアワー：随時（メールにて事前連絡） 

 事前に指定するテキストを読解，分析するための十分な予習と復習が必要である． 

 

 

5



科目名：演習Ⅰa 担当者：大村泉 学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

マルクスの歴史観(史的唯物論)の成立について最新の研究成果を検討する。 

2. 学習の到達目標 

 上記のテーマに関する最新の研究成果の習得を目指し、修士学位請求論文執筆のための前提条件を

整備する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

マルクスの歴史観(史的唯物論)の成立を、『ドイツ・イデオロギー』の原草稿に関する最新の知見

を基に検討する 

 Ia ではこのテーマの基礎的部分の検討を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

  （１）Marx-Engels-Jahrbuch 2003 

  （２）関連文献（必要に応じてその都度提供する） 

 

   

6. 予習と復習について  

進度に合わせて行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：日本語 

 履修の条件：Ia,Ib を連続して履修することを条件にする。無断欠席を認めない。 

連絡先：022-795-6297（研究室直通）および iomura@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業時間終了後随時。 
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科目名：政治経済学Ⅱ特論          担当者：大村泉      学期：Ⅰ学期  

1. 授業の目的と概要 

 『資本論』研究の最新動向を新 MEGA（新『マルクス/エンゲルス全集』全 114 巻、1975～、既刊 52

巻）第Ⅱ部門「『資本論』および準備労作」の編集動向に基づいて解明する。 

 

2. 学習の到達目標 

 『資本論』研究に関する最新の国際動向と到達点を確認する  

 新 MEGA 編集とその『資本論』研究へのインパクトを確認する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教科書およびこれを補完する配付資料について担当者が概要を説明した後、参加者全員によるディ

スカッションを行う。 

 １ 新 MEGA と国際マルクス/エンゲルス財団 

 ２ 『資本論』の成立 

 ３ 第３章「資本と利潤」の成立 

 ４ 1861-1863 年草稿における第３部構想の成立 

 ５ MEGA II/12,13 について 

  補遺 

  

4. 成績評価方法 

 平常の成績による（ディスカッションへの参加内容をみて判断する） 

 

5. 教科書と参考書 

 大村泉『新 MEGA と<<資本論>>の成立』（八朔社、1998 年）、ほか、授業中適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

進度に合わせて行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：日本語 

 履修の条件：無断欠席を認めない。 

連絡先：022-795-6297（研究室直通）および iomura@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業時間終了後随時。 
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科目名：演習Ⅰb 担当者：大村泉 学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

マルクスの歴史観(史的唯物論)の成立について最新の研究成果を検討する。 

2. 学習の到達目標 

 上記のテーマに関する最新の研究成果の習得を目指し、修士学位請求論文執筆のための前提条件を

整備する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

マルクスの歴史観(史的唯物論)の成立を、『ドイツ・イデオロギー』の原草稿に関する最新の知見

を基に検討する 

 Ib ではこのテーマの展開的部分の検討を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

  （１）Marx-Engels-Jahrbuch 2003 

  （２）関連文献（必要に応じてその都度提供する） 

 

   

6. 予習と復習について  

進度に合わせて行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：日本語 

 履修の条件：Ia,Ib を連続して履修することを条件にする。無断欠席を認めない。 

連絡先：022-795-6297（研究室直通）および iomura@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業時間終了後随時。 
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科目名：演習Ⅱa・Ⅱb 担当者：大村泉 学期：1,2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士学位請求論文の執筆指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 下記のテーマに関連する修士学位請求論文の完成がこの演習の到達目標である。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 マルクス/エンゲルス『ドイツイデオロギー』の生成普及史 

 IIa では関連文献の検討を行う。 

 IIb では修士学位請求論文の直接的な執筆指導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

 参加者が確定次第、担当者が複写・配布する。 

 

6. 予習と復習について 

 進度に合わせて行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：日本語 

履修の条件：無断欠席を認めない。 

連絡先：022-795-6297（研究室直通）および iomura@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業時間終了後随時。 
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科目名：理論経済学 I 演習(I)a  担当者：三宅充展  学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

    ミクロ経済学関連の学術論文や研究書を読むための読解力を修得することが目標です。 

 

2. 学習の到達目標 

   ミクロ経済学関連の学術論文を独力で読みこなす力をつけることと同時に、受講生が、 

   具体的な研究課題を見つけることが到達目標です。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  ミクロ経済学関連の研究書または学術論文を輪読しながら、討論します。 

 

4. 成績評価方法 

    報告 (presentation) と討論への参加状況による。 

 

5. 教科書と参考書 

  必要に応じて論文を配布する。 

 

6. 予習と復習について  

   発表時にはレジメを作成しておくこと。 

    授業終了後も、レジメの改訂作業を継続し考察を続けること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  おもに日本語による授業をおこなう。これまでに使用したテキスト、論文はすべて英文である。 

  理論経済学 I 演習(I)b の履修とは無関係に理論経済学 I 演習(I)a だけの履修を認める。  

  中級ミクロ経済学と上級ミクロ経済学を履修または履修予定であることが望ましい。 

    連絡先： 研究室：事務室前のエレベータで６階、出口正面  

  メールアドレス： miyake@econ.tohoku.ac.jp   

    最終的な成績についての苦情、問い合わせ等は電子メールでお願いします。 
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科目名：理論経済学 I 演習(I)b  担当者：三宅充展  学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

    ミクロ経済学関連の学術論文や研究書を読むための読解力を修得することが目標です。 

 

2. 学習の到達目標 

   ミクロ経済学関連の学術論文を独力で読みこなす力をつけることと同時に、受講生が、 

   具体的な研究課題を見つけることが到達目標です。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   ミクロ経済学関連の研究書または学術論文を輪読しながら、討論します。 

 

4. 成績評価方法 

    報告 (presentation) と討論への参加状況による。 

 

5. 教科書と参考書 

  必要に応じて論文を配布する。 

 

6. 予習と復習について  

   発表時にはレジメを作成しておくこと。 

    授業終了後も、レジメの改訂作業を継続し考察を続けること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  おもに日本語による授業をおこなう。これまでに使用したテキスト、論文はすべて英文である。 

  理論経済学 I 演習(I)a の履修とは無関係に理論経済学 I 演習(I)b だけの履修を認める。  

  中級ミクロ経済学と上級ミクロ経済学を履修または履修予定であることが望ましい。 

    連絡先： 研究室：事務室前のエレベータで６階、出口正面  

  メールアドレス： miyake@econ.tohoku.ac.jp   

    最終的な成績についての苦情、問い合わせ等は電子メールでお願いします。 
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科目名：理論経済学 I 演習(II)a, b  担当者：三宅充展  学期：１学期(a),２学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

    修士論文の作成が第一の目的です。 

 

2. 学習の到達目標 

   学術論文の書き方の初歩を学ぶことと同時に、わかりやすい口頭発表の仕方を修得する 

    ことが到達目標です。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  修士論文の作成に向けての研究指導を行う。 

   単独で論文が書けるように、序文の書き方、論文の構成等について指導する。 

 

4. 成績評価方法 

    報告 (presentation) と討論への参加状況による。 

 

5. 教科書と参考書 

  参考となる論文を適時配布する。 

 

6. 予習と復習について  

   発表時にはレジメを作成しておくこと。 

    授業終了後も、レジメの改訂作業を継続し考察を続けること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

   おもに日本語による授業をおこなう。これまでに使用したテキスト、論文はすべて英文である。 

  中級ミクロ経済学、中級マクロ経済学、中級計量経済学の３科目の単位を 

  すべて取得しているか取得見込みであることが望ましい。 

  また、上級ミクロ経済学、上級マクロ経済学、上級計量経済学の３科目の単位を 

  すべて取得しているか取得見込みであることが望ましい。 

 

  連絡先：  メールアドレス： miyake@econ.tohoku.ac.jp   

    最終的な成績についての苦情、問い合わせ等は電子メールでお願いします。 
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科目名：理論経済学Ⅱ特論 担当者：北川 章臣                学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 大学院レベルのマクロ経済学で習得すべき内容のうち、特論 a でカバーできなかったいくつか

の話題について解説する。具体的には、独占的競争モデル、サーチモデル、信用割当、効率賃金

といった所謂「新ケインズ経済学（New Keynesian Economics）」に分類される諸理論を取り扱う。 

 

2. 学習の到達目標 

 「協調の失敗」のマクロ経済学的な意義を理解する。 

 「新ケインズ経済学」の代表的な文献が読みこなせるようになる。 

 「協調の失敗」を生かしたマクロモデルを構築する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

以下の内容を講義する。 

1. 新古典派的な景気循環モデル 

2. 「協調の失敗」とは？ 

3. 名目硬直性と独占的競争モデル 

4. サーチモデル 

5. 信用割当の理論 

6. 効率賃金理論 

7. 新しい IS-LM モデル 

 

4. 成績評価方法 

 筆記試験とほぼ毎回課される宿題の提出状況によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない（講義ノートを配布する予定）。参考書として次の 3 冊を挙げておく。 

 齊藤誠「新しいマクロ経済学」（新版）有斐閣 2006 

 D. Romer, Advanced Macroeconomics, 3/e. McGraw-Hill/Irwin, 2005 

 J. Gali, Monetary Policy, Inflation, and the Business Cycle: An Introduction to the 

New Keynesian Framework, Princeton University Press 2008 

 

6. 予習と復習 

 理解を確実にするためにほぼ毎回宿題を課する予定である。 

 

7. その他 

 受講者が初歩的なゲーム理論の知識を持っていることを授業の前提とする。「中級マクロ経済

学」「上級マクロ経済学」「理論経済学Ⅱ演習Ⅰa,b」を併せて履修することが望ましいが、条件

とはしない。 

 オフィスアワー： 事前にアポイントメントを取ること。 

 担当教員 HP： http://www.econ.tohoku.ac.jp/~kitagawa/ 

 E-mail： kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：理論経済学第二部演習Ⅰa        担当者：北川 章臣          学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 最近公刊されたマクロ経済学の研究書・研究論文を読むことを通じて、この分野の最新動向を把握

する。 

 

2. 学習の到達目標 

 マクロ経済学の最新の動向をつかむとともに、それを各自の研究（論文作成）に生かす。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は輪読の形で行う。読む文献は参加者と相談のうえで決定する。 

 

4. 成績評価方法 

 報告および平常の参加状況による。 

 

5. 教科書と参考書 

 上記参照のこと。 

 

6. 予習と復習について  

 報告担当者は十分な準備が求められる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 参加希望者は事前に必ず北川まで連絡のこと。 

・ 連絡先：kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 

・ 予備知識: 中級マクロ経済学を履修済みまたは同時履修しているか、同様の知識があることが

望ましい。 

・ 使用言語は日本語、報告は日本語・英語ともに可。 

・ オフィスアワー：事前にアポイントメントを取ること。 
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科目名：理論経済学第二部演習Ⅰb        担当者：北川 章臣          学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

 最近公刊されたマクロ経済学の研究書・研究論文を読むことを通じて、この分野の最新動向を把握

する。 

 

2. 学習の到達目標 

 マクロ経済学の最新の動向をつかむとともに、それを各自の研究（論文作成）に生かす。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は輪読の形で行う。読む文献は参加者と相談のうえで決定する。 

 

4. 成績評価方法 

 報告および平常の参加状況による。 

 

5. 教科書と参考書 

 上記参照のこと。 

 

6. 予習と復習について  

 報告担当者は十分な準備が求められる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 参加希望者は事前に必ず北川まで連絡のこと。 

・ 連絡先：kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 

・ 予備知識: 中級マクロ経済学を履修済みまたは同時履修しているか、同様の知識があることが

望ましい。 

・ 使用言語は日本語、報告は日本語・英語ともに可。 

・ オフィスアワー：事前にアポイントメントを取ること。 

  

 

 

15



 

科目名：理論経済学Ⅱ演習Ⅱa・Ⅱb 担当者：北川 章臣 学期：1, 2学期 

1. 授業の目的と概要 

マクロ経済学的な問題を研究対象として修士論文を執筆する院生に対して論文指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文を完成させる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 参加者は授業において自らの論文の内容・進行状況を報告するとともに、内容について他の参

加者と相互に討論をしてもらうが、指導の重点は論文の書き方（特に論理性・説得性）に置かれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 修士論文の出来栄えに応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 なし 

 

6. その他 

  

 オフィスアワー： 事前にアポイントメントを取ること。 

 担当教員 HP： http://www.econ.tohoku.ac.jp/~kitagawa/ 

 E-mail： kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名： 経済学史演習Ｉａ     担当者： 古谷 豊            学期： １学期 
1. 授業の目的と概要 

本演習は経済学史分野での修士論文作成に向けた研究の基礎的学習を目的とする。代表的な古

典を演習形式で輪読し古典の学習・研究方法を身につける。 
 
 

2. 学習の到達目標 
経済学史研究の基本を修得すること。 
ジョン・スチュアート・ミルの『経済学原理』についての理解を深めること。 
 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 
履修生の報告をもとに、ディスカッションとレクチャーを行う。 
本年度は古典派経済学を 19 世紀の後半に代表したジョン・スチュアート・ミルの『経済学原

理』を扱う。非常に浩瀚な著述なので「第 5 編 政府の及ぼす影響」を中心に取り組む。 
基本的に英語のテキストで進めるが、英語が不得意な者は日本語訳を用いてかまわない。 

 
 
4. 成績評価方法 

出席と毎回の報告をもとにつける。 
 
 
5. 教科書と参考書 

John Stuart Mill, Principles of Political Economy: with Some of Their Applications to 
Social Philosophy. Liberty Fund の著作集版を基本とするがどの版のものでもかまわな

い。 
 

 
6. 予習と復習について 

毎回予習が必要。初回に指示する。 
 
 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
初回は 4 月 9 日月曜日 13：00 より第 2 演習室にて。 
オフィスアワーは月曜日の 12:00～13:00。事前に連絡のうえ来ること。 
連絡先： furuya@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名： 経済学史演習Ｉｂ     担当者： 古谷 豊            学期： ２学期 
1. 授業の目的と概要 

本演習は経済学史分野での修士論文作成に向けた研究の基礎的学習を目的とする。代表的な古

典を演習形式で輪読し古典の学習・研究方法を身につける。演習ⅠｂではⅠａに引き続いてミル

の『経済学原理』を読む。 
 
 

2. 学習の到達目標 
経済学史研究の基本を修得すること。 
ジョン・スチュアート・ミルの『経済学原理』についての理解を深めること。 
 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 
履修生の報告をもとに、ディスカッションとレクチャーを行う。 
本年度は古典派経済学を 19 世紀の後半に代表したジョン・スチュアート・ミルの『経済学原

理』を扱う。非常に浩瀚な著述なので「第 5 編 政府の及ぼす影響」を中心に取り組む。 
基本的に英語のテキストで進めるが、英語が不得意な者は日本語訳を用いてかまわない。 

 
 
4. 成績評価方法 

出席と毎回の報告をもとにつける。 
 
 
5. 教科書と参考書 

John Stuart Mill, Principles of Political Economy: with Some of Their Applications to 
Social Philosophy. Liberty Fund の著作集版を基本とするがどの版のものでもかまわな

い。 
 

 
6. 予習と復習について 

毎回予習が必要。初回に指示する。 
 
 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
初回は 10 月 1 日月曜日 13：00 より第 2 演習室にて。 
オフィスアワーは月曜日の 12:00～13:00。事前に連絡のうえ来ること。 
連絡先： furuya@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名： 経済学史演習 IIａ･ｂ   担当者： 古谷 豊      学期：1学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

修士論文の作成指導を主な目的とする。 

 

 

 

2. 学習の到達目標 

高い水準の修士論文を書き上げ、その過程で学術研究・論文執筆の基本を身につけること。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

履修生の報告に基づいて討論・指導する形式ですすめる。 

修士論文の完成に向けて、「先行研究調査」、「課題設定」を通して問題意識を具体的な形にし、

「文献調査」、「議論の組み立て」を経て、「論文執筆指導」を行う。 

 

 

 

4. 成績評価方法 

平常点による。 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

適宜指示する。 

 

 

 

6. 予習と復習について 

予習・復習共に必要。履修生は毎回修士論文完成に向けての進捗状況を報告し、演習での指示

内容をふまえて作業した内容を次回持ってくること。 

 

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語は日本語。 

連絡先： furuya@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：日本経済史演習Ⅰa    担当者：長谷部 弘     学期：Ⅰ学期 

 

1. 授業の目的と概要 

 今年度（2012 年度）は、自然災害とそこからの復旧・復興に関する日本経済史の基本的な文献を

読む。本来日本社会は、独特の防災システムを具有していたが、近世から近代、そして現代へと経済

成長・発展する中で、その姿や性格を時代と共に大きく変化させてきた。本演習では、これらの問題

に関わる文献を講読することによって、一連の問題発見的な作業を行ってみる。あわせて近世的な都

市と農村を舞台として登場し、明治維新によって建設された日本の近代的な国民国家と国民経済の社

会構造とその特徴についても検討する。 

 

2. 学習の到達目標 

 学習の到達目標は、「災害・防災・復興」といった特殊事例の分析作業を通じて、日本経済史に関

する諸問題を、基本的な経済学や経営学および歴史学の諸概念・理論によって考察する能力を身につ

けることである。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は通常の演習形式で行う。テキストは、５にあげるものを中心に、随時必要な論文等を交えな

がら読み進める。 

 

4. 成績評価方法 

 授業参加時の平常点によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

宇沢弘文・大熊孝編『社会的共通資本としての川』（岩波書店、2010 年）、その他必要な内外の研究

論文をサーヴェイし逐次講読する。 

  

6. 予習と復習について 

 授業開始時に配布する授業計画表と文献表に基づいて予習と復習を行うことが必要である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 原則として日本語を使用する。授業では、参加者に毎回、当番制で講読テキストの報告をして貰う。 

 参加希望者は、あらかじめ以下の連絡先に連絡すること。 

 

 連絡先（研究室 501、電話(内)7789、email：アドレスは経済学研究科 HP 教員紹介を参照） 

オフィスアワー：授業終了後 1 時間（研究室にて可） 
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科目名：日本経済史演習Ⅰb    担当者：長谷部 弘     学期：Ⅱ学期 

 

1. 授業の目的と概要 

  今年度（2012 年度）は、自然災害とそこからの復旧・復興に関する日本経済史の基本的な文献

を読む。本来日本社会は、独特の防災システムを具有していたが、近世から近代、そして現代へと経

済成長・発展する中で、その姿や性格を時代と共に大きく変化させてきた。本演習では、これらの問

題に関わる文献を講読することによって、一連の問題発見的な作業を行ってみる。あわせて近世的な

都市と農村を舞台として登場し、明治維新によって建設された日本の近代的な国民国家と国民経済の

社会構造とその特徴についても検討する。 

 

2. 学習の到達目標 

 学習の到達目標は、「災害・防災・復興」といった特殊事例の分析作業を通じて、日本経済史に関

する諸問題を、基本的な経済学や経営学および歴史学の諸概念・理論によって考察する能力を身につ

けることである。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は通常の演習形式で行う。テキストは、５にあげるものを中心に、随時必要な論文等を交えな

がら読み進める。 

 

4. 成績評価方法 

 授業参加時の平常点によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

復興事業局編『帝都復興事業誌 全 6 巻』（1931～32 年）その他必要な内外の研究論文をサーヴェ

イし輪読する。 

  

6. 予習と復習について 

 授業開始時に配布する授業計画表と文献表に基づいて予習と復習を行うことが必要である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 原則として日本語を使用する。授業では、参加者に毎回、当番制で講読テキストの報告をして貰う。 

 参加希望者は、あらかじめ以下の連絡先に連絡すること。 

 

 連絡先（研究室 501、電話(内)7789、email：アドレスは経済学研究科 HP 教員紹介を参照） 

 オフィスアワー：授業終了後 1 時間（研究室にて可） 
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科目名：日本経済史演習Ⅱa・b    担当者：長谷部 弘     学期：Ⅰ・Ⅱ学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習は、日本経済史に関わる課題の修士論文作成に対し、各自の研究に即した文献や資料の

検討や討論を通じて、論文作成の進展をはかることを目的とする。 

 

 

 

 

2. 学習の到達目標 

 日本経済史に関わる課題の修士論文を作成することが到達目標である。 

 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は通常の演習形式で行う。 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  授業参加時の平常点によって評価する。 

 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

 テキストは、修士論文作成に必要な論文・史料等を随時選択する。 

 

 

6. 予習と復習について 

 授業開始時に配布する授業計画表と文献表に基づいて予習と復習を行うことが必要である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 原則として日本語を使用する。なお、授業では、指示にしたがって当該テーマに関する予習と復習

を行うことが要求される。 

 連絡先（研究室 501、電話(内)7789、email：アドレスは経済学研究科 HP 教員紹介参照） 

 オフィスアワー：授業終了後 1 時間（研究室にて可） 
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科目名：西欧経済史特論    担当者：川名 洋教授        ２学期：火２ 

1. 授業の目的と概要 

“Comparison” is a complex intellectual technique successfully adopted by eminent economists and historians, 

such as Smith, Weber, Braudel, and North. The comparative approach is also implicit in studies of Economic 

History in general. This lecture series is designed to explore the history of two leading industrial nations, 

Britain and Japan, by putting them into a comparative perspective. Precocious urbanization, industrialisation 

and commercialization explain the resilience of both economies, but their institutional and social settings, 

which could either promote or restrain economic performance and business practices, were markedly 

different. The histories of the two countries diverged and converged as they reacted to fresh economic 

realities. They show up how scarce resources were allocated and the problems of inefficiency ameliorated 

under different social and political circumstances. The discussion mainly covers the early modern period when 

both Britain and Japan started to build the foundation of a modern capitalist economy, but students are 

encouraged to study the two economies in a broader historical context.   

 

2. 学習の到達目標 

• To understand the contrasting courses of economic development of the two nations, which converged 

and diverged along the route to a modern industrialized society.  

• To develop a critical view of the “comparative approach” to Economic History and to assess its 

strengths and weaknesses. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

I. Introduction to Economic and Urban History: Comparative perspectives 

II. The rural origins of the modern economy 

III. The structure of industrial organizations  

IV. Precocious urbanization  

V. Commercialization of early modern societies 

VI. The development of civic corporations  

 

Students are required to give a presentation on selected topics in the sessions. 

 

4. 成績評価方法 

 Term paper: 80%/ Participation: 20% 

5. 教科書と参考書 

 Reading materials will be suggested in the opening session. 

6. 予習と復習について  

Students are encouraged to do their revision after class, since the same topics will often reappear in 

different contexts in the following sessions. 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

This lecture will be given in English. 
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科目名：西欧経済史演習Ⅰa       担当者：川名 洋教授   １学期：木２ 

 

1. 授業の目的と概要 

 

具体的事象の歴史学的考察は理論の構築や現状分析とともに複雑な経済現象を解明するため

になくてはならない分析方法の柱である。本演習では、経済成長のメカニズムとそれを支える

制度や生産組織、政策をテーマに専門書の輪読と討論を行う。履修者は、西欧経済史に加え西

欧近代の影響下に発展した日本やアジアの経済史に関する専門知識を身につけるとともに、西

欧経済とそれ以外の地域経済との間に見られる共通点や相違点、現代社会の経済問題へも目を

向けながら、比較分析をもとに研究を進める方法を習得することが求められる。 

 

2. 学習の到達目標 

 

• 経済史学の目的と意義、基本的な研究方法について理解する 

• 経済史に関する専門書の要点について正確に論述できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

履修者は、輪読を通じて関心のあるテーマを一つ選び、各自課題を設定し、研究報告とレポ

ート作成の準備を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 

 報告及びレポート提出により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 

初回のオリエンテーションで参考書を紹介する。 

 

6. 予習と復習 

 

  

7. その他 

  特に履修条件は設けない。初回のオリエンテーションは研究室で行う。 
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科目名：西欧経済史演習Ⅰb  担当者：川名 洋教授     2 学期木 2 

 

1. 授業の目的と概要 

 

本演習では、経済成長がもたらす功罪について、地域レベルで比較・検証する能力を養う。

主に経済発展、社会変動、公共政策、制度変化に関する最新の実証研究を教材に発表・討論を

行い、特に修士論文作成に必要な英文専門書の読解に力点を置き、独自の問題設定ができるよ

う指導する。 

 

2. 学習の到達目標 

 

• 成長期にある国や地域が直面する経済・社会問題の歴史的要因について理解し、独自の

問題設定を行うことができるようになる。 

• 制度変化や公共政策が経済変動に与える影響について理解し、独自の問題設定を行うこ

とができるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

地域における経済発展の事例を比較・検討し、論点整理や方法上の問題点について考察する。

履修者の問題関心に合わせて、文献の輪読と討論を行う。 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 

 レポート提出により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 

初回のオリエンテーションで参考書を紹介する。 

 

6. 予習と復習 

 

  

7. その他 

 特に履修条件は設けない。初回のオリエンテーションは研究室で行う。 
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科目名：西欧経済史演習Ⅱa・Ⅱb 担当者：川名 洋教授 学期：１・2 学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 演習 Ib と同様、経済史に関する文献を教材に発表・討論を行うが、ここでは各自の研究テー

マに沿った実践的調査研究に重点を置く。特に史料の調査・分析法の習得を含め、研究テーマに

即した「自立的」研究能力の養成を目指し、修士論文の作成を進める。IIb では、演習（Ｉ）及

び（Ⅱ）ａにおける調査研究結果を総括し、修士論文の完成に向けて論理の組み立て、史料分析、

文献引用方法を中心に、これらを厳密に行う能力を養うよう指導にあたる。 

 

2. 学習の到達目標 

• 研究テーマに応じて先行研究のサーヴェイを行い、争点について正確に論述することができ

るようになる。 

• 関連史料の収集と分析を通じて、独自の議論を展開する能力を身に付ける。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 各自の研究テーマに応じて、先行研究の調査、関連史料の分析結果について報告してもらう。

それらに基づき、修士論文の草稿作成を指導する。 

  

4. 成績評価方法 

 提出修士論文を評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 各自の研究テーマに応じて、関連文献を紹介する。 

 

6. 予習と復習について 

 

7. その他 

 特に履修条件は設けない。初回のオリエンテーションは研究室で行う。 
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科目名：社会思想史演習(I)a 担当者：小田中直樹 学期：1学期 

 

1. 授業の目的と概要 

社会思想史学および関連領域における特定のテーマについて修士論文を作成することを予

定している皆さんとともに、論文の執筆法の基礎を検討します。 

 

2. 学習の到達目標 

この演習は、博士前期課程の学生を受講生に想定しています。博士前期課程の学生の最大の

課題は、いうまでもなく修士論文を執筆することです。したがって、ここでは、修士論文を

執筆するうえで必要になる様々なスキルの基本を説明するとともに、受講する皆さんの修士

論文の準備状況を適宜チェックし、具体的なアドバイスを与えることを目的とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

以下のような項目について、適宜検討する予定です。 

(1)社会思想史学（および関連諸領域）の研究史 

(2)社会思想史学のアプローチ 

(3)テーマの選定 

(4)修士論文に求められるコンテンツ 

 

4. 成績評価方法 

  通常の参加を評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

  とくになし。 

 

6. 予習と復習 

授業中の検討において必要と判断された修正箇所について、修士論文を適宜修正することが

予習と復習を兼ねることになります。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・社会思想史演習(I)b とは独立して履修が可能です。 

・This seminar will be given in Japanese.  

・履修を希望する皆さんは、かならず事前に小田中（電話 022-795-6280、電子メール

odanaka@econ.tohoku.ac.jp）までご連絡ください。なお、なにか質問などあれば、遠慮な

く小田中まで連絡してください。ちなみにオフィスアワーは水曜日の昼休みです。 
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科目名：社会思想史演習(I)b 担当者：小田中直樹 学期：2学期 

 

1. 授業の目的と概要 

基本的には社会思想史演習(I)a にひきつづき、社会思想史学および関連領域における特定

のテーマについて修士論文を作成することを予定している皆さんとともに、論文の執筆法

の基礎を検討します。 

 

2. 学習の到達目標 

この演習は、博士前期課程の学生を受講生に想定しています。博士前期課程の学生の最大の

課題は、いうまでもなく修士論文を執筆することです。したがって、ここでは、修士論文を

執筆するうえで必要になる様々なスキルの基本を説明するとともに、受講する皆さんの修士

論文の準備状況を適宜チェックし、具体的なアドバイスを与えることを目的とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

以下のような項目について、基本的には社会思想史演習(I)a にひきつづき、適宜検討する

予定です。 

(1)社会思想史学（および関連諸領域）の研究史 

(2)社会思想史学のアプローチ 

(3)テーマの選定 

(4)修士論文に求められるコンテンツ 

 

4. 成績評価方法 

  通常の参加を評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

  とくになし。 

 

6. 予習と復習  

授業中の検討において必要と判断された修正箇所について、修士論文を適宜修正することが

予習と復習を兼ねることになります。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等）  

  ・あらかじめ社会思想史演習(I)a を履修していることが望ましいが、いちおう同演習とは

独立して履修が可能です。 

・This seminar will be given in Japanese. 

・履修を希望する皆さんは、かならず事前に小田中（電話 022-795-6280、電子メール

odanaka@econ.tohoku.ac.jp）までご連絡ください。なお、なにか質問などあれば、遠慮な

く小田中まで連絡してください。ちなみにオフィスアワーは水曜日の昼休みです。 
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科目名：社会思想史演習(II)a・(II)b      担当者：小田中直樹     学期：1・2学期 

 

1. 授業の目的と概要 

■(II)a では、修士論文を作成することを目標とする研究計画に役立つべく（「経済哲学」

ではなく）「経済学の哲学」とでもよぶべきもの、すなわち「経済学的なもののみかた」の

基本について検討します。 

■(II)b の内容については確定していませんが、現代社会がかかえる問題を学際的に研究す

るスタンスのありかたについて検討したいと考えています。 

 

2. 学習の到達目標 

この演習が受講生として想定している博士前期課程学生の最大の課題は、いうまでもなく修

士論文を執筆することです。したがって、ここでは、修士論文を執筆するうえで必要になる

「もののみかた」と「スタンス」について、自分なりの考えをまとめることを目的とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

■(II)a では、以下のような項目を検討します。 

・経済学の哲学の特徴 

・経済学の哲学の応用可能性と限界 

■(II)b では、以下のような項目を検討する予定です。 

・現代社会の諸問題と取組む際の糸口 

・分析手法としての経済学の有効性と限界 

 

4. 成績評価方法 

  通常の参加を評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

  ■(II)a：小田中直樹『ライブ・合理的選択論』（勁草書房、2010）【確定】 

■(II)b：Esping-Andersen, G, The Incomplete Revolution (London : Polity Press, 

2009)【予定】 

 

6. 予習と復習 

通常のセミナー形式を採用するので、該当箇所の読了・検討・発表準備をすることが予習と

なります。また、授業で得た知識をみずからの修士論文の準備をいかに生かしうるかについ

て、適宜報告してもらう予定です。その準備をすることが演習の復習となります。 

 

7.その他 

■履修を希望する皆さんは、かならず事前に小田中（電話 022-795-6280、電子メール

odanaka@econ.tohoku.ac.jp）までご連絡ください。 

■演習は木曜日 10 時 30 分から、第 2 演習室でおこないます。 
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科目名：経済計画論演習Ⅰa 担当者：大瀬戸真次 学期：1 学期 

1. 授業の目的と概要 

 ゲーム理論に関するテキストと最近の研究論文を講読する。 

 

2. 学習の到達目標 

 ゲーム理論に関する最近の研究論文を読む能力を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ゲーム理論に関するテキストや研究論文を受講者が交代で報告をして、その後研究の発展性などに

ついて討論を行う。とりあえず、下記のテキストの 7 章から 9 章までを講読する。開講時までに、7

章の 7.A, 7.B, 7.C を報告できるように準備しておくこと。 

 

Mas-Colell, A., Whinston, M. D., Green, J. R. (1995) Microeconomic Theory, Oxford University 

Press (Chapters 7-9). 

 

 その後は、英文ジャーナル（Econometrica, Journal of Economic Theory, Games and Economic 

Behavior, Economic Theory, International Journal of Game Theory 等）からゲーム理論に関する

最近の研究論文をいくつか選んで講読する。  

 

4. 成績評価方法 

 平常点（論文の報告、宿題等）によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 Mas-Colell, A., Whinston, M. D., Green, J. R. (1995) Microeconomic Theory, Oxford University 

Press (Chapters 7-9). 

 ゲーム理論に関する最近の研究論文。 

 

6. 予習と復習について  

すべての参加者がテキスト・論文を報告できるように予習をしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習では日本語を使用する。 

経済計画論演習Ⅰb とは全く独立に受講できる。 

連絡先：ohseto@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：経済計画論演習Ⅰb 担当者：大瀬戸真次 学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 メカニズム・デザインに関するテキストと最近の研究論文を講読する。 

 

2. 学習の到達目標 

 メカニズム・デザインに関する最近の研究論文を読む能力を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 メカニズム・デザインに関するテキストや研究論文を受講者が交代で報告をして、その後研究の発

展性などについて討論を行う。とりあえず、下記のテキストの 21 章から 23 章までを講読する。開講

時までに、21 章の 21.A, 21.B, 21.C を報告できるように準備しておくこと。 

 

Mas-Colell, A., Whinston, M. D., Green, J. R. (1995) Microeconomic Theory, Oxford University 

Press (Chapters 21-23). 

 

 その後は、英文ジャーナル（Econometrica, Journal of Economic Theory, Games and Economic 

Behavior, Economic Theory, Social Choice and Welfare, Mathematical Social Sciences 等）か

らメカニズム・デザインに関する最近の研究論文をいくつか選んで講読する。  

 

4. 成績評価方法 

 平常点（論文の報告、宿題等）によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 Mas-Colell, A., Whinston, M. D., Green, J. R. (1995) Microeconomic Theory, Oxford University 

Press (Chapters 21-23). 

メカニズム・デザインに関する最近の研究論文。 

 

6. 予習と復習について  

すべての参加者がテキスト・論文を報告できるように予習をしておくこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習では日本語を使用する。 

経済計画論演習Ⅰa とは全く独立に受講できる。 

連絡先：ohseto@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：経済計画論演習 (Ⅱ)a・(Ⅱ)b   担当者：大瀬戸真次   学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 メカニズム・デザインに関する最近の研究論文を講読する。 

メカニズム・デザインに関する修士論文執筆の指導をする。 

 

2. 学習の到達目標 

 メカニズム・デザインに関する修士論文を執筆する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 メカニズム・デザインに関する研究論文を受講者が交代で報告をして、その後研究の発展性などに

ついて討論を行う。とりあえず、下記のサーベイ論文を報告できるように準備しておくこと。 

 

[1] Barbera, S. (2001) “An Introduction to Strategy-Proof Social Choice Functions,” Social 

Choice and Welfare, Volume 18, Issue 4, Pages 619-653. 

[2] Jackson, M.O. (2001) “A Crash Course in Implementation Theory,” Social Choice and 

Welfare, Volume 18, Issue 4, Pages 655-708. 

 

 その後は、英文ジャーナル（Econometrica, Journal of Economic Theory, Games and Economic 

Behavior, Economic Theory, Social Choice and Welfare, Mathematical Social Sciences 等）か

ら修士論文執筆に必要なメカニズム・デザインに関する最近の研究論文をいくつか選んで講読する。 

 

4. 成績評価方法 

 平常点（論文の報告、宿題等）と修士論文によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 メカニズム・デザインに関する最近の研究論文。 

 

6. 予習と復習について  

 各自論文の拡張性、発展性を検討して、新しい研究成果をあげることが必要である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習では日本語を使用する。 

連絡先：ohseto@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：開発経済学演習Ⅰa   担当者：中島 賢太郎   学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 経済発展に関する最近の良質の研究論文・研究書を読むことによって，この分野の最新の研究動向

についてつかむことを目的とする． 

 

2. 学習の到達目標 

 この分野の最新の研究論文を読むことができるようになること． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 この講義で想定している経済発展に関する最近の研究論文とは，ミクロ経済学に基づいた，計量経

済学的実証研究（いわゆるミクロ実証研究）である（もちろんフィールド実験等も含まれる）ため，

必ずしも経済発展に興味がない学生でも，ミクロ実証研究全般に興味のある学生を歓迎する． 

 

どのような論文，あるいは研究書を読むかは履修者の興味によるが，研究論文であれば，American 

Economic Review のようなトップジャーナルに掲載されたか，あるいは審査中のような論文を想定し

ている．あるいは履修者の興味によっては以下に挙げたような研究書を輪読するといった形式も考え

られる． 

 

・Khandker, S., G. Koolwal, and H. Samad (2010) “Handbook on Impact Evaluation: Quantitative 

Methods and Practices,” The World Bank. 

・Wydick, B. (2008) “Games in Economic Development,” Cambridge University Press. 

 

・ 第 1 回〜第 15 回：輪読（内容未定） 

 

4. 成績評価方法 

 報告と平常の参加状況による． 

 

5. 教科書と参考書 

 3.を参照のこと 

 

6. 予習と復習について  

報告者には十分な準備が求められる． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

この講義はいわゆるミクロ実証研究の研究論文を読むことを目的とするものであるため，大学院レベ

ルのミクロ経済学，計量経済学の知識が必須である．履修者にはこれらの科目を履修済みであること

か，あるいは同時履修することが必ず求められる． 

 オフィスアワー，連絡先については担当教員のウェブサイト上で告知される．経済学研究科ウェブ

サイトの教員紹介ページを確認のこと． 
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科目名：開発経済学演習Ⅰb   担当者：中島 賢太郎   学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 経済発展に関する最近の良質の研究論文・研究書を読むことによって，この分野の最新の研究動向

についてつかむことを目的とする． 

 

2. 学習の到達目標 

 この分野の最新の研究論文を読むことができるようになること． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 この講義で想定している経済発展に関する最近の研究論文とは，ミクロ経済学に基づいた，計量経

済学的実証研究（いわゆるミクロ実証研究）である（もちろんフィールド実験等も含まれる）ため，

必ずしも経済発展に興味がない学生でも，ミクロ実証研究全般に興味のある学生を歓迎する． 

 

どのような論文，あるいは研究書を読むかは履修者の興味によるが，研究論文であれば，American 

Economic Review のようなトップジャーナルに掲載されたか，あるいは審査中のような論文を想定し

ている．あるいは履修者の興味によっては以下に挙げたような研究書を輪読するといった形式も考え

られる． 

 

・Khandker, S., G. Koolwal, and H. Samad (2010) “Handbook on Impact Evaluation: Quantitative 

Methods and Practices,” The World Bank. 

・Wydick, B. (2008) “Games in Economic Development,” Cambridge University Press. 

 

・ 第 1 回〜第 15 回：輪読（内容未定） 

 

4. 成績評価方法 

 報告と平常の参加状況による． 

 

5. 教科書と参考書 

 3.を参照のこと 

 

6. 予習と復習について  

報告者には十分な準備が求められる． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

この講義はいわゆるミクロ実証研究の研究論文を読むことを目的とするものであるため，大学院レベ

ルのミクロ経済学，計量経済学の知識が必須である．履修者にはこれらの科目を履修済みであること

か，あるいは同時履修することが必ず求められる． 

 オフィスアワー，連絡先については担当教員のウェブサイト上で告知される．経済学研究科ウェブ

サイトの教員紹介ページを確認のこと． 
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科目名：開発経済学演習Ⅱa・Ⅱb   担当者：中島 賢太郎  学期：１学期(a)・２学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 経済発展に関する修士論文執筆の指導をする． 

 

2. 学習の到達目標 

 経済発展に関する修士論文を執筆する． 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  参加者が修士論文の内容・進行状況を報告し，内容について議論を行う．具体的な内容について

であるが，この演習において想定する修士論文は，ミクロ経済学の理論に基づいた，計量経済学的実

証研究（いわゆるミクロ実証研究）であるため，必ずしも経済発展にそれほど興味が無くても，この

ようなミクロ実証研究で論文を執筆しようと思う学生の履修を歓迎する． 

 

Ⅱa： 

・第 1 回〜第 14 回：テーマ設定と先行研究のレビュー 

・第 15 回：プロポーザル報告 

 

Ⅱb： 

・第 1 回〜第 12 回：モデル作成・データ収集・統計分析 

・第 13 回〜第 14 回：執筆 

・第 15 回：最終報告 

 

4. 成績評価方法 

 執筆された修士論文の品質による． 

 

5. 教科書と参考書 

 なし 

 

6. 予習と復習について  

 なし 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

この演習は，経済発展に関するミクロ実証研究の修士論文執筆を目指すものであるため，大学院レベ

ルのミクロ経済学，及び計量経済学の知識が前提となる．従ってこれらの科目を履修済みであるか，

同時履修することが必ず求められる． 

オフィスアワー，連絡先については担当教員のウェブサイト上で告知される．経済学研究科ウェブサ

イトの教員紹介ページを確認のこと． 
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[テキストを入力] 

 

科目名：応用マクロ経済学特論    担当者：堀井 亮            学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 本授業では、結婚・出産という家族形成行動がマクロ経済全体としてどのように行われるのか、

Family Economics の理論およびサーチ・マッチング理論を用いて学習する。 

 

2. 学習の到達目標 

 日本では急速に少子化が進んでいるが、このことは多くのマクロ経済問題の根源となっている（労

働力減少による成長率低下・年金の維持可能性等）。統計によると、経済全体の出生率が低下してい

る一方、既婚の夫婦が生涯にもつ子供の数は大きく減少しておらず、少子化は晩婚化・非婚化の結果

と考えられる。そこで、本授業では人々がいかに結婚・出産という選択を行うのか、経済全体として

の配偶者のマッチングはどのように形成されるのか、理論モデルを用いて学習する。それにより、経

済環境や政策の変化がいかに結婚・出産行動に影響を与えるのか理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 基本的には講義を行うが、徐々に受講者による発表も取り入れる。 

 扱うトピックとしては下記を予定している。 

・ Facts on Marriage 

・ The Gains from Marriage 

・ Matching on the Marriage Market: Theory 

・ Sharing the Gains from Marriage 

・ Investment in Schooling 

・ An Equilibrium Model of Marriage, Fertility, and Divorce 

・ Children and Family Structure  

 

4. 成績評価方法 

 報告・ディスカッション等授業への貢献、および平常の参加状況による 

 

5. 教科書と参考書 

Martin Browning, Pierre-Andre Chiappori, and Yoram Weiss “Family Economics,” yet to be published, 

draft version downloadable from the author’s website at http://www.tau.ac.il/~weiss/fam_econ/ 

 

6. 予習と復習について  

報告担当者は十分な準備が求められる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 言語: 外国人が授業参加している場合、講義は英語で行う。口頭でのディスカッション・報告

は英語・日本語いずれでも可だが、資料は英語で作成すること。 

・ 履修の条件: 中級ミクロおよび中級マクロ経済学を履修済み・同時履修しているか、同様の知

識があることが望ましい。 

・ 連絡先:ホームページ www.econ.jpn.org/horii/ を参照のこと 

・ オフィスアワー: 初回授業時に連絡します。 
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科目名：応用マクロ経済学演習Ⅰa        担当者：堀井 亮          学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 経済成長・経済発展に関連する最新の論文を購読する。 

 

2. 学習の到達目標 

 論文を読むための基礎知識を習得し、独力で最新の論文を読めるようにする。また、参考文献の調

査、プレゼンテーションの技術を習得する。これらを通じ、受講者の論文作成を促進する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

初回に受講希望者の研究分野・興味についてヒアリングを行い、それ考慮して教員がリーディング

リストを作成する。次回以降はリーディングリストに従い、受講者が輪読で報告を行う。また、受講

者自身の論文作成に必要な参考文献等がある場合は、適宜それらの発表・報告も認める。昨年度は受

講者の希望により研究開発・人口動学・気候変動に関連する論文を多く読んだが、本年度も経済成長・

経済発展にある程度関連していれば、基本的に受講者の興味のある分野の論文報告を認める。 

 

4. 成績評価方法 

 報告および平常の参加状況による 

 

5. 教科書と参考書 

 初回の授業後にリーディングリストを提供する。 

 

6. 予習と復習について  

 報告担当者は十分な準備が求められます。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 学期を通じたスケジュールを決める必要があるため、受講希望者は初回の授業に必ず出席し

てください。やむを得ず初回授業に出席できない場合は、電子メールにて教員に連絡してく

ださい。 

・ 予備知識: 中級マクロ経済学を履修済み・同時履修しているか、同様の知識があることが望

ましい。 

・ 報告は日本語・英語ともに可。 

・ 連絡先・オフィスアワーは初回の授業でお伝えします。  
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科目名：応用マクロ経済学演習Ⅰb        担当者：堀井 亮          学期：２学期 

1.授業の目的と概要 

 経済成長・経済発展に関連する最新の論文を購読する。 

 

2. 学習の到達目標 

 論文を読むための基礎知識を習得し、独力で最新の論文を読めるようにする。また、参考文献の調

査、プレゼンテーションの技術を習得する。これらを通じ、受講者の論文作成を促進する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

初回に受講希望者の研究分野・興味についてヒアリングを行い、それ考慮して教員がリーディング

リストを作成する。次回以降はリーディングリストに従い、受講者が輪読で報告を行う。また、受講

者自身の論文作成に必要な参考文献等がある場合は、適宜それらの発表・報告も認める。昨年度は受

講者の希望により研究開発・人口動学・気候変動に関連する論文を多く読んだが、本年度も経済成長・

経済発展にある程度関連していれば、基本的に受講者の興味のある分野の論文報告を認める。 

 

4. 成績評価方法 

 報告および平常の参加状況による 

 

5. 教科書と参考書 

 初回の授業後にリーディングリストを提供する。 

 

6. 予習と復習について  

 報告担当者は十分な準備が求められます。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 学期を通じたスケジュールを決める必要があるため、受講希望者は初回の授業に必ず出席し

てください。やむを得ず初回授業に出席できない場合は、電子メールにて教員に連絡してく

ださい。 

・ 予備知識: 中級マクロ経済学を履修済み・同時履修しているか、同様の知識があることが望

ましい。 

・ 報告は日本語・英語ともに可。 

・ 連絡先・オフィスアワーは初回の授業でお伝えします。  

 

39



 

科目名：応用マクロ経済学演習 IIa・IIb  担当者：堀井 亮  学期：1学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 マクロ経済学・経済成長・経済発展等の理論分析を研究対象とし、修士論文を執筆する院生に対し

論文指導を行う。  

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文を完成させる 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 参加者は修士論文のテーマの設定・文献レビュー・モデル構築・分析結果などを研究執筆段階に応

じて報告し、相互に討論を行う。また、必要に応じて個別指導を行う。 

 

4. 成績評価方法 

 報告・討論内容及び、完成した修士論文により評価する 

 

5. 教科書と参考書 

 なし 

 

6. 予習と復習について 

 参加者それぞれに指示する 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先・オフィスアワーは個別に連絡します 
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科目名：経営学原理特論   担当者： 高浦康有          学期：2学期（月 5） 

1. 授業の目的と概要 

経営学における理論構築のパースペクティブについてテキスト読解を通じて学ぶ。近年の経営戦略

論において展開された、行為者の動機の間主観的な理解とその相互行為プロセスの記述を行う行為論

的アプローチについて検討し、客観的な法則定立をめざす実証主義的アプローチとの比較を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

経営学の理論構築における方法論的立場について理解を深める。またこの学習を通じて、自らが研

究上、依拠する方法論的前提について自覚的になれるような研究センスを養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 
下記テキストを各章ごとに批判的に読み進める。受講生は各章のトピックスについて課題提起のコ

メント・ペーパーを毎回作成し、人数分準備の上、提出する。発表者については随時、指名する。 

（１）経営学的思考法とは何か 

（２）経営戦略論における変数システム記述と行為システム記述 

（３）事例研究 - 行為連鎖と＜意図せざる結果＞によるモデル化 

 

4. 成績評価方法 

ペーパー及び最終課題の提出状況や分析レベル、討議に対する貢献度などに応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書  

教科書 石井淳蔵『ビジネス・インサイト―創造の知とは何か』岩波新書、2009 年 

    沼上幹『行為の経営学- 経営学における意図せざる結果の探究』白桃書房、2000 年 
（※教科書は開講前に、大学生協文系店などで購入しておくこと） 

参考書 山根節、山田英夫『日経で学ぶ経営戦略の考え方』日本経済新聞出版社、2004 年 

東北大学経営学グループ『ケースに学ぶ経営学（新版）』有斐閣、2008 年 

石井淳蔵, 清水信年, 西川英彦, 吉田満梨, 水越康介, 栗木契『ビジネス三國志―マーケティ

ングに活かす複合競争分析』プレジデント社、2009 年 

 

6. 予習と復習について  

テキストの各章につきコメント・ペーパーの作成を通じて予習してもらいたい。また討議で得た他

の受講生からのフィードバックを振り返ることで事後の復習に役立ててもらいたい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本講義のテーマへの関心が多少ともあり、邦語文献読解の能力をある程度有し、また他者とのディ

スカッションを厭わないことが履修の前提条件である。研究生の聴講は認めない。 

【連絡先】takaura（@をつける）econ.tohoku.ac.jp 

http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/  

【オフィスアワー】金曜 3 講時（経済学研究科棟 6 階 601） 
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科目名：経営学原理演習Ⅰa   担当者：高浦康有             学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

経営学における理論構築について学ぶ。社会科学としての経営学の研究を進めるにあたって、研究

方法論を理解しておくことは必須の前提条件であろう。本演習では、まず社会科学における理論構築

の方法について基礎的な理解を行い、次いで、社会学研究における数理演繹的アプローチ、実証主義

的アプローチ、ならびに解釈学的アプローチついて抽出し、両者の比較および検討を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

経営学の理論構築における方法論的立場について理解を深める。またこの学習を通じて、自らの研

究が依拠する方法論的前提について自覚的になれるような研究センスを養う。 

 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

テキストを各章ごとに読み進める。 

（1）社会科学における理論構築―概念、仮説、検証 

（2）さまざまな研究法―実験、サーベイ・リサーチ、参与観察 

（3）社会学研究法の諸類型 

（4）モノグラフ、ドキュメント解析、エスノメソドロジー 

（5）計量分析、多変量解析、数理モデルの構築と解析 

 

4. 成績評価方法 

毎回のディスカッションにおける貢献度に応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

高根正昭『創造の方法学』（講談社現代新書）、講談社、1979 年 

今田高俊編『社会学研究法―リアリティの捉え方』有斐閣、2000 年 

 

6. 予習と復習について  

自主的にテキストの各章を読み、討論すべき論点を提示する必要がある。講義後にノートを見直す

ことで復習に当ててもらいたい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

演習Ⅰb とセットでの受講を薦める。オフィスアワーは金曜 3 限（その他、随時）である。連絡先

は担当教員の HP である次のサイトを参照のこと。http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/ 
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科目名：経営学原理演習Ⅰb   担当者：高浦康有              学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

演習Ⅰa に引き続き、経営学における理論構築の方法を学ぶ。本演習では、仮説の構築・検証のプ

ロセスを通じた理論構築法の基礎を学び、定量的調査法ならびに定性的調査法の一つであるフィール

ドワークの方法論を主として概観しながら、経営現象への適用ケースを具体的に検討する。 

 

2. 学習の到達目標 

定量的ならびに定性的調査の概念と技法について理解し、経営学分野の実証研究を遂行するにあた

っての基礎能力の獲得をめざす。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

テキストを各章ごとに読み進める。 

（1）経営学研究法の諸類型 

（2）定量的調査の研究事例 

（3）組織エスノグラフィーの研究事例 

（4）フィールドワークの方法論 - 参与観察、民族誌（エスノグラフィー）、偶発的観察法 

（5）フィールドワークの発想法 - 質的調査、事例研究（ケーススタディ）、漸次構造化法 

 

4. 成績評価方法 

毎回のディスカッションにおける貢献度に応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

藤本隆宏他編『リサーチ・マインド- 経営学研究法』有斐閣、2005 年 

佐藤郁哉『組織と経営について知るための実践フィールドワーク入門』有斐閣、2002 年 

 

6. 予習と復習について  

自主的にテキストの各章を読み、討論すべき論点を提示する必要がある。講義後にノートを見直す

ことで復習に当ててもらいたい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

演習Ⅰa を先に受講していなくても構わない。オフィスアワーは金曜 3 限（その他、随時）である。

連絡先は担当教員の HP である次のサイトを参照のこと。http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/ 
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科目名：経営学原理演習Ⅱa・Ⅱb  担当者：高浦康有   学期：１学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

経営学（とくに企業倫理、CSR、企業と NPO の関係論など）の理論構築および方法論に関連して、

各自の修士論文に対して指導および助言を行う。受講者全体での討議も行う。 

 

2. 学習の到達目標 

経営学（とくに上記領域）の修士論文の制作にあたって、その理論構築および方法論の側面につい

て、より分析ないし記述が精緻化されることをめざす。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

各週の担当者をはじめに選ぶ。担当者は自分の担当日において、論文の一部（構想のスケッチや既

存文献のレビュー、調査報告、映像視聴なども含む）について報告を行う。 

 

4. 成績評価方法 

担当回の報告内容と各回のディスカッションにおける貢献度に応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書  

とくに指定しない。 

 

6. 予習と復習について  

発表者は事前の準備、事後の論文へのフィードバックを行うことが期待される。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習Ⅱa とⅡb の受講の順序はとくに問わない。オフィスアワーは金曜３限（その他、随時）で

ある。連絡先は担当教員の HP である次のサイトを参照のこと。 

http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/ 
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科目名：マーケティング管理論演習 （I）a  担当者：澁谷覚  学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 マーケティングの理論と実際について、テキストとして指定する本や論文を題材に、輪読形式のゼ

ミを行います。また輪読以外に、参加者は各自が興味をもつマーケティングの最近の事例を取りあげ、

資料収集と分析を行い、報告することが求められます。 

 

2. 学習の到達目標 

 マーケティングの理論と最新の事例とを対照しながら、分析と理解をすることができる知識と能力

を習得することを目標とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１．輪読について 

 毎回報告者を決め、指定された文献の該当箇所を十分に研究し、レジュメを作成し、報告してもら

います。その際、指定された文献自体は参加者全員が読んでくるため、その内容の要約を報告するこ

とは不要です。あくまで、指定された文献の内容をもとにして、報告者が重要と考えるトピック、ま

たは興味をもつ事例を調査し、分析し、報告することが求められます。 

 また報告者以外の参加者は、指定された文献の該当箇所を十分に予習し、疑問点や全員でディスカ

ッションをしたいポイントを各自が明らかにし、メモを作成して臨むことが求められます。 

 取り上げる文献は、主としてコミュニケーション、情報処理、説得、態度、対人認知、インターネ

ット、メディアなどに関連する、社会心理学、消費者行動、認知心理学、ジャーナリズム、等の分野

の新旧の研究から選びます。 

 

２．事例研究について 

 授業時間内の演習以外に、参加者には各自が興味をもつマーケティングの事例を取りあげ、関連す

る資料の収集や取材を行い、ケースの作成、およびケース分析レポートの作成を課題として課します。

この点については、詳しくは演習（I）b を参照。 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容の水準、およびディスカッションへの貢献度で評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

 演習内で指示します。 

 

6. 予習と復習について  

 報告者および参加者に求められる予習の内容については、３．を参照してください。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワーその他については、演習内で指示します。 
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科目名：マーケティング管理論演習（I）b  担当者：澁谷覚  学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

 マーケティングの理論と実際について、テキストとして指定する本や論文を題材に、輪読形式のゼ

ミを行います。また輪読以外に、参加者は各自が興味をもつマーケティングの最近の事例を取りあげ、

資料収集と分析を行い、報告することが求められます。 

 

2. 学習の到達目標 

 マーケティングの理論と最新の事例とを対照しながら、分析と理解をすることができる知識と能力

を習得することを目標とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１．輪読について 

 演習（I）a を参照してください。毎回の演習は、あくまでも輪読が中心となります。 

 

２．事例研究について 

 参加者には、授業時間内に行われる演習以外に、各自が興味をもつマーケティングの事例を取りあ

げ、関連する資料の収集や取材を行い、ケースの作成、およびケース分析レポートの作成を課題とし

て課します。 

 ケースは、各自が興味をもち重要と考えるマーケティングの事例を取りあげ、業界分析、競合分析、

および企業分析を十分に行い、対象企業が直面する現状や課題について、マーケティングの観点から

取りあげ、ケースとしてまとめてもらいます。 

 ケース分析レポートでは、上記で作成したケースを自ら分析し、課題についての提案を行います。 

当該ケースを作成する上で、どのような発見があったのか、その意義、などについて、レポートを作

成し、さらにプレゼンテーションを行ってもらいます。 

 

4. 成績評価方法 

 輪読における報告内容の水準、およびディスカッションへの貢献度、ケースおよびケース分析レポ

ート、プレゼンテーションによって評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

 演習内で指示します。 

 

6. 予習と復習について  

 毎回の演習は輪読形式で進められます。報告者および参加者に求められる予習の内容については、

演習（I）a の３．を参照してください。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  オフィスアワーその他については、演習内で指示します。 
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科目名：マーケティング管理論演習（II）a, （II）b  担当者：澁谷覚  学期：1, 2学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文を作成するための基礎的なスキルを修得することを目的とします。 

 

2. 学習の到達目標 

 独自性のある修士論文を完成することが目標です。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 修士論文の進捗を毎回報告してもらいます。 

 演習（II）a では、修士論文のテーマを設定するために、各自の問題意識を掘り下げていきます。

そのために、毎回１名ずつに現在の問題意識について報告してもらいます。また夏までに各自が修士

論文のプロポーザルをまとめ、提出してもらいます。プロポーザルには、問題意識、既存研究のレビ

ュー、および仮説の設定、調査方法までを記述します。 

 演習（II）b では、各自のプロポーザルをもとにして、取材、資料収集、データ収集を行い、仮説

を検証し、また具体的なインプリケーションを提示することが求められます。これらを最終的に修士

論文にまとめます。 

 どちらにおいても、報告者以外の参加者は、ともに考え、悩み、積極的にコメント、アドバイスを

行うことが求められます。 

 

4. 成績評価方法 

 修士論文の進捗と水準によって評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

 演習内で指示します。 

 

6. 予習と復習について  

 各自の修士論文の進捗度合いや意義について、他の参加者に十分に理解してもらえるように準備

し、報告することが求められます。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワーその他については、演習内で指示します。 
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科目名：財務会計論特論      担当者：佐竹正幸            学期：1学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「財務会計」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：管理会計論特論      担当者：松田康弘            学期：2学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（会計大学院研究棟）で開講さ

れる。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「コストマネジメント」のページを参照せ

よ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：比較経営論演習（Ⅰa）      担当者：猿渡啓子           学期： 1学期 

1. 授業の目的と概要 

  比較経営論を専門とする演習として，修士レベルの読解力，問題発見能力を涵養する． 

  ビジネス・グループに関わる重要な論点を取り上げることによって，発展途上国の企業に共 

通する問題を理解する． 

 

 

2. 学習の到達目標 

修士レベルの読解力，問題発見能力の修得． 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  比較経営論を専門とする演習に適した文献を輪読し議論する． 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  1.出席率 

2.演習で用いた文献を，正確に理解し，論理的に考え，問題点を発見できたかどうか． 

    1 と 2 の総合で判断する． 

 

 

5. 教科書と参考書 

  ・教科書は，第１回目の授業で指示する。 

 

 

 

 

6. 予習と復習について  

  進行に応じて予め読んでくること．議論やコメントを整理して，次回に提出すること． 

 

 

 

7. その他（使用言語，履修の条件，連絡先，オフィスアワー等） 

  使用言語：日本語． 

オフィスアワー：電話（6309）でアポイントメントをとること． 
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科目名：比較経営論演習（Ⅰb）      担当者：猿渡啓子       学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

  比較経営論を専門とする演習として、修士レベルの読解力、問題発見能力を涵養する。 

 

 

2. 学習の到達目標 

  修士レベルの読解力、問題発見能力の修得。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  参加者各自が興味ある文献を選択し、それに基づく報告と議論を行うことによって、修 

士論文のおおまかな方向性を決める。 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  1.出席率 

2.演習で用いた文献を、正確に理解し、論理的に考え、問題点を発見できたかどうか。 

    1 と 2 の総合で判断する。 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

 

 

 

6. 予習と復習について  

議論やコメントを整理して、次回に提出すること。 

 

 

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語。 

オフィスアワー：電話（6309）でアポイントメントをとること。 
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比較経営論演習（Ⅱa）・(Ⅱb)    担当者：猿渡啓子   学期：1学期（a）・2学期（b） 

1. 授業の目的と概要 

  比較経営論を専門とする演習として、修士論文を作成するための全般的な指導を行う。 

 

 

2. 学習の到達目標 

  修士論文の完成。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

各自の修士論文テーマに関連する既存文献を正確に理解し、その中から研究課題を発見 

し、分析方法を設定し、分析の進捗報告をする。 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  演習 IIa：修士レベルの実証や論理展開ができたかどうかによって、判断する。 

  演習 IIb：主として、完成した修士論文によって評価する。 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

 

 

 

 

6. 予習と復習について  

議論やコメントを整理して、次回に提出すること。 

 

 

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語。 

オフィスアワー：電話（6309）でアポイントメントをとること。 
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科目名：イノベーション特論   担当者：柴田 友厚   学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 本授業では企業レベルのイノベーションに焦点をあてて、企業が直面する具体的な経営課題をとり

あげ、イノベーションによる価値創造と新事業創造に向けた戦略と組織について学習します。 

 

2. 学習の到達目標 

イノベーションに係わる具体的な現実の経営現象、経営課題をとりあげ、それを多面的にとらえる視

点を養います。そのため本授業で重視することは、第１に現実の興味深い経営現象の背後にある本質

的な論理を探ること、そして第２に、先人が考えた概念やフレームワークをできるだけ使うことを通

して、その可能性と限界を考えます。 

  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 イノベーションの遂行は、戦略、組織のみならず、マーケティング、技術、市場や産業、などの多

様な知識を総動員することが必要です。そのためにこれらの知識を適宜復習しながら授業はすすめて

ゆきます。授業の基本的流れは、①文献と課題の事前配布②教員による講義③ケース等を用いたクラ

ス討議の繰り返しになります。当日の議論は、事前に指定した文献、ケース教材および当日のビデオ

視聴を中心にして展開しますので、事前に配布資料を読んで出席することが必須です。 

授業の概要は以下のとおりです。 

 

（１） 顧客価値の創造 

（２） 顧客志向の製品戦略 

（３）アーキテクチャ戦略 

（４）新事業の創造 

（５）技術転換のマネジメント 

 

4. 成績評価方法 

レポート内容（４０％）、クラス討論への貢献（３０％）、個人発表（３０％） 

平常点だけで評価し、期末試験は行いません。 

 

5. 教科書と参考書 

 プリントを配布します。 

 

6. 予習と復習について  

事前に配布する文献を読み課題を考えて授業に出席することが必要です。また、４回の課題レポート

（各２ページ以内）を作成してもらいます。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
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科目名：イノベーション論演習Ⅰa   担当者：柴田 友厚   学期：1 学期 

1. 授業の目的と概要 

 近年実務家に最も大きな影響を与えたと言われる経営理論に、「破壊的イノベーション」の理論が

あります。イノベーション研究と実践にとって、この理論の理解は必須と言っても良いくらいですが

表面的な理解でとどまっている場合が少なくありません。そこで、この理論を提唱したハーバードビ

ジネススクール クリステンセンの著作を読みます。 

 

2. 学習の到達目標 

 まず、破壊的イノベーションの理論を正しく、深いレベルで理解します。さらに、現実の多様な経

営問題、経営課題に適用して考えることでイノベーションに関する理解を深めます。 

自分の研究テーマ、修士論文にどういかすのか、どうつなげるのかという視点を常に持って、演習

に出席することが大切です。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１）毎回の授業では事前に割り当てられた担当者が文献の要約を報告し、それに基づいてクラスで議

論する。担当者は文献の要約についてレジメを用意し、クラスで報告し、議論の材料を提供する。 

２）報告を担当しない学生は指定本数以上の文献に関するコメントを作成し、議論に参加する。 

 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容（５０％）、クラス討論への貢献（２５％）、コメント内容（２５％） 

 

5. 教科書と参考書 

 クリステンセン『イノベーションのジレンマ』、翔泳社 

 クリステンセン・レイナ―『イノベーションへの解』、翔泳社 

上記のいずれか、あるいは両方。 

 

6. 予習と復習について  

事前に文献を読んで出席することが必須です。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
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科目名：イノベーション論演習Ⅰb   担当者：柴田 友厚   学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 本授業ではイノベーションをめぐる戦略と組織の問題をとりあげます。イノベーションとはどのよ

うなプロセスなのか。イノベーションで成功するために企業はどのように取り組み、戦略と組織をつ

くりあげてゆけばいいのか、これらの問題に関係する基礎的な文献を読み議論します。本授業では、

ケースも時に交えながら、主として学術論文を読みます。 

 

2. 学習の到達目標 

 第１にイノベーションを生み出すプロセスを理解し、イノベーションに関わる知識、概念、理論を

習得する。 

第２に、学術論文をできるだけ多く読むことで、研究課題の立て方、論旨展開の考え方、研究手法、

論文の作法と書き方等を習得し、次年度の修士論文執筆に備える。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回の授業では事前に割り当てられた担当者が文献の要約を報告し、それに基づいてクラスで議論

します。担当者は文献の要約についてレジメを用意し、クラスで報告し、議論の材料を提供します。

報告を担当しない学生は指定本数以上の文献に関するコメントを作成し、議論に参加します。 

文献は、学術論文とケースの２種類を用意します。適宜交えながら授業を進めてゆきます。詳細は最

初の時間に説明するが、基本的流れは次のとおりです。 

 

第 1 回 講義概要説明 文献割り当て 

 

第２回～第５回 イノベーションの特質とパターン 

 

第６回～第１０回 イノベーションと戦略 

 

第１１回～第１５回 イノベーションと組織 

 

4. 成績評価方法 

報告内容（５０％）、クラス討論への貢献（２５％）、コメント内容（２５％） 

 

5. 教科書と参考書 

 最初の時間に紹介します。 

 

6. 予習と復習について  

事前に文献を読んで出席することが必須です。常に修士論文作成にどう生かすのかという視点を持つ

ことが重要です。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
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科目名：イノベーション論演習Ⅱa・Ⅱb  担当者：柴田 友厚  学期：１学期(a)・２学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 イノベーション関連分野の修士論文を作成するための指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文の完成 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  問題意識の絞込み、研究目的の明確な設定、目的を達成するための研究手法、研究枠組みの構成、

論旨の展開方法、論文の構成、執筆上の留意点などに関して、報告と討論などを通じて指導する。 

 

第1回～第5回：研究背景と問題意識の絞込み、および先行研究の調査 

第6回～第8回：研究目的の設定と研究手法の立案 

第9回：仮説設定 

第10回～第12回：調査データ収集および分析 

第13回～第14回：考察とインプリケーション 

第15回：最終報告 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 論文によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

  

 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
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科目名：Monetary Economics（金融論特論） 担当者：西山   学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 This course is about graduate-level Monetary Economics.  The level of this course is set 

comparable to those taught at 2nd year graduate courses in the U.S. economics graduate schools. 

It should be noted that this lecture is offered mainly for IPEM students and, thus, will be 

taught solely in English.  

 

2. 学習の到達目標 

 After taking this course, you should be able to understand the articles appearing in the 

academic journals such as Journal of Monetary Economics, Journal of Money, Credit, and Banking, 

etc. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  The topics in this lecture may include the followings: 

- Money-in-the-Utility Function 

- Cash-in-Advance Model 

- Money in the Short-run: Informational and Portfolio Rigidities 

- Money in the Short-run: Nominal Price and Wage Rigidities 

- Discretionary Policy and Time Inconsistency 

- New Keynesian Monetary Economics 

- Financial Markets and Monetary Policy 

 

4. 成績評価方法 

 Based on the final examination (50%) and assignments (50%) 

 

5. 教科書と参考書 

 Carl E. Walsh, Monetary Theory and Policy, third edition, MIT Press, 2011. (Required) 

 

6. 予習と復習について  

 You are expected to review the textbook and lecture notes thoroughly after the class.  

Cooperation among the students is encouraged during the class, but when solving the 

assignments, you need to work independently. 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 This course will be taught in English.  You MUST take Microeconomics I, II, Macroeconomics 

I, II, and Econometrics I, II (IPEM courses) or 上級ミクロ経済学、上級マクロ経済学、上級計

量経済学（経済経営学専攻授業科目）prior to taking this course.  Contact information and office 

hour will be announced at the first meeting of this course. 
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科目名：演習 IIa,b       担当者：西山            学期：1、2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習では、金融論の分野において研究を進めている大学院生を対象に修士論文の指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 本演習履修者は 1 年を通じて研究指導を受け、修士論文の完成を目指す。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  修士論文の研究テーマは履修生が主体的に決定することになるが、たとえば下記のようなテーマ

が考えられる。ただし、研究自体は理論的なものでも実証的なものでも構わないが、制度的な研究に

ついては本演習では対象外とする。 

 

○ ゼロ金利制約下の最適な金融政策に関する研究 

○ 金融摩擦を考慮に入れた動学的一般均衡（DSGE）モデルの研究 

○ 企業金融における金融制約（借入制約、貸出制約）に関する研究 

○ BIS 規制のもとでの銀行の最適な貸出行動に関する研究 

○ 震災復興における二重債務問題に関する研究 

  など 

なお、ファイナンスあるいはコーポレート・ファイナンスの分野で研究を進めたい者は、本演習では

なく証券投資論演習あるいは財務管理論演習を履修することを強く推奨する。 

 

4. 成績評価方法 

 研究の進捗度合い、修士論文の完成度にもとづいて評価する 

 

5. 教科書と参考書 

 特に指定しない 

 

6. 予習と復習について  

 担当教員の研究指導のもと、自主的に研究を進める必要がある。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語は日本語か英語とし、履修者が決定するものとする。 

 本演習と並行して、Monetary Economics（金融論特論）の科目を履修することが望ましい。 

 本演習の履修を希望する者は、Microeconomics I, II, Macroeconomics I, II, Econometrics I, II 

(IPEM courses)、あるいは中級（もしくは上級）ミクロ経済学、中級（もしくは上級）マクロ経済

学、中級（もしくは上級）計量経済学（経済経営学専攻科目）をすでに履修していることが望まし

いが、本演習の履修の条件とはしない。 
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科目名：国際金融論演習Ⅰa  担当者：秋田次郎             学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 国際金融論は開放体系マクロ経済学としての側面と，金融ミクロ経済学の国際的展開ないし国際金

融ミクロ経済学としての側面を併せ持つ。演習Ⅰa では，後者の国際金融ミクロ経済学としての国際

金融論に用いられる非対称情報の経済学の基礎部分を学ぶ。 

2. 学習の到達目標 

 ・不確実性下の経済主体の最適化行動についての基礎理論を理解する。 

 ・対称情報下における保険契約，危険分散化行動の意義について理解する。 

 ・非対称情報の経済理論の主要パラダイムの基礎について理解する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・条件付財，期待効用理論，経済主体の危険態度 

 ・対称情報と最適保険契約 

 ・非対称情報とアドバース・セレクション 

 ・非対称情報とモラル・ハザード 

 ・非対称情報とシグナリング 

4. 成績評価方法 

 通常の成績および筆記試験により評価する。  

5. 教科書と参考書 

 テキストは特に定めない。参考書は以下の通り。 

 ※Financial Economics, Jurgen Eichberger & Ian R. Harper, Oxford University Press, 1997. 

 ※An Introduction to the Economics of Information, 2nd Ed. Ines Macho-Stadler & J. David 

Perez-Castrillo, Oxford University Press, 2001. 

6. 予習と復習について  

 予め指定する参考文献を事前に十分に予習する事、および授業後に授業内容を十分に復習する事 

 を強く勧める。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

※履修の条件について：  

 特に定めないが、授業内容は学部程度の経済数学およびミクロ経済学の知識，英語読解力を 

 最低限の前提とする。 

※オフィス・アワーについて： 

 授業の後１時間をオフィスアワーにあてる。場所は授業と同じ教室あるいは 620 号研究室 

 とする。 

※使用言語について： 

 講義は原則的に日本語で行い、期末試験は原則的に日本語で出題する。但し複数名の希望があれば

英語出題要望に応じる場合がある。  
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科目名：国際金融論演習Ⅰb    担当者：秋田次郎             学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

 国際金融論は開放体系マクロ経済学としての側面と，金融ミクロ経済学の国際的展開ないし国際金

融ミクロ経済学としての側面を併せ持つ。演習Ⅰb では，演習Ⅰa における学習の延長線上に後者の

国際金融ミクロ経済学としての国際金融論に用いられる非対称情報の経済学の応用部分を学ぶ。 

2. 学習の到達目標 

 ・不確実性と非対称情報の経済学の金融市場への応用について理解する。  

 ・金融市場で観察される信用割当や標準債務契約の経済学的背景を理解する。 

 ・銀行の破綻が如何なる場合に効率的ないし非効率的であるかを理解する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・対称情報および非対称情報と金融市場 

 ・非対称情報と信用割り当て 

 ・観察費用と標準債務契約 

 ・銀行破綻の効率性・非効率生 

 ・銀行経営の慎重さ 

4. 成績評価方法 

  通常の成績および筆記試験により評価する。  

5. 教科書と参考書 

 テキストは特に定めない。参考書は以下の通り。 

 ※Financial Economics, Jurgen Eichberger & Ian R. Harper, Oxford University Press, 1997. 

 ※An Introduction to the Economics of Information, 2nd Ed. Ines Macho-Stadler & J. David 

Perez-Castrillo, Oxford University Press, 2001.  

6. 予習と復習について  

 予め指定する参考文献を事前に十分に予習する事、および授業後に授業内容を十分に復習する事 

 を強く勧める。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

※履修の条件について：  

 特に定めないが、授業内容は学部程度の経済数学およびミクロ経済学の知識，英語読解力を 

 最低限の前提とする。 

※オフィス・アワーについて： 

 授業の後１時間をオフィスアワーにあてる。場所は授業と同じ教室あるいは 620 号研究室 

 とする。 

※使用言語について： 

 講義は原則的に日本語で行い、期末試験は原則的に日本語で出題する。但し複数名の希望があれば

英語出題要望に応じる場合がある。 
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科目名：国際金融論演習Ⅱa・Ⅱb  担当者：秋田次郎          学期：１・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 国際金融論は開放体系マクロ経済学としての側面と，金融ミクロ経済学の国際的展開ないし国際金

融ミクロ経済学としての側面を併せ持つ。演習Ⅱa,b では，後者の国際金融ミクロ経済学の基礎であ

る銀行・金融市場のミクロ経済学を学ぶ。 

2. 学習の到達目標 

 ・不完全競争・非対称情報と銀行・間接金融の存在意義について概観できるようになる。 

 ・銀行理論に対する産業組織論的アプローチについて学ぶ。 

 ・非対称情報下の金融契約と間接金融について学ぶ。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・完全情報・完全競争パラダイムと銀行の存在意義 

 ・不完全な市場構造と銀行の最適化行動 

 ・非対称情報下における金融契約，債務契約とモニタリング 

 ・非対称情報のマクロ金融市場に対する帰結 

4. 成績評価方法 

  通常の成績および筆記試験により評価する。 

5. 教科書と参考書 

 テキストは特に定めない。参考書は以下の通り。 

 ※Microeconomics of Banking, Xavier Freixas & J. C. Rochet, M.I.T. Press、1997  

 ※Financial Economics, Jurgen Eichberger & Ian R. Harper, Oxford University Press, 1997. 

 ※An Introduction to the Economics of Information, 2nd Ed. Ines Macho-Stadler & J. David  

Perez-Castrillo, Oxford University Press, 2001.  

6. 予習と復習について  

 予め指定する参考文献を事前に十分に予習する事、および授業後に授業内容を十分に復習する事 

 を強く勧める。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

※履修の条件について：  

 特に定めないが、授業内容は学部程度の経済数学およびミクロ経済学の知識，英語読解力を 

 最低限の前提とする。 

※オフィス・アワーについて： 

 授業の後１時間をオフィスアワーにあてる。場所は授業と同じ教室あるいは 620 号研究室 

 とする。 

※使用言語について： 

 講義は原則的に日本語で行う。  
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科目名：環境経済学演習（Ⅰ）a  担当者：林山泰久             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 都市・地域・環境に関する研究 

 

2. 学習の到達目標 

本演習は，個々人の研究テーマ毎に当該分野の最先端の研究をレビューし，自分の研究をより高度

化することを目指す． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

参加者によりテーマは柔軟に対応するものの，過去の具体的なテーマは以下である． 

・ 利他的効用理論による遺産価値の計測理論 
・ ハード的公共サービスとソフト的公共サービスの最適配分問題 

・ 死亡リスクに基づく時間選好を考慮した社会的割引率の実証的推定 

・ 高齢化社会におけるバリアフリー化事業の経済効果 

・ 人口内生化モデルによる地球温暖化の経済的影響分析 

・ Choquet 積分による非加法的効用理論の便益定義 

・ 地方政府の協調行動の不安定性に対する中央政府の役割 

 

4. 成績評価方法 

 演習における参加態度および学会や研究会における研究発表の実績を参考に評価する 

 

5. 教科書と参考書 

 特に指定しないものの，研究テーマによって適宜指示する． 

 

6. 予習と復習について  

 ほぼ毎回，報告を課すため，レポート作成のための時間を要する． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ※環境経済学演習（Ⅰ）b も履修すること．使用言語は日本語と英語の併用とする． 
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科目名：環境経済学演習（Ⅰ）b 担当者：林山泰久 学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 都市・地域・環境に関する研究 

 

2. 学習の到達目標 

本演習は，個々人の研究テーマ毎に当該分野の最先端の研究をレビューし，自分の研究をより高度

化することを目指す． 

 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

参加者によりテーマは柔軟に対応するものの，過去の具体的なテーマは以下である． 

・ 利他的効用理論による遺産価値の計測理論 

・ ハード的公共サービスとソフト的公共サービスの最適配分問題 

・ 死亡リスクに基づく時間選好を考慮した社会的割引率の実証的推定 

・ 高齢化社会におけるバリアフリー化事業の経済効果 

・ 人口内生化モデルによる地球温暖化の経済的影響分析 

・ Choquet 積分による非加法的効用理論の便益定義 

・ 地方政府の協調行動の不安定性に対する中央政府の役割 

 

4. 成績評価方法 

 演習における参加態度および学会や研究会における研究発表の実績を参考に評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

 特になし． 

 

6. 履修の条件 

 環境経済学演習（Ⅰ）a も履修すること． 

 

7. その他 
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科目名：環境経済学演習（Ⅱ）a.b 担当者：林山泰久 学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 都市・地域・環境に関する研究 

 

2. 学習の到達目標 

本演習は，個々人の研究テーマ毎に当該分野の最先端の研究をレビューし，自分の研究をより高度

化することを目指す． 

 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

参加者によりテーマは柔軟に対応するものの，過去の具体的なテーマは以下である． 

・ 利他的効用理論による遺産価値の計測理論 

・ ハード的公共サービスとソフト的公共サービスの最適配分問題 

・ 死亡リスクに基づく時間選好を考慮した社会的割引率の実証的推定 

・ 高齢化社会におけるバリアフリー化事業の経済効果 

・ 人口内生化モデルによる地球温暖化の経済的影響分析 

・ Choquet 積分による非加法的効用理論の便益定義 

・ 地方政府の協調行動の不安定性に対する中央政府の役割 

 

4. 成績評価方法 

 演習における参加態度および学会や研究会における研究発表の実績を参考に評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

 特になし． 

 

6. 履修の条件 

 環境経済学演習（Ⅰ）a および b を履修すること． 

 

7. その他 
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科目名：産業組織論特論      担当者：泉田成美             学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

  産業組織論はミクロ経済学と計量経済学の知識を用いて、現実の産業組織や企業行動を理論的・

実証的に分析するとともに、経済厚生を高めるために、政府はどのような政策を採用すべきかを分

析する学問分野である。本年の特論では、独占の理論、規制緩和と民営化、合併と企業結合規制に

ついて講義する予定である。 

2. 学習の到達目標 

 ・独占によって発生する非効率性について理解できるようになる。 

 ・規制緩和や民営化が推進されている経済学的な背景を理解できるようになる。 

 ・合併の経済効果と、合併に対する政府の関与について理解できるようになる 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  次の内容を講義することを予定しているが、受講生の興味や反応によって多少の変更がありう

る。 

 １．イントロダクション：産業組織論とは？(１回) 

２．産業組織論をめぐる歴史的概観(２回) 

３．独占の理論(２回) 

  §１．独占企業の行動モデル、§２．独占によるデッド･ウェイト･ロスの発生、§３．X 非効率

性（生産非効率性）、§４．動態的非効率性、§５．独占の持続性について 

４．自然独占事業の規制緩和・民営化（３回） 

  §１．自然独占、§２．公正報酬率規制、§３．公正報酬率規制の問題点、§４．自然独占事

業分野の規制緩和・民営化、§５．インセンティブ規制 

５．参入と退出(３回) 

  §１．コンテスタブル市場理論、§２．技術革新（イノベーション）と参入、§３．参入障壁・

退出障壁、§４．政府による参入規制と規制のパラドックス 

 ６．集中度と合併(３回) 

  §１．合併(M&A)、§２．集中度の指標、§３．企業結合規制をめぐるハーバード・シカゴ論争 

4. 成績評価方法 

  レポート（３回程度）と学期末試験の成績による。成績評価はレポート 20％、学期末試験 80％

で行う。 

5. 教科書と参考書 

  教科書；泉田成美・柳川隆「プラクティカル産業組織論」有斐閣、2008 年。 

6. 予習と復習について  

十分な予習と復習が必要である。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  日本語で講義を行う。レポートおよび学期末試験も日本語出題・日本語解答である。 

特に履修条件は設けないが、学部の「ミクロ経済分析」程度の知識を前提とした講義を行う。 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 

  E-mail； izumida@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：産業組織論演習(Ⅰ)a    担当者：泉田成美             学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

  産業組織論はミクロ経済学と計量経済学の知識を利用して企業行動や産業組織を分析する学問

分野です。今期の演習では、産業組織論の標準的なテキストを用いて、産業組織論の標準的な内容を

学習します。 

 

2. 学習の到達目標 

 産業組織論の標準的な内容を理解できるようになる 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業の内容；以下の内容の中から参加者の興味に応じて学習するトピックスを選択します。 

 ・市場支配力と市場成果 

 ・寡占理論と寡占企業の行動 

 ・カルテルと共謀 

 ・製品差別化と広告 

 ・技術進歩と研究開発 

 ・価格差別化 

 ・垂直統合と垂直的な関係 

 ・規制と規制緩和 

  参加者の関心によってはまったく異なる内容となることもありえます。 

 授業の方法；参加者の発表による。 

 

4. 成績評価方法 

 出席と発表内容による。 

 発表者が欠席した場合、不合格とする。 

 

5. 教科書と参考書 

 Don E. Waldman and Elizabeth J. Jensen, Industrial Organization: Theory and Practice, 3rd 

ed., Addison-Wesley, 2007. 

 および関連する論文 

  参加者の関心によっては異なる教科書を用いることもありえます。 

6. 予習と復習について  

 十分な予習と復習が必要です。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

参加希望者は第 1 回目の授業のときに必ず出席すること。2 回目以降からの参加は認めない。 

使用言語は日本語とする。 

授業中の私語は厳禁とする。 

学部の「ミクロ経済分析」程度の経済学の知識を持っていることを前提とする。 

E-mail address:；izumida@econ.tohoku.ac.jp 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 
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科目名：産業組織論演習(Ⅰ)b    担当者：泉田成美             学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

  産業組織論はミクロ経済学と計量経済学の知識を利用して企業行動や産業組織を経済学的に分

析する学問分野ですが、1980 年代以降、競争政策、法と経済学、経済法、経営戦略論、経営組織

論などの学問分野にも重大な影響を与え、それらの学問内容を劇的に変化させる役割を果たしまし

た。 

今期の演習では、産業組織論を応用した経営戦略論の古典的なテキストを学習することによっ

て、経済理論の背景を持った経営戦略論がどのようなものであるのかを理解することを目指しま

す。 

2. 学習の到達目標 

  経済学的な視点から（あるいは産業組織論の視点から）経営戦略論の標準的な内容を理解できる

ようになる。 

  経営戦略論で論じられている内容のうち、経済理論的な背景のあるものとないもの、計量経済学

的な証拠を伴っているものとそうでないものを判別できるようになる。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業の内容；以下の内容の中から参加者の興味に応じて学習するトピックスを選択します。 

   ・業界の構造分析法 ・競争の基本戦略 ・競争業者分析のフレームワーク 

   ・マーケット・シグナル ・競争行動 ・買い手と供給業者に対する戦略 

   ・業界内部の構造分析 ・業界の進展・変化 ・多数乱戦業界の競争戦略 

   ・先端業界の競争戦略 ・成熟期へ移行する業界の競争戦略 ・衰退業界の競争戦略 

   ・グローバル業界の競争戦略 

  参加者の関心によってはまったく異なる内容となることもありえます。 

 授業の方法；参加者の発表による。 

 

4. 成績評価方法 

 出席と発表内容による。 

 発表者が欠席した場合、不合格とする。 

5. 教科書と参考書 

 教科書； M.E.ポーター「競争の戦略 新訂版」ダイヤモンド社、1995 年 

 参考書； Don E. Waldman and Elizabeth J. Jensen, Industrial Organization: Theory and 

Practice, 3rd ed., Addison-Wesley, 2007. 

6. 予習と復習について  

 十分な予習と復習が必要です。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

参加希望者は第 1 回目の授業のときに必ず出席すること。2 回目以降からの参加は認めない。 

使用言語は日本語とする。 

授業中の私語は厳禁とする。 

学部の「ミクロ経済分析」程度の経済学の知識を持っていることを前提とする。 

E-mail address:；izumida@econ.tohoku.ac.jp 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 
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科目名：産業組織論演習（Ⅱ）a・（Ⅱ）b   担当者：泉田成美     学期：１・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文作成のための研究指導を行います。 

 

2. 学習の到達目標 

 産業組織論演習（Ⅱ）a; 

修士論文作成のための研究計画を作成する。 

 研究テーマに関する先行研究と研究方法を整理する。 

 

産業組織論演習（Ⅱ）b; 

一定の学問上の貢献の存在する修士論文を作成する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 産業組織論演習（Ⅱ）a; 

 産業組織論で修士論文を提出する予定の学生を対象に、以下の指導を行います。 

（１） 研究テーマを絞り込み、研究目的、すなわち、研究を通じて何を明らかにしたいのかを明確

にする。 

（２） 研究目的を実現するためにどのような研究方法を用いるのかを明らかにする。 

（３） 研究テーマに関する先行研究を整理する。 

（４） 研究方法に関する必要文献を学習する。 

 

産業組織論演習（Ⅱ）b; 

修士論文作成のための個別指導を行います。 

   

4. 成績評価方法 

 産業組織論演習（Ⅱ）a;出席と報告内容によって評価します。 

 産業組織論演習（Ⅱ）b;提出された修士論文の内容によって評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

 参加する学生の研究テーマに応じて、話し合って決めます。 

 

6. 予習と復習について  

 十分な予習と復習が必要です。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 産業組織論で修士論文を提出予定の学生は、前もって連絡すること。 

 使用言語は日本語です。 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 

E-mail address: izumida@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：日本経済論演習Ⅰa    担当者：平本 厚            学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 日本経済の動向を基本的に規定すると考えられる、日本産業のダイナミズムとイノベーショ

ン・システムの構造を考察します。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・イノベーション・システムの構造について理解する。 

 ・日本産業のダイナミズムとイノベーション・システムの歴史と構造について理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 本年度は、上記の目的と目標を達成するために、１．イノベーションはどのように起こってきたか、

２．それに国民経済のシステムはどう関連しているか、を検討し、その上で、３．日本のシステムを

実証的にとりあげる。１、２を分析した最近の成果である、下記の Fagerberg, et al.,(2005) を輪

読して、上記１、２を検討し、Morris-Suzuki(1994)などで３を考察する。 

 まず、この演習Ⅰａでは、下記のような進度を予定しています。 

第１回 Innovation: A Guide to the Literature, 第２回 Networks of Innovators, 第３回 In

novation Processes, 第４回 Systems of Innovation, 第５回 Universities in National Inn

ovation Systems, 第６回 Globalization of Innovation, 第７回 Innovation through Time,

 第８回 Sectoral Systems, 第９回 Innovation and Economic Growth, 第１０回 Innovation 

and Catching –up, 第１１回 Science, Technology, and Innovation Policy，第１２回 The Jap

anese Challenge, 第１３回 Opening the Doors, 第１４回 Technology and the Meiji State,

 第１５回 Systems-building and Science-based Industry． 

  毎回、受講者全員に当該部分の要約を求めます。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の報告・成績による（要約の提出を含む）。 

5. 教科書と参考書 

 Fagerberg, J., Mowery, D., and Nelson, R., The Oxford Handbook of Innovation, Oxford 

University Press, 2005． 

Morris-Suzuki, T., The Technological Transformation of Japan, Cambridge University Press, 

1994． 

6. 予習と復習について 

 配布された文献の予習は必須です。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語は日本語ですが、各回の要約は英語でも構いません。演習Ⅰａと同Ⅰｂは独立に履修

できますが、Ⅰｂから履修する場合は、Ⅰａで授業予定の上記 Fagerberg, et al.,(2005) と

Morris-Suzuki(1994)の当該部分を読み、その要約を提出することを条件とします。その達成度に

よってはⅠｂからの履修を許可しないこともあります。 

 連絡先は、hiramoto@econ.tohoku.ac.jp. オフィスアワーは、月曜日  16:20 ～17:50 です。 
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科目名：日本経済論演習Ⅰb    担当者：平本 厚            学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 日本経済の動向を基本的に規定すると考えられる、日本産業のダイナミズムとイノベーショ

ン・システムの構造を考察します。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・イノベーション・システムの構造について理解する。 

 ・日本産業のダイナミズムとイノベーション・システムの歴史と構造について理解する。 

・現代日本産業の実態を把握する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 上記目標を達成するために、１．イノベーションはどのように起こってきたか、２．それに国民経

済のシステムはどう関連しているか、を検討し、その上で、３．日本のシステムを実証的にとりあげ

る。ここでは、広重（2002）、鎌谷（1988）、中岡（2002）、平本（2010）などで主に３を考察する。

その進度は以下を予定しています。 

第１回 大学・研究機関の形成、 第２回 産学連携の生成、第３回 研究機関の発展、第 4 回

共同研究開発体制の形成、第５回 戦前日本産業と先端技術、第６回 戦時動員の展開、第７回

 戦後の共同研究開発、第８回 共同研究の国際比較、第９回 技術導入と革新、第１０回 科

学技術政策と技術革新、第１１回 共同研究開発体制の洗練、第１２回 エレクトロニクスにお

ける革新メカニズム（１）、 第１３回 エレクトロニクスにおける革新メカニズム（２）、第１４

回 エレクトロニクスにおける革新メカニズム（３）、第１５回 グローバル化とイノベーショ

ン・システム。 

 毎回、受講者全員に当該部分の要約を求めます。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の報告・成績による（要約の提出を含む）。 

5. 教科書と参考書 

 広重徹『科学の社会史』岩波現代文庫、2002 年。 

 鎌谷親善『技術大国百年の計：日本の近代化と国立研究機関』平凡社、1988 年。 

 中岡哲郎編著『戦後日本の技術形成 : 模倣か創造か』日本経済評論社、2002 年、他。 

 平本厚『戦前日本のエレクトロニクス』ミネルヴァ書房、2010 年。 

 平本厚『日本のテレビ産業』ミネルヴァ書房、1994 年。 

6. 予習と復習について 

 配布された文献の予習は必須です。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語は日本語ですが、各回の要約は英語でも構いません。演習Ⅰａと同Ⅰｂは独立に履修

で き ま す が、 Ⅰ ｂ から 履 修す る 場 合は 、 Ⅰａで 授 業 予 定 の Fagerberg, et al.,(2005) と

Morris-Suzuki(1994)の当該部分を読み、その要約を提出することを条件とします。その達成度に

よってはⅠｂからの履修を許可しないこともあります。 

 連絡先は、hiramoto@econ.tohoku.ac.jp. オフィスアワーは、月曜日  16:20 ～17:50 です。 
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科目名：日本経済論演習Ⅱa・Ⅱb    担当者：平本 厚       学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 日本経済、日本産業に関連するテーマの修士論文の作成に対して、各自の論文テーマに即した

文献・資料を読み、論文を準備し、その内容を向上させることを目的とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文の内容を向上させ、完成させる。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  修士論文作成の進行に応じて適宜指示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 平常の報告・成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

 修士論文のテーマに応じて指示する。 

 

6. 予習と復習について 

 適宜指示します。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語は日本語、連絡先は、hiramoto@econ.tohoku.ac.jp. オフィスアワーは、月曜日  16:20 ～

17:50 です 
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科目名：演習Ⅰａ   担当者：松田安昌 学期： Ⅰ学期（水３） 

1. 授業の目的と概要 

時系列解析の専門書 “Time Series: Theory and Methods”の輪読を行う。単位取得希望者は順番で

発表することを義務とする。 

 

2. 学習の到達目標 

時系列解析の数学的基礎を学び、専門の論文が読めるレベルまで到達させる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  

 確率論の基礎 

 スペクトル解析 

 ARMA モデル 

 漸近理論 

 最尤推定理論 

 

4. 成績評価方法 

発表の内容と期末試験により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

 

Brockwell, P.J. and Davis, R.A. (1990)“Time Series: Theory and Methods”, Second Edition  

 

6. 予習と復習について  

発表者は担当箇所を熟読してレジュメを作成しておくこと。 

 

7. （使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

講義は日本語で行うが、レジュメ、試験は日本語または英語で作成すること。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

10:00-12:00）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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科目名：演習Ⅰb   担当者：松田安昌 学期： Ⅱ学期（火２） 

1. 授業の目的と概要 

時系列解析の専門書 “Time Series: Theory and Methods”の輪読を行う。単位取得希望者は順番で

発表することを義務とする。 

 

2. 学習の到達目標 

時系列解析の数学的基礎を学び、専門の論文が読めるレベルまで到達させる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  

 確率論の基礎 

 スペクトル解析 

 ARMA モデル 

 漸近理論 

 最尤推定理論 

 

4. 成績評価方法 

発表の内容と期末試験により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

 

Brockwell, P.J. and Davis, R.A. (1990)“Time Series: Theory and Methods”, Second Edition  

 

6. 予習と復習について  

発表者は担当箇所を熟読してレジュメを作成しておくこと。 

 

7. （使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

講義は日本語で行うが、レジュメ、試験は日本語または英語で作成すること。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

10:00-12:00）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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科目名：演習Ⅱ(a)(b)   担当者：松田安昌 学期： Ⅰ，Ⅱ学期 

1. 授業の目的と概要 

時系列解析の理論の実データへの応用する方法を扱う。理論だけではなく、計算機を使って実際の

データ解析を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 時系列は、経済学のみならず、自然科学、工学分野で観測されている。種々の分野から集められた

時系列データを、時系列解析の理論を使って実際に分析してもらう。実際に分析することによって、

改めて理論の意義を認識し、現行理論の問題点を探り、新しく理論を創る能力を養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 実データを与えるので、時間領域、周波数領域の両アプローチを駆使しながら時系列解析の実際を

知ってもらう。 

 

4. 成績評価方法 

発表内容で評価する。  

 

5. 教科書と参考書 

Box, Jenkins and Reinsel(1994).Time Series Analysis: Forecasting and Control. Third Edition. 

Prentice Hall. 

Brockwell and Davis (1991). Time Series: Theory and Methods. Second Edition. Springer-Verlag. 

 

6. 予習と復習について  

輪読では，内容をレジュメにまとめ発表してもらうので，その準備が必要である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

日本語または英語で行う。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

10:00-12:00）に経済学部 605 室で受け付ける。 
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科目名：計量経済学演習 I a     担当者：千木良弘朗            学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 教科書の輪読を行い、計量経済学の理論を身につける。主な目的は理論の理解だが、実証研究につ

いても教科書に載っている例を中心に扱う。 

 

2. 学習の到達目標 

 計量経済学の目的には経済理論の検証や経済変数の予測など様々なものがある。この演習では、計

量経済学の理論や手法をただ覚えるのではなく、それらがどのように上記の目的にアプローチするの

かを理解することを目標にしてもらいたい。また、実際に計量手法を使うときに、計量手法の選択や

分析結果の解釈を実証分析のテーマや経済データの特性に応じて自ら適切に行える力を身につける

ことも目標となる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 下記の教科書を輪読し、標準的な計量経済学の理論を学ぶ。担当者はあらかじめ教科書を読んでレ

ジュメを作り、発表する。また、教科書には練習問題や簡単な実証分析の例とデータも載っているの

で、適宜それらを行ってもらう。発表の担当者以外の参加者も教科書を予習し、解らなかった箇所を

発表者に質問するなどして議論に参加してもらいたい。扱うトピックは教科書の 1章～9章に当たる、

古典的線形回帰モデル、最小 2 乗推定、操作変数推定、推定量の小標本特性と大標本特性、パラメー

ターの構造変化の検定、予測、非線形回帰モデルなどを予定している。 

 

4. 成績評価方法 

 発表の内容、議論への参加の度合いに基づいて評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書: Greene, W.H., Econometric Analysis, 5th ed., Prentice-Hall, 2002. 

参考書: トピックに応じて指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 復習をきちんと行うこと。また、発表者以外の参加者も議論に参加するためにできるだけ予習をす

ること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 経済学部の計量分析か大学院（経済経営学専攻）の中級計量経済学の単位を取得済みでない者には、

この演習の履修は認めない。また、この演習で使う教科書では行列演算が多用されるので線形代数学

の知識は必須である。上級計量経済学の単位を取得済みであることや、データ分析のソフト（TSP 等）

に慣れていることが望ましい。レジュメの作成と発表、議論には日本語を使うこと。オフィスアワー

は毎週月曜日 12:00-13:00。履修希望者には事前に面接を行うので、メールでアポイントメントを取

ること。 

E-mail: ｈｃｈｉｇｉｒａ＠ｅｃｏｎ．ｔｏｈｏｋｕ．ａｃ．ｊｐ 
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科目名：計量経済学演習 II a、II b    担当者：千木良弘朗   学期：1 学期(a)、2 学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 計量経済学の方法論や、計量手法を使った実証分析に興味があり、基礎的な知識を十分持っている

学生を対象にして、各自の興味のあるトピックについてより深く学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・より進んだ計量手法の考え方を理解し、実際に使えるようになる。 

 ・修士論文の完成。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・受講者が関心のあるトピックについての文献を要約し発表する。 

 ・それらの文献に基づき、修士論文のテーマを決めて各自で研究を行う。 

 

4. 成績評価方法 

 発表の内容に基づいて評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 文献は学生の興味に応じて指示する。文献の難易度としては以下の 4 つの教科書程度にする。これ

らは大学院での標準的な計量経済学の教科書である。 

        Greene, W.H., Econometric Analysis, 5th ed., Prentice-Hall, 2002. 

        Hamilton, J., Time Series Analysis, Princeton University Press, 1994. 

        Koop, G., Bayesian Econometrics, Wiley, 2003. 

        Wooldridge, J., Econometric Analysis of Cross Section and Panel Data, MIT Press, 2001. 

 

6. 予習と復習について  

 発表の担当者以外の受講者もできるだけ文献をあらかじめ読んでもらいたい。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 大学院（経済経営学専攻）の中級計量経済学と上級計量経済学の単位を取得済みでない者には、こ

の演習の履修は認めない。また、より進んだ計量分析では行列演算を多用するため、行列代数の知識

は必須である。データ分析のソフト（TSP 等）に十分慣れており、興味のあるトピックをある程度ま

で絞れていることが望ましい。計量経済学の方法論ではなく実証分析で修士論文を書く予定の者は、

どのようなデータを使うのかある程度の目途を立てておく必要がある。レジュメの作成と発表、議論

には日本語を使うこと。オフィスアワーは毎週月曜日 12:00-13:00。履修希望者には事前に面接を行

うので、メールでアポイントメントを取ること。 

E-mail: ｈｃｈｉｇｉｒａ＠ｅｃｏｎ．ｔｏｈｏｋｕ．ａｃ．ｊｐ 
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科目名: 経営工学特論       担当者: 伊藤 健             学期: 2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 企業経営や公共サービスにおける施設の最適な配置位置について数理的な議論を行う． 

 

2. 学習の到達目標 

 配置を行おうとする施設の性質に見合った合理的な配置位置を数理的に導出するための基本概念

を理解する． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 施設配置問題について，次のようなものを取り扱う． 

   (1) 単一施設配置問題 

    ・ユークリッド距離による最小和問題 

    ・直角距離による最小和問題 

    ・ユークリッド距離によるミニマックス問題 

    ・直角距離によるミニマックス問題 

   (2) 複数施設配置問題 

   (3) 移動施設配置問題 

 

 基本的に講義形式で行うが，履修者数次第でゼミ形式（履修者による準備と発表）を取り入れるこ

とがある． 

 

4. 成績評価方法 

 出席，課題提出，発表状況や小テストなどの平常点を 50%，期末試験を 50%として評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書：特に指定しない． 

 参考書：“Facilities location: models and methods”, R. F. Love, J. G. Morris, et al., (Appleton & Lange) 

         「最適配置の数理」岡部篤行，鈴木敦夫（朝倉書店） 

 

6. 予習と復習について  

 教科書を指定しないので講義形式では予習の必要はありません．ただし，ゼミ形式をとった場合に

は各自予習が必要となります．取り扱う内容が相互に関連する場合もあるので，復習が不可欠となる

こともあります． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 学部の経済経営数学基礎，経済経営数学を履修済み，もしくは微積分（偏微分，二重積分含む）の

知識を有していることが必要． 

 オフィスアワー：月曜 10:30～12:00 
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科目名：経営情報論特論        担当者：安田一彦         学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 企業情報システムの沿革、現状および将来の方向について学習する。企業経営の視点から、企業情

報システムの戦略的価値を正しく理解できる能力を養成することを目的とする。 

2. 学習の到達目標 

・企業経営における情報技術（ＩＴ）の役割とその重要性を理解する。 

・ＩＴの進歩に伴う企業情報システムの発展経緯および歴史的意義を学ぶ。 

・最新の企業情報システムの現状と課題を把握する。 

・今後の企業情報システムの将来を展望する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下の項目を取り上げる。教員による一方的な講義形式ではなく、受講者との討論を交えた双方向

形式で進めるので、積極的な授業への参画が求められる。 

・情報システムの変遷 

・ＩＴマネジメントの基礎 

・経営情報システム（ＭＩＳ） 

・意思決定支援システム（ＤＳＳ） 

・戦略的情報システム（ＳＩＳ） 

・経営戦略とＩＴ戦略の整合 

・統合基幹業務システム（ＥＲＰ） 

・エンタープライズ・システム（ＥＳ） 

・最高情報統括責任者（ＣＩＯ） 

・ＩＴガバナンス 

・エンタープライズ・アーキテクチャ（ＥＡ） 

・企業経営におけるＩＴの真価 

・今後の企業情報システム 

4. 成績評価方法 

・課題レポート、授業への貢献度（発表回数等）に基づいて成績評価を行う。 

・各評価項目の比率は課題レポート（８０％）、貢献度（２０％）である。 

5. 教科書と参考書 

・教科書は指定しない。毎回、英文の講義資料を配布し、これを用いて授業を進める。 

・参考書は授業中に適宜、紹介する。多数の出版物があるが、特に次の図書を推奨する。 

 (1) 宮川公男（編）「経営情報システム」[第 3 版]2004 年、中央経済社。 

 (2) トーマス・ダベンポート「ミッション・クリティカル」2000 年、ダイヤモンド社。 

6. 予習と復習について  

・予習：事前配布する講義資料を必ず精読・理解した後に授業へ臨むこと。 

・復習：授業中に指定する英文の関連論文に基づいて、課題レポートを作成・提出すること。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・使用言語は「日本語」である。 

・履修条件は特にない。 

・連絡先メール・アドレスは「yasuda@econ.tohoku.ac.jp」である。 

・オフィスアワーは随時とするので、研究室（研究棟 616 室）まで。 
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科目名：経営情報論演習（Ⅱ）a・（Ⅱ）b   担当者：安田一彦  学期：１学期 a・2学期 b 

1. 授業の目的と概要 

 経営情報論に関する修士 2 年次における研究を指導し、修士論文の作成を支援する。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・経営情報論に関する諸理論や主要な先行研究についての知識と理解を深める。  

 ・学術論文執筆に係わる技法を習得する。 

 ・修士論文を完成させる。 

 ・経営情報学会等の関連学会において研究報告を行う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 個別的に 

・演習（Ⅱ）a では研究指導を、 

・演習（Ⅱ）b では修士論文作成の支援を、 

行う。   

 

4. 成績評価方法 

 ・演習（Ⅱ）a では研究の進捗状況に応じて、 

 ・演習（Ⅱ）ｂでは修士論文の内容に基づいて、 

 総合的に評価する。  

 

5. 教科書と参考書 

 適宜、重要図書や主要先行研究論文を指定する。  

 

6. 予習と復習について  

 その都度、指示する。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ・使用言語：英語の図書・論文・資料を多用する。 

       ただし、「講義及び討論は日本語で行う」。 

 ・履修の条件：特になし。 

 ・連絡先：メール yasuda@econ.tohoku.ac.jp、電話 795-6296（研究室）。 

 ・オフィスアワー：随時（ただし、必ず事前連絡をすること）。 
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科目名：意思決定論演習 Ia   担当者：鈴木［賢］ 学期： I学期 

1. 授業の目的と概要 

This seminar aims to develop the student's ability to handle financial models with 

computational tools. Students learn to build basic spreadsheet models of portfolio 

optimization problems and to solve them using sample data. 

 

2. 学習の到達目標 

The students will be expected to: 

1. Understand basic models about the portfolio selection. 

2. Understand computational methods to derive the efficient portfolio. 

3. Understand standard methods to evaluate portfolio risk. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

Every week one or two students are assigned to give a presentation on the topic in the 

text. The presentation should include building spreadsheet models on PC.  

The course in the first semester will cover the following topics: 

Part II Portfolio Models 

Ch.8 Portfolio Models --- Introduction 

Ch.9 Calculating Efficient Portfolios When There Are No Short--Sale Restrictions 

Ch.10 Calculating the Variance--Covariance Matrix 

Ch.11 Estimating Betas and the Security Market Line 

Ch.12 Efficient Portfolios without Short Sales 

Ch.13 Black-Litterman Approach to Portfolio Optimization 

Ch.14 Event Studies 

Ch.15 Value at Risk 

 

4. 成績評価方法 

Presentation: 40%,   Homework: 60% 

 

5. 教科書と参考書 

S. Benninga Financial Modeling: third edition, The MIT Press 2008 

 

6. 予習と復習について  

Homework will be assigned weekly. 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

• Presentation should be made in English. 

• Students are required to have basic knowledge of EXCEL. 
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科目名：意思決定論演習 Iｂ   担当者：鈴木［賢］ 学期： Ⅱ学期 

1. 授業の目的と概要 

This seminar aims to develop the student's ability to handle financial models with 

computational tools. Students learn to build basic spreadsheet models for pricing 

derivatives. 

 

2. 学習の到達目標 

The students will be expected to: 

1. Understand basic option pricing models. 

2. Understand computational methods to evaluate the option price. 

3. Understand methods of computational simulation. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

Every week one or two students are assigned to give a presentation about topics in the 

text. The presentation should include building spreadsheet models on PC.  

The course in the second semester will cover the following topics: 

Part III Option-Pricing Models 

Ch.16 An Introduction to Options 

Ch.17 The Binomial Option-Pricing Model 

Ch.18 The Lognormal Distribution 

Ch.19 The Black-Scholes Model 

Ch.20 Option Greeks 

Ch.21 Portfolio Insurance 

Ch.22 An Introduction of Monte Carlo Methods 

Ch.23 Using Monte Carlo Methods for Option Pricing 

Ch.24 Real  

 

4. 成績評価方法 

Presentation: 40%,   Homework: 60% 

 

5. 教科書と参考書 

S. Benninga Financial Modeling: third edition, The MIT Press 2008 

 

6. 予習と復習について  

Homework will be assigned weekly. 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

• Presentation should be made in English. 

• Students are required to have basic knowledge of EXCEL. 
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科目名：演習Ⅱa・Ⅱb 担当者：鈴木(賢) 学期：1・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 オペレーションズ・リサーチの手法による意思決定 

 

2. 学習の到達目標 

 各自の問題意識にしたがい、研究テーマを掘り下げて検討し、修士論文にまとめる。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 対象とする問題について、どのようなアプローチで解決を図るのかという点を重視し、適切な

手法やモデルを選択、あるいは開発することに重点をおく。 

授業では、まず各自が研究のフレームワークを定める。それに従い、年間の作業スケジュール

を策定する。その後、必要に応じて、先行研究のレビューや実地調査、数値実験などを行う。毎

回、達成した内容を報告し、参加者で討論を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 毎回の報告内容と修士論文の内容を総合的に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 必要な文献は、個別に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

適宜指示する． 

 

7. その他 

  

 

 

82



 

科目名：マーケティング・リサーチ演習（I）a 担当者：照井伸彦 学期: 1学期 

1. 授業の目的と概要 

マーケティング・リサーチの理論と応用をテーマとする。POS(scanner)データや消費者パネル・デ

ータなど企業が利用可能な豊富な情報と処理機器の普及により、マーケティング意思決定で使われる

手法の範囲は従来のナイーブなものから急速に拡大している。演習ではマーケティング･データの解

析を行うための最新のリサーチ・ツールを学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 マーケティング・リサーチのための最新の各種手法を身につけ各自が実践できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

マーケティングで扱うデータの特徴として、(i)目的変数の多くが離散変数であること、(ii)各対

象の標本数が少ないこと、が挙げられる。近年のベイズ統計学の発展に伴い、階層ベイズモデルの適

用により、これらの問題を首尾一貫した形で処理し、安定した推測が可能であることが評価されてい

る。そしてベイズ統計学の手法は、様々なマーケティングの問題に応用され、これは消費者異質性を

究極まで取り入れる One to One マーケティングを実行可能とするツールとして脚光を帯びている。 

本授業では、下記のテキストを用いてこれらの手法の理解とそのマーケティングへの応用につい

て、以下の項目に従って学習する。 

 

1. Basic Paradigm for Marketing Problem 

2. Bayesain Essentials 

3. MCMC Methods 

4. Unit-level Model 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績とレポートによる。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：Rossi et al 著 ”Bayesian Statistics in Marketing”(Wiley) を予定 

参考書：照井伸彦著「R によるベイズ統計分析」（朝倉書店） 

    照井・ダハナ・伴著「マーケティングの統計分析」（朝倉書店） 

 

6. 予習と復習 

積み上げ型となるので必須。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

授業中において、英語でのレポートや討論は可能。 

統計学の既修得を履修条件とする。あるいはこれらの内容を既知として授業を進める。 

積上げ型の学習となるので，毎回確実な復習と予習が必要となる。 

オフィスアワー等は授業中に指示する。 
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科目名：マーケティング・リサーチ演習（I）b 担当者：照井伸彦 学期: 2学期 

1. 授業の目的と概要 

マーケティング・リサーチの理論と応用をテーマとする。POS(scanner)データや消費者パネル・デ

ータなど企業が利用可能な豊富な情報と処理機器の普及により、マーケティング意思決定で使われる

手法の範囲は従来のナイーブなものから急速に拡大している。演習ではマーケティング･データの解

析を行うための最新のリサーチ・ツールを学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 マーケティング・リサーチのための最新の手法を身につけ各自が実践できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

マーケティングで扱うデータの特徴として、(i)目的変数の多くが離散変数であること、(ii)各対

象の標本数が少ないこと、が挙げられる。近年のベイズ統計学の発展に伴い、階層ベイズモデルの適

用により、これらの問題を首尾一貫した形で処理し、安定した推測が可能であることが評価されてい

る。そしてベイズ統計学の手法は、様々なマーケティングの問題に応用され、これは消費者異質性を

究極まで取り入れる One to One マーケティングを実行可能とするツールとして脚光を帯びている。 

本授業では、マーケティング・リサーチ演習(I)a に引き続き、下記のテキストを用いてこれらの

手法の理解とそのマーケティングへの応用について、以下の項目に従って学習する。 

 

5. Hierarchical Model for Heterogeneous Units 

6. Decision Theory 

7. Case Studies 

最後に参加者各自が関心を持つ事項について問題を設定し、学習した手法を使って分析してリーサー

チ・レポートとして提出する。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績とレポートによる。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：Rossi et al 著 ”Bayesian Statistics in Marketing”(Wiley) を予定 

参考書：照井伸彦著「R によるベイズ統計分析」（朝倉書店） 

    照井・ダハナ・伴著「マーケティングの統計分析」（朝倉書店） 

 

6. 予習と復習について 

 積み上げ型となるので必須。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

授業中において、英語でのレポートや討論は可能。 

マーケティング・リサーチ演習(I)a の履修を条件とする。積上げ型の学習となるので，毎回確実

な復習と予習が必要となる。オフィスアワー等は授業中に指示する。 
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科目名：マーケティング・リサーチ演習（II）a・b 担当者：照井伸彦 学期: 1・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 

特論または大学院演習(I)の履修者を対象とし、特論や大学院演習(I)で解説・議論されたマーケティ

ングに関する諸問題の中から、演習参加者各自が関心を持ったテーマについて掘り下げる。とくに調

査蒐集したマーケティング・データに既存の方法を援用するだけでなく、独自の分析モデルと推定法

の開発に力点を置くことが望まれる。 

 

2. 学習の到達目標 

 

マーケティングのための既存の各種リサーチ手法を身につけ各自が実践でき、その結果を修士論文と

して纏められるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

修士論文の執筆指導 

 

4. 成績評価方法 

 レポートによる。 

 

5. 教科書と参考書 

各自の選択する問題に応じて個別に文献等を指示するが、全般にわたるのもとして以下をあげる。 

・Lilien and Rangaswamy 著“Marketing Engineering”(Printice-Hall) 

・ Eliasberg and Lilien 編 著  "Marketing", Handbook of OR and Management Science                                                         

(North-Holland) 

・Lilien, Kotler and Moorthy 著 "Marketing Models" (Printice Hall) 

・Lilien and Kotler 著"Marketing Decision Makings: A Model-Building Approach"(Harper  & Row 

Pub.) 

・Aaker, Kumar and Day 著 "Marketing Research(5th ed.)"  (John Wiley) 

その他、授業中に指示する。 

 

6. 予習と復習 

積み上げ型となるので必須。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

授業中において、英語でのレポートや討論は可能。 

マーケティング・リサーチ特論 a および同演習（I）の履修を条件とする。 

研究報告の予習と指導後の復習は必須となる。 

オフィスアワー等は授業中に指示する。 
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科目名：経営組織論 演習Ⅱ(a)・(b) 担当者：藤本雅彦          学期：1・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文を作成するための指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文の完成 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 大学院レベルの基本的論文の書き方を学習し、修士論文の研究テーマとリサーチ・クエスチョンの

設定から研究方法について個別指導する。 

 

4. 成績評価方法 

 修士論文への取り組み姿勢（50%）と内容（50%）を評価。 

 

5. 教科書と参考書 

 必要に応じて、随時、指示する。 

 

6. 予習と復習について  

  

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

日本語もしくは英語による指導。 
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科目名： 経営史特論       担当者：鈴木 俊夫          学期：II学期 

1. 授業の目的と概要 

最初に，比較経済史の観点から１８６８年以降の日本経済のマクロ的な発展過程を説明する。次いで，

財閥や産業に関する企業システムや会社構造について言及する。最後に，日本の会社研究として，日

本経営史における特徴的な４つの企業の事例研究を取り上げる。授業は，パワーポイントを用いた講

義と輪読・討議を併用する形式で行う。 

2. 学習の到達目標 

○日本の工業化の特徴を比較経済史的に考える。 

○日本にみられた産業や企業の発生過程を理解して，経営者の企業者活動の特徴を考察する。 

○日本における雇用やコーポレート・ガバナンスの特徴について理解を深め，それが生じた背景を考

える。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１ 授業の概要と日程           ２ 日本の経済発展 １８６８～１９４０年 

３ 日本の経済発展 １９４５～１９９９年   ４ 輪読と討議 （１） 

５ 日本経済と外資の役割          ６ 輪読と討議 （２） 

７ 財閥の形成（創業者と持株会社）    ８ 事例研究  （３） 

９ 総合商社（発生と役割）       １０ 事例研究  （４） 

１１ パナソニック（町工場から大企業へ） １２ 事例研究  （５） 

１３ トヨタ生産方式の誕生（品質管理）  １４ 事例研究  （６） 

１５ ＪＴの国際化戦略（専売から国際経営へ） 

4. 成績評価方法 

出席，レポート，期末の筆記試験による。 

5. 教科書と参考書  

教科書はとくに使用しません。毎回パワーポイントのスライドを配付します。参考書として，以下の

文献をあげておきます。 

G.C. Allen, Short Economic History of Modern Japan 1867-1937 

W.J. Macpherson, The Economic Development of Japan c.1868-1941 

Ryoshin Minami, The Economic Development of Japan: A Quantitative Study 

Hidemasa Morikawa, Zaibatsu: The Rise and Fall of Family Enterprise Groups in Japan 

Takafusa Nakamura, The Postwar Japanese Economy: Its Development and Structure, 1937-1994 
Toshio Suzuki, Japanese Government Loan Issues on the London Capital Market, 1870-1913 

Tsunehiko Yui & Johannes Hirschmeier, The Development of Japanese Business, 1600-1973 

6. 予習と復習について   

輪読や事例研究の場合には，指定文献を必ず読んで出席して，発言する必要がある。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本特論は，Ｇ３０のＩＰＥＭ講義科目(Japanese Business History)となるため，講義，提出レポー

ト，試験は全て英語となります。ＩＰＥＭプログラム所属以外の学生が履修する際には，事前に担当

者に相談して下さい。 

担当者の連絡先：研究室―経済学部棟５階５１２室；電子メール―tosuzuki@econ.tohoku.ac.jp 

オッフィスアワー：メールで予約して下さい。  
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科目名： 経営史演習Ⅰa   担当者：鈴木 俊夫            学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

経営史に関する史料検索法と史料読解法の教授を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

経営史に関係する論文の執筆のための史料検索法と史料読解力の習得を目標とする。 

 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

各自のテーマにもとづき論文作成に必要な文献検索法と史料読解法を具体的に教授する。図書館やイ

ンターネットを利用したデータ・ベースよる文献検索法やデータ処理の実習を行い，これにもとづき

史料の具体的な読解法と利用法を修得させる。 

演習では担当者の著作である Japanese Government Loan Issues on the London Capital Market 1870-1913 

(The Athlone Press)や『金融恐慌とイギリス銀行業』（日本経済評論社）で利用した史料や文献の検

索法，それらを用いた執筆の手法などを実際に学ぶことになる。 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

出席と課題の報告による。 

 

5. 教科書と参考書 

特に指定しない。 

  

 

6. 予習と復習について  

課題や指定された文献に必ず取り組んで，演習に出席すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

演習 I a，演習 I b は，それぞれ独立に受講が可能です。 

とくにありませんが，経済史や経営史に関する問題意識は不可欠です。 

 

担当者の連絡先： 

研究室 ― 経済学部棟５階５１２室 

電子メール ― tosuzuki@econ.tohoku.ac.jp 

オッフィスアワー ― 月曜日の午後（メールで予約下さい） 
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科目名：経営史演習 Iｂ    担当者：鈴木 俊夫            学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

経営史に関する基本文献の講読を行うとともに，研究論文の執筆法や，その口頭発表のための手法を

具体的に学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

研究内容を論文として執筆し，その口頭発表を行えるようになる。  

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

経営史に関する基本文献や先行研究の講読を実施するとともに，これにもとづき史料操作法，文章構

成法，文章表現・執筆法，プレゼンテーションの技法などを，具体的に実践しつつ学習する。 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

出席と課題の報告による。 

 

5. 教科書と参考書 

木下是雄『理科系の作文技術』（中公新書），『レポートの組み立て方』（ちくま学芸文庫），諏訪邦夫

『発表の技法』（講談社ブルーバックス），伊丹敬之『創造的論文の書き方』（有斐閣）などを参考書

として上げておく。 

 

6. 予習と復習について  

課題や指定された文献に必ず取り組んで演習に出席すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

演習Ｉａを履修していなくとも，履修可能です。 

全体とは別に，履修者のテーマに応じて個別の研究指導を行います。 

  

担当者の連絡先： 

研究室 ― 経済学部棟５階５１２室 

電子メール ― tosuzuki@econ.tohoku.ac.jp 

オッフィスアワー ― 月曜日の午後（メールで予約下さい） 
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科目名：経営史演習 IIａ・IIｂ  担当者：鈴木 俊夫         学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

経営史に関する修士論文の作成に関する研究指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

修士論文の執筆と提出をめざす。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

修士論文の作成を中心にした研究指導を行う。 

受講者に対する個別の研究指導と，演習参加者全員が加わった研究報告―ディスカッションを併用し

て行う。必要に応じて，追加の参考文献や史料講読の指示を与える。また演習参加者は，ここでの研

究報告にもとづき，修士論文の内容を「経済史・経営史特別演習」で報告する。   

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

修士論文の執筆内容による。 

 

5. 教科書と参考書 

とくに指定しない。 

 

 

6. 予習と復習について  

課題や指定された文献に必ず取り組んで演習に出席すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

修士論文執筆の具体的な指導は，履修者のテーマに応じて個別に実施します。 

本演習参加者は，経営史演習 IａとＩｂを受講しておく必要がある。 

 

担当者の連絡先： 

研究室 ― 経済学部棟５階５１２室 

電子メール ― tosuzuki@econ.tohoku.ac.jp 

オッフィスアワー ― 月曜日の午後（メールで予約下さい） 
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科目名：会計情報論特論      担当者：木村史彦            学期：2学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「財務諸表分析」のページを参照

せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：原価計算論特論      担当者：青木雅明            学期：1学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「管理会計」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 

 

92



 

科目名：監査論特論      担当者：高田敏文            学期：1学期  

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「監査」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：証券投資論演習 I(a)   担当者：室井芳史             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 数理ファイナンスを学ぶために必要な数学を学ぶ。具体的には確率解析を基礎とした数理ファイナ

ンスの本を輪読形式で読む。 

 

2. 学習の到達目標 

 測度論(ルベーグ積分論)に基づいた確率解析を学びつつ、数理ファイナンスの初等的な議論を正確

に理解することを目標とする。その結果、数学書を正確に読めるようになることを目標とする。具体

的には、離散モデルの確実な理解と数理ファイナンスに必要な確率微分方程式の理解を目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 輪読形式により、学生が発表する。 

 

4. 成績評価方法 

 普段の発表の様子を見て判断する。 

 

5. 教科書と参考書 

 Introduction to Stochastic Calculus Applied to Finance 

 

6. 予習と復習について  

 発表をするために時間をかけて予習をしてくること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

輪読は日本語で行う。 

参加には微積分、線形代数、位相空間論、測度論的確率論をしっかり理解していることが『最低限』 

の前提条件。一部で関数空間の議論が必要な箇所もある。 
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科目名：証券投資論演習 I(b)  担当者：室井 芳史            学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

証券投資論演習I(a)の続きであり、数理ファイナンスを学ぶために必要な数学を学ぶ。具体的には確

率解析を基礎とした数理ファイナンスの本を輪読形式で読む。 

 

2. 学習の到達目標 

 引き続き、測度論(ルベーグ積分論)に基づいた確率解析を学びつつ、数理ファイナンスの初等的な

議論を正確に理解することを目標とする。その結果、数学書を正確に読めるようになることを目標と

する。具体的には、離散モデルの確実な理解と数理ファイナンスに必要な確率微分方程式や偏微分方

程式の理解を目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 輪読形式により、学生が発表する。 

 

4. 成績評価方法 

 普段の発表の様子を見て判断する。 

 

5. 教科書と参考書 

 Introduction to Stochastic Calculus Applied to Finance 

 

6. 予習と復習について  

 発表をするために時間をかけて予習をしてくること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

輪読は日本語で行う。 

参加には微積分、線形代数、位相空間論、測度論的確率論をしっかり理解していることが『最低限』 

の前提条件。一部で関数空間の議論が必要な箇所もある。また、偏微分方程式の差分解法について言

及する箇所があるので、計算機のプログラムを組めることは好ましい。 
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科目名：：証券投資論演習 II(a,b)  担当者：室井 芳史            学期：1,2 学期 

1. 授業の目的と概要 

 数理統計や数理ファイナンスで必要な中心極限定理について学ぶ。i.i.d.の標準的な理論よりさら

に深い部分で中心極限定理がどのように用いられるかや、高次の展開の方法を学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 輪読を行うことにより、一つ一つの式を積み上げて中心極限定理を理解していく。後半では、エッ

ジワース展開等についても理解を深めたい。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 中心極限定理：清水良一 (教育出版 1975)を輪読する。 

 

4. 成績評価方法 

 参加の様子を見て評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 中心極限定理：清水良一 (教育出版 1975) 

 

6. 予習と復習について  

 発表に向けてしっかりと行うことを前提とする。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

後半に留数計算を行わないと計算できない積分が現れるため、複素解析の知識があることが好まし

い。 
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科目名：財務管理論特論      担当者：金﨑芳輔             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 The purpose of this course is to provide students with the theory and knowledge of corporate finance. 
Corporate finance is a study regarding how corporations make financial decisions. Financial decisions are 
divided into two types. One for investing in real assets and other for raising money. Before learning what 
financial decisions are good, we have to study how investors invest in stocks and bonds issued by 
corporations and how expected returns on stocks and bonds are determined in the financial markets 
reflecting risks of securities. 
2. 学習の到達目標 

 Grasping the fundamentals of following contents. The concept of risks involved with security 
investments, why diversification can reduce portfolio risks, what determine the expected returns on 
securities, rational rules for real assets investments made by firms, how much corporations should borrow 
money, and how much corporations should pay dividends to shareholders. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

 The course proceeds along the contents of the textbook. 
  1) Introduction: goals and governance of the firm 

2) Present value 
3) Valuing bonds 
4) The value of stocks 
5) Investment criteria 
6) Portfolio theory and the capital asset pricing model 
7) Debt policy 
8) Payout policy 
 

4. 成績評価方法 

 Attendance (30%), final exam (70%) 
 

5. 教科書と参考書 

  Brealey, Myers, and Allen, Principles of Corporate Finance 10/E, McGraw-Hill/Irwin, 
2011. 
 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 Basics of statistics 
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科目名：財務管理論演習(I)a 担当者：金崎芳輔        学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 証券投資の理論について基礎から最新の理論まで学習する。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・証券のリスクとリターンが資本市場においてどのように決定されるかを理解する。 

 ・債券価格と金利の期間構造およびその変化について学習し、理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 テキストおよび参考文献を輪読する。 

 （１）証券市場 

 （２）ポートフォリオ理論 

 （３）資本資産評価モデル 

 （４）確定利付証券に関する理論 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 出席と報告状況により総合的に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 ボディ＝ケイン＝マーカス『インベストメント（第８版）上』マグロウヒル・エデュケーション、

2010 年 

 

6. 予習と復習について  

 予習：テキストを読むこと 

 復習：報告者のレポート、自身のノート、テキストを再読する。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：報告と報告用の資料は日本語か英語。議論も日本語か英語。 

 履修条件：特になし 

 連絡先：電子メール 

 授業に関する相談は随時受け付ける。事前にメールで連絡のこと。 
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科目名：財務管理論演習(I)b 担当者：金崎芳輔        学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 派生証券の理論を学習する。 

 

2. 学習の到達目標 

 ・派生証券価格付けの基礎となる考え方、無裁定条件などを身につける。 

 ・派生証券の利用方法およびそのリスクを理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 テキストおよび参考文献を輪読する。 

 （１）先物と先渡市場 

 （２）オプション市場 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 出席と報告状況により総合的に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 ボディ＝ケイン＝マーカス『インベストメント（第８版）下』マグロウヒル・エデュケーション、

2010 年 

 

6. 予習と復習について  

 予習：テキストを読むこと 

 復習：報告者のレポート、自身のノート、テキストを再読する。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：報告と報告用の資料は日本語か英語。議論も日本語か英語。 

 履修条件：特になし 

 連絡先：電子メール 

 授業に関する相談は随時受け付ける。事前にメールで連絡のこと。 
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科目名：財務管理論演習(II)a・(II)b 担当者：金崎芳輔  学期：1 学期(a)・2 学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文の作成に必要な文献収集、文献を理解し、修士論文の作成を計画的に行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 各参加者が、修士論文を作成するのに必要な文献の収集と理解をし、必要な水準を満たす修士論文

の作成を行う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 「演習 IIa」では、各参加者が、各自の修士論文のテーマに基づいて、関連する論文、文献を調べ、

それらを読み、その内容を演習の場で紹介し、自分一人では理解できなかった箇所や誤った理解につ

いて参加者の間で議論をし、問題を解決するとともに、理解を深める。 

 「演習 IIb」では、各参加者が、演習 IIa において調べた文献への理解を深めると同時に、独自の

テーマを見つけ、論文作成過程における中間報告を行う。また、その報告に関して、助言および意見

交換を行う。結果として、修士論文をよりよいものにしていくと共に、計画的に作成を進めていくこ

とができるようにする。 

 

なお、１０月入学者では、a と b の内容が入れ替わる。 

 

4. 成績評価方法 

 基本的に出席と報告で評価する。修士論文が提出された学期においては、修士論文および最終試験

の評価も加えて総合的に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 修士論文の作成に必要な文献 

 

6. 予習と復習について  

 予習：配布された文献に目を通しておく。 

 復習：コメントやアドバイスを整理する。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：報告と報告用の資料は日本語か英語。議論も日本語か英語。 

 履修条件：特になし 

 連絡先：電子メール 

 授業に関する相談は随時受け付ける。事前にメールで連絡のこと。 
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科目名：経営政策演習Ⅰａ      担当者：大滝 精一       時間：１学期 

1. 授業の目的と概要 

経営政策の理論と実践について、何冊かのテキストを指定して輪読形式のゼミを行う。学部レ

ベルの知識を前提としてさらに高度な経営政策に関する知見を習得することを目的とする。特に

前期では「資源ベースの経営戦略論」を中心に経営政策に関する理解を深める。 

 

2. 学習の到達目標 

(1) 経営政策に関する大学院レベルの基礎を学ぶ。 

(2) 特に「資源ベースの戦略論」の考え方の特徴を把握する。 

(3) 上記の思考の方法を現実に応用し、実践との関係を理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

「資源ベース」の考え方を中心に、経営戦略の基礎を学ぶとともに、それらの概念が、経営実

践上どんな意味をもっているのかを合わせて討論する。毎回 1 章くらいのペースで、事前にリポ

ーターを定め、その報告に基づいて討論する。リポーターは討論用のレジュメを用意するととも

に、不明な点についても、あらかじめ調査し授業に臨むこと。 

 

4. 成績評価方法 

平常の演習の参加状況とリポート内容により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

• デビット．Ｊ．コリス＆シンシア．Ａ．モンゴメリー 著、根来龍之他訳、『資源ベースの経

営戦略論』、東洋経済新報社、2004 年 

• 榊原清則著、『イノベーションの収益化』、有斐閣、2005 年 

• H. Chesbrough, Open Business Models, Harvard Business School Press, 2007 

• マイケル・E・レイナー著、櫻井祐子訳『戦略のパラドックス』、翔泳社、2008 年 

• 今井賢一著、『創造的破壊とは何か－日本産業の再挑戦』、東洋経済新報社、2008 年 

•  近能善範・高井文子著、『コア・テキスト イノベーション・マネジメント』新世社、 

2010 年 

• マーク・ジョンソン著、池村千秋訳、『ホワイトスペース戦争』阪急コミュニケーションズ、

2011 年 

 

6. 予習と復習について 

リポーターはもちろんのこと、すべての参加者が定められた範囲について事前に予習し、討論

に参加することがゼミの前提である。また学んだ内容を、いかに修士論文に生かせるかを常に考

えておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワーなど） 

ゼミには受け身でなく、積極的に参加するように心掛けてほしい。 

  講義は日本語で行う。 
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科目名：経営政策演習Ⅰｂ        担当者：大滝 精一      時間：２学期 

1. 授業の目的と概要 

経営政策の理論と実践について、何冊かのテキストを指定して輪読形式のゼミを行う。後期で

は理論の応用面に重点を置き、実践との結びつきを考えた内容にする。 

 

2. 学習の到達目標 

(1) 前期の基礎をベースにして、戦略やマーケティングの実践的応用について学ぶ。 

(2) 理論と具体的方法や手法のバランスに配慮する。 

(3) 流行やその時々のはやりに惑わされず、その背後にある思考の流れや哲学についてもしっか

りと考え抜く。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

前期と同様に、毎回 1 章から 2 章くらいのペースで、事前にリポーターを定め、その報告に基

づいて討論する。リポーターは討論用のレジュメを用意するとともに、不明な点についても、あ

らかじめ調査し授業に臨むこと。 

 

4. 成績評価方法 

平常の演習参加状況とリポート内容により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

• C.K. プラハラード＆ベンカト・ラマスワミ著、有賀裕子訳、『価値共創の未来へ』、ランダ

ムハウス講談社、2004 年 

• ジェームズ．C．アベグレン著、山岡洋一訳、『新・日本の経営』、日本経済新聞社、2004

年 

• 藤本隆宏著、『日本のもの造り哲学』、日本経済新聞社、2004 年 

• M.A. Schilling, Strategic Management of Technological Innovation, 2nd ed., 

McGraw-Hill, 2007 

• エリック・フォン・ヒッペル著、『民主化するイノベーションの時代』、ファーストプレス、

2006 年 

• ボー・バーリンガム著、上原裕美子訳、『Small Giants』、アメリカン・ブック＆シネマ、

2009 年 

• 楠木建著、『ストーリーとしての競争戦略』、東洋経済新報社、2010 年 

• A.オスターワルダ― ＆ Y.ピニュール著、小山龍介訳、『ビジネスモデル・ジェネレーショ

ン』、翔泳社、2012 年 

 

6. 予習と復習について 

演習Ⅰa と同様の注意をしっかりと守ること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワーなど） 

積極的な姿勢でゼミに参加すること。 

講義は日本語で行う。 

102



 

科目名：経営政策演習Ⅱａ・Ⅱｂ    担当者：大滝 精一   時間：1学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

この授業では、修士論文を執筆するための基本的な作法を習得し、かつ論文の完成を目的とし

た個別の指導と討論を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

修士論文を毎回少しずつ前進させ、良質の論文を執筆することが、このゼミの最終目的である。 

(1) 修士論文を執筆するための方法論と作法を学ぶ。 

(2) 執筆過程で各人のもつ問題や課題を指摘し、互いのレベルを高めていく討論に参加する。 

(3) 完成度の高い修士論文を作成する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

最初に論文執筆のための方法論や作法を学び、次いで毎回 2 名くらいのペースで修士論文の構

想や進捗状況について報告し、クラス全員が参加してコメントと討論を行う。限られた時間内で、

他人の論文についてコメントすることも重要な能力であり、各人の積極的参加を期待する。 

 

4. 成績評価方法 

毎回のゼミへの参加状況と修士論文の内容を加味して評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

伊丹敬之著、『創造的論文の書き方』、有斐閣、2001 年  

佐藤郁哉著、『組織と経営について知るための実践フィールドワーク入門』、有斐閣、2002 年 

 

6. 予習と復習について 

報告担当者は事前の準備をしっかりすること。また，演習時のコメントについては修士論文に

できる限り反映させるように努力すること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワーなど） 

他人の報告にも積極的にコメントし、討論に参加すること。講義は日本語で行う。 
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Nonprofit Organizations             Nishide                      2nd Semester 

非営利組織論特論          担当：西出                  2 学期 

1. Course objective and outline 

This course aims at providing basic knowledge and ideas on nonprofit organizations and social 

capital. This course is conducted in English. 

 

2. Learning outcomes 

On successful completion of the course, students are expected to 

- understand the basic theory and systems relating to nonprofit organizations and social 

capital 

- understand historical development of nonprofit organizations and social capital 

- comprehend the state and challenges facing nonprofit organizations and social capital; 

and 

- think through how to solve such problems and make recommendations 

 

3.  Schedule and topic 

The following topics relating to nonprofit organizations and social capital are discussed 

through lectures, student presentations and dialogues: 

- Theory, Significance, System, International Comparison 

- Historical development, state and challenges  

- Management (mission, HRM, fund development, marketing, accountability and evaluation) 

- Case Studies (Environment, Disaster Relief, Community Development, Management Support) 

- Cross-sector Partnership (Nonprofits, Business, Government, School and University) 

- Beyond Sector Boundary (Social Enterprise, Social Business)  

 

4. Grading 

presentation（40%），discussion（20%），quizzes and report（40%） 

 

5. Textbooks and Readings  

Journal articles: Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, Nonprofit Management and 

Leadership, and Nonprofit Review.  

Nishide, Yuko (2009) Social Capital and Civil Society in Japan, Tohoku University Press. 

How to get a copy of the textbook is announced at the first class. 

 

6. Requirements 

Reviewing the textbook and readings is required for effective presentations and discussions. 

 

7. Other 

Contact: ynishide @ econ.tohoku.ac.jp  Office hour: Wed 13:00-14:00 or by appointment  
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科目名：非営利組織論演習 I(a)       担当者：西出優子       学期：1 学期 

1. 授業の目的と概要 

本演習では、非営利組織に関する文献の報告や議論を通して、非営利組織の基礎理論および研究手法、

最新の研究動向を理解する。また、広義の非営利組織に関する受講者の関心テーマについて、各自が

文献レビューを行い、先行研究について報告する。さらに、修士論文執筆に必要な基礎知識を実践的

に習得する。受講生の関心があれば、非営利組織の視察や実態調査等も実施し、理論と実践の融合も

図る。 

 

2. 学習の到達目標 

・非営利組織に関する基礎理論を理解する。 

・関心分野の先行研究の成果と課題を発見する。 

・文献検索および先行研究レビューの手法を習得する。 

・修士論文執筆の基礎を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・主要論文に関する報告および討論 

・各自の関心テーマの先行研究に関する報告および討論 

・研究の目的 

・研究テーマの発掘 

・情報・データ収集、文献検索、文献リスト作成、引用の仕方と著作権、倫理 

・発表について 

・適宜、非営利組織の視察や調査を実施 

 

4. 成績評価方法 

報告（60%）、議論への参加（40%）を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

・Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, Nonprofit Management and Leadership, Voluntas,

ノンプロフィット・レビュー、非営利法人研究学会誌等のジャーナル 

・Ott, Steven J. (2001) Understanding Nonprofit Organizations: Governance, Leadership and 

Management, Westview Press. 

 

6. 予習と復習について  

【予習】毎回指定個所を予め読んで、疑問点を明らかにする。 

【復習】報告・議論の内容を各自の研究に関連づける。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語・英語 

【連絡先】E-mail: ynishide（のあとに@をつけ）econ.tohoku.ac.jp ［経済学研究科棟 6 階］ 

【オフィスアワー】水 13:00-14:00 およびアポにより随時 
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科目名：非営利組織論演習 I(b)       担当者：西出優子       学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

本演習では、非営利組織に関する文献の報告や議論を通して、非営利組織の基礎理論および研究手法、

最新の研究動向を理解する。また、広義の非営利組織に関する受講者の関心テーマについて、各自が

文献レビューを行い、先行研究について報告する。さらに、修士論文執筆に必要な基礎知識を実践的

に習得する。受講生の関心があれば、非営利組織の視察や実態調査等も実施し、理論と実践の融合も

図る。 

 

2. 学習の到達目標 

・非営利組織に関する基礎理論の理解を深める。 

・関心分野の先行研究の成果と課題を発見する。 

・文献検索、先行研究レビューおよび研究の手法を習得する。 

・修士論文執筆の基礎を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・主要論文に関する報告および討論 

・各自の関心テーマの先行研究に関する報告および討論 

・研究の手法 

・論文の構成 

・論文のタイトル、要旨、先行研究レビュー、結論 

・学会報告および学術誌への投稿について 

・適宜、非営利組織の視察や調査を実施 

 

4. 成績評価方法 

報告（60%）、議論への参加（40%）を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

・Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, Nonprofit Management and Leadership, Voluntas,

ノンプロフィット・レビュー、非営利法人研究学会誌等のジャーナル 

・Ott, Steven J. (2001) Understanding Nonprofit Organizations: Governance, Leadership and 

Management, Westview Press. 

 

6. 予習と復習について  

【予習】毎回指定個所を予め読んで、疑問点を明らかにする。 

【復習】報告・議論の内容を各自の研究に関連づける。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語・英語 

【連絡先】E-mail: ynishide（のあとに@をつけ）econ.tohoku.ac.jp ［経済学研究科棟 6 階］ 

【オフィスアワー】水 13:00-14:00 およびアポにより随時 
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科目名：非営利組織論演習Ⅱa・Ⅱb   担当者：西出優子   学期：1 学期（a）・2 学期（b） 

1. 授業の目的と概要 

 非営利組織および関連分野に関する修士論文の作成に向けて、関連文献や論文進捗の報告と議論を

行うとともに、論文作成に関する助言と指導を行う。 

  

2. 学習の到達目標 

 ・非営利組織や各自の研究テーマに関する理論や先行研究について理解を深める。 

 ・論文作成の技法を習得する。 

 ・他者の研究に対する理解と課題発見能力を高めるとともに、自らの研究に関連づけられる。 

・修士論文を完成させる。 

・修士論文をふまえて、学会報告を行う。 

  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・関連分野の文献・ジャーナル掲載論文の報告と議論 

 ・各自の修士論文の進捗状況に沿った報告および全体での議論と助言 

  （論文テーマの絞込み、論文執筆計画、先行研究の収集、レビューおよび課題の抽出、 

研究目的の明確化および研究手法の選択、論文の構成、執筆、改訂、研究成果の発信等） 

・ 全体会と個別指導を受講生の進度にあわせて適宜実施 

 

4. 成績評価方法 

 議論への貢献度（40%）、報告・論文（60%）を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

・Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, Nonprofit Management and Leadership, Voluntas,

ノンプロフィット・レビュー、非営利法人研究学会誌等のジャーナル 

・Seaman, Bruce A. and Young, Dennis R. eds. (2010) Handbook of Research On Nonprofit Economics 

and Management, Edward Elgar. 

 

6. 予習と復習について  

予習：報告者はきちんと準備すること。 

復習：報告、議論、指導助言を論文作成のヒントにつなげること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語・英語 

【履修の条件】単独受講可 

【連絡先】E-mail: ynishide（のあとに@をつけて）econ.tohoku.ac.jp ［経済学研究科棟 6 階］ 

【オフィスアワー】水 13:00-14:00 およびアポにより随時 
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科目名：加齢経済演習Ⅰａ 担当者：吉田 浩       学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

  人口の少子・高齢化が経済に及ぼす影響、少子・高齢化社会に対応した公共政策について 

近代経済学（新古典派）のアプローチにもとづき、実証分析を通じて問題を分析するための 

基礎的スキルの構築が目的です。ただしＩａでは、論文とは、学問とは、研究とはという基本

的なスタンスを徹底的に学ぶこととします。 

2. 学習の到達目標 

(1) 論文テーマの設定能力・自己の研究内容を適切な形で研究テーマ、研究計画として設

定し、具体的な研究計画書を作成する能力を身につける。 

(2) 先行研究のサーベイ 

(a)自己の研究課題について国内の重要な先行研究を探す能力を身につける。 

(b)自己の研究課題について国外の重要な先行研究を探す能力を身につける。 

(c)先行研究の内容を具体的に理解し、問題点を評価して論文に記述し、自己の研究を

位置づけ、付加価値を設定する能力を身につける。 

   (3) 端的に言うと、TSPをまわして LaTeXで英語のペーパーをかけるようになることです。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・ Iａでは論文を書くための基礎的なテクニックをじっくりと勉強します。 

4. 成績評価方法 

 ・報告の他、定期的な小論文の提出を通じて、上記の学習の到達目標が満たされているかを評

価する。(60%以上の出席回数が単位評価の必要条件。（十分条件ではない。）) 

5. 教科書と参考書 

このゼミで取り扱われるテーマは、 

Handbook of family economics, Handbook of public economics 等を参照。 

いずれもオンラインで利用可。 

[1]小浜 裕久, 木村 福成(1998)『経済論文の作法―勉強の仕方・レポートの書き方(増補版)』

日本評論社. 

[2]小浜 裕久(2009)『経済論文の技法―データが語る・データで語る』日本評論社. 

[3]Joseph Gibaldi (原著), 樋口 昌幸 (翻訳), 原田 敬一 『MLA 英語論文の手引き；第 6 版』

北星堂書店. 

[4]APA アメリカ心理学会, 江藤 裕之, 前田 樹海, 田中 建彦(2004) 『APA 論文作成マニュ

アル』医学書院. 

以上を各自入手のこと（必ず）。 

キーワードは public finance, social welfare, medical systems, public pension, nursing care, low 
fertility, labor supply, human capital accumulation, demand for medical treatment and social welfare. 

  
6. 予習と復習について 

 復習を重視して行ってください。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

(1) 連絡先 hyoshida@econ.tohoku.ac.jp オフィスアワーは火曜日 13:00- 要予約 

(2) 学部レベルのマクロ・ミクロ経済学、計量経済学、財政学の知識があることが条件。 

参考ジャーナルは Journal of Public Economics, Journal of Political Economy, National Tax Journal, 
Quarterly Journal of economics, Journal of the Japanese and International Economies, Japan and the 
World Economy, Journal of Health Economics, Health Economics, Journal of Population Economics、
Journal of Human Resources ほか。社会人に限り、以下の雑誌も範疇に加えられるものとする。

Journal of Economic Perspectives, 日本経済研究、経済分析、フィナンシャルレビュー、公共選択

の研究、季刊社会保障研究、医療経済研究、家計経済研究、研究年報「経済学」 

(4) 10 月入学生が翌年の 4 月から履修することは前提としていないので注意。 

(5) Ib,IIab の論文指導は Ia の成績評価が b 以上の者を前提としているので注意。 
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科目名：加齢経済演習Ⅰｂ      担当者：吉田 浩  学期：２学期  

1. 授業の目的と概要 

  人口の少子・高齢化が経済に及ぼす影響、少子・高齢化社会に対応した公共政策について 

近代経済学（新古典派）のアプローチにもとづき、実証分析を通じて問題を分析するための 

基礎的スキルの構築と実践。 

2. 学習の到達目標 

(1)論文テーマの設定能力・自己の研究内容を適切な形で研究テーマ、研究計画として設

定し、具体的な研究計画書を作成する能力を身につける。 

(2)東北大学修士としての能力があることを論文の執筆という形で証明できるスキルを 

 身につけ、かつ実際に実践して示すこと。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   ・毎回１名の研究報告を基本とする。  

4. 成績評価方法 

  ・報告の他、定期的な小論文の提出を通じて、上記の学習の到達目標が満たされているかを

評価する。(60%以上の出席回数が単位評価の必要条件。（十分条件ではない。）) 

5. 教科書と参考書 

Journal of Public Economics, Journal of Political Economy, National Tax Journal, Quarterly 

Journal of economics, Journal of the Japanese and International Economies, Japan and the 

World Economy, Journal of Health Economics, Health Economics, Journal of Population 

Economics、Journal of Human Resources ほか。 

社 会 人 に 限 り 、 以 下 の 雑 誌 も 範 疇 に 加 え ら れ る も の と す る 。 Journal of Economic 

Perspectives, 日本経済研究、経済分析、フィナンシャルレビュー、公共選択の研究、季刊社会

保障研究、医療経済研究、家計経済研究、研究年報「経済学」 

6. 予習と復習について 

履修希望者の重要な準備事項 

・10 月入学者：上記教科書と参考書欄のジャーナルより、事前に自らの研究に関連の深い論文を１

篇を選び出し、第 1 回授業時間でに持参し、指導を受けた上で、第 2 回授業時までにコピーを提

出すること。 

・非常にアタリマエなことであるが、改善を指導されたところは次回までにきちんと直すこと。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

(1)加齢経済演習 Iａも併せて履修することが薦められる。 

(2)連絡先 hyoshida@econ.tohoku.ac.jp オフィスアワーは木曜日 13:00- 要予約 

(3)上記 6.の予習事項を十分読んで準備する。 

(a)自己の研究課題について国内の重要な先行研究を探す能力が身についていること。 

(b)自己の研究課題について国外の重要な先行研究を探す能力を身についていること。 

(c)先行研究の内容を具体的に理解し、問題点を評価して論文に記述し、自己の研究を

位置づけ、付加価値を設定する能力を身についていること。 
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科目名：加齢経済演習 IIａ      担当者：吉田 浩  学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

  人口の少子・高齢化が経済に及ぼす影響、少子・高齢化社会に対応した公共政策について 

近代経済学（新古典派）のアプローチにもとづき、実証分析を通じて問題を分析するための 

スキルの構築と実践。 

2. 学習の到達目標 

演習Ⅰまたは加齢経済特論で修得した内容から各人のテーマを絞り込み, 

修士論文に向けた指導を行う。各人が，毎月こまめに研究報告を行い，機会があれば学会報告にもチ

ャレンジする。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   ・毎回１名の研究報告を基本とする。 

 

4. 成績評価方法 

  ・報告の他、定期的な小論文の提出を通じて、上記の学習の到達目標が満たされているかを

評価する。(60%以上の出席回数が単位評価の必要条件。（十分条件ではない。）) 

5. 教科書と参考書 

Journal of Public Economics, Journal of Political Economy, National Tax Journal, Quarterly 

Journal of economics, Journal of the Japanese and International Economies, Japan and the 

World Economy, Journal of Health Economics, Health Economics, Journal of Population 

Economics、Journal of Human Resources ほか。 

社 会 人 に 限 り 、 以 下 の 雑 誌 も 範 疇 に 加 え ら れ る も の と す る 。 Journal of Economic 

Perspectives, 日本経済研究、経済分析、フィナンシャルレビュー、公共選択の研究、季刊社会

保障研究、医療経済研究、家計経済研究、研究年報「経済学」 

6. 予習と復習について 

予習：論文報告は前の週までにコメンテータに概要を送付し、報告できる内容に至っているか認証を

受ける。 

復習：報告後にコメントを受けた場所について、きちんと改定原稿を提出すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

(1) 連絡先 hyoshida@econ.tohoku.ac.jp オフィスアワーは火曜日 13:00- 要予約 

(2) 上記 6.の予習事項を十分読んで準備する。 

(3) 加齢経済演習 Iaおよび/または Ibで b以上の成績で単位を取得していないものの履修

は前提としていないので注意。 
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科目名：加齢経済演習 IIｂ      担当者：吉田 浩  学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

  人口の少子・高齢化が経済に及ぼす影響、少子・高齢化社会に対応した公共政策について 

近代経済学（新古典派）のアプローチにもとづき、実証分析を通じて問題を分析するための 

スキルの構築と実践。 

2. 学習の到達目標 

修士論文提出に向けた指導を行う。 

具体的によい論文が出せるように、必要な知識と実践活動を重視する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   ・毎回１名の研究報告を基本とする。 

 

4. 成績評価方法 

  ・報告の他、定期的な小論文の提出を通じて、上記の学習の到達目標が満たされているかを

評価する。(60%以上の出席回数が単位評価の必要条件。（十分条件ではない。）) 

5. 教科書と参考書 

Journal of Public Economics, Journal of Political Economy, National Tax Journal, Quarterly 

Journal of economics, Journal of the Japanese and International Economies, Japan and the 

World Economy, Journal of Health Economics, Health Economics, Journal of Population 

Economics、Journal of Human Resources ほか。 

社 会 人 に 限 り 、 以 下 の 雑 誌 も 範 疇 に 加 え ら れ る も の と す る 。 Journal of Economic 

Perspectives, 日本経済研究、経済分析、フィナンシャルレビュー、公共選択の研究、季刊社会

保障研究、医療経済研究、家計経済研究、研究年報「経済学」 

6. 予習と復習について 

予習：論文報告は前の週までにコメンテータに概要を送付し、報告できる内容に至っているか認証を

受ける。 

復習：報告後にコメントを受けた場所について、きちんと改定原稿を提出すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

(1)加齢経済演習 IIa も漏れなく履修すること。 

(2)連絡先 hyoshida@econ.tohoku.ac.jp オフィスアワーは火曜日 13:00- 要予約 

(3)上記 6.の予習事項を十分読んで準備する。 
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科目名：財政演習 la       担当者：佐々木伯朗             学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 わが国では、平成の大合併で規模の拡大した自治体における住民サービスの低下が懸念されている

一方で、自治体サービスの民間委託が進んでいる。この授業では、基礎的自治体から国家に至る、公

共団体の規模と役割の決定について、ゲーム論をベースとした制度の経済学の英文テキストを用いな

がら理論的に考察する。  

 

 

2. 学習の到達目標 

(1)制度の政治経済学に関する諸学説の理解、およびそれらの、福祉を中心とした政策への応用に

関する知識の習得。 

(2)歴史上コミュニティが果たしてきた役割の理解 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

    イントロダクション 

Ⅰ 社会における組織の形成 

１．社会的交互作用と制度設計/２．経済の自己組織性/３．コーディネーションの失敗/ 

４．バーゲニングとレントシーキング 

Ⅱ 経済システムと制度 

    １．契約と規範/２．雇用と賃金/３．信用と資産/４．資本主義経済における制度 

Ⅲ 歴史における共同体と制度 

    １．協同組合/２．コミュニティ/３．国家 

まとめ 

4. 成績評価方法 

 授業への貢献（出席、発言、報告等）で評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書 

S. Bowls, Microeconomics: Behavior, Institutions, and Evolution, Princeton University 

Press, 2004.  

参考書  

A. Greif, Institutions and the Path to the Modern Economy, Cambridge University Press, 2006.  

河野勝『制度』東京大学出版会,2002. 

6. 予習と復習について  

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語または英語 

履修の条件：学部レベルのミクロ経済学、マクロ経済学、財政学の知識 

連絡先：sasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：財政演習 lb       担当者：佐々木伯朗             学期：2学期 

1. 授業の目的と概要 

 わが国では、平成の大合併で規模の拡大した自治体における住民サービスの低下が懸念されている

一方で、自治体サービスの民間委託が進んでいる。この授業では、基礎的自治体から国家に至る、公

共団体の規模と役割の決定について、ゲーム論をベースとした制度の経済学の英文テキストを用いな

がら理論的に考察する。  

 

 

2. 学習の到達目標 

(1)制度の政治経済学に関する諸学説の理解、およびそれらの、福祉を中心とした政策への応用に

関する知識の習得。 

(2)歴史上コミュニティが果たしてきた役割の理解 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

    イントロダクション 

Ⅰ 社会における組織の形成 

１．社会的交互作用と制度設計/２．経済の自己組織性/３．コーディネーションの失敗/ 

４．バーゲニングとレントシーキング 

Ⅱ 経済システムと制度 

    １．契約と規範/２．雇用と賃金/３．信用と資産/４．資本主義経済における制度 

Ⅲ 歴史における共同体と制度 

    １．協同組合/２．コミュニティ/３．国家 

まとめ 

4. 成績評価方法 

 授業への貢献（出席、発言、報告等）で評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書 

S. Bowls, Microeconomics: Behavior, Institutions, and Evolution, Princeton University 

Press, 2004.  

参考書  

A. Greif, Institutions and the Path to the Modern Economy, Cambridge University Press, 2006. 

河野勝『制度』東京大学出版会,2002. 

6. 予習と復習について  

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語または英語 

履修の条件：学部レベルのミクロ経済学、マクロ経済学、財政学の知識 

連絡先：sasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：財政演習 lla・llb     担当者：佐々木伯朗     学期：1学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 財政学に関する修士論文の作成指導。 

  

2. 学習の到達目標 

具体的目標は個々の論文のテーマに依存するが、共通した目標として以下のものを挙げておく。 

・ 論文の学問的位置付けを明確にできること。 

・ 課題の設定から、方法論、分析、考察、結論に至る論理展開が妥当であること。 

・ 資料の解釈、データの統計的処理とその考察が正確であること。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 本年度に修士論文を提出予定の学生に、中間報告を行なってもらい、参加者全員で検討する。ただ

し、必要があれば各自の研究テーマに関連する文献を読む機会も設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 修士論文の内容による。 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

 参加者のテーマに応じて決定する。 

 

 

6. 予習と復習について 

 

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

連絡先：sasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：農業経済学特論            担当者：柘植徳雄                      学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 農業問題の研究にとって重要である基礎理論について学び、今日の農業問題を展望する際に必要な

基礎的知識を獲得する。 

 

2. 学習の到達目標 

・農業問題の基礎的概念の内容と論点について理解する。 

・農業問題を国際的及び歴史的視野から捉える見方を習得する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

(1)農業問題の発生機構 

(2)土地の経済学・土地制度の歴史 

(3)土地問題―分配問題から構造問題、環境問題へ― 

(4)農業恐慌・世界農業問題 

(5)農業の市場機構と農場世帯の主体均衡 

(6)農産物の市場と価格 

(7)農民層の分解 

(8)経済発展と農業 

(9)農法論 

(10)村落共同体論  

(11)アグリビジネス論、農業協同組合論 

 

4. 成績評価方法 

 報告（50％）と出席（50％）によって評価する。  

 

5. 教科書と参考書 

  教科書は特にない。トピックに関連した論文を報告してもらう予定であり、それらの論文は適宜こ

ちらでコピーして配布する。農業経済学の参考書としては、速水佑次郎・神門善久『農業経済論・新

版』（岩波書店、2002 年）、田代洋一『農業問題入門』（大月書店、2003 年）を推薦したい。 

 

6. 予習と復習について 

  授業で指示する文献を予め読んでくること。また、参考書の関連部分、並びに授業で指示する参考

文献についても予習・復習をすること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・講義は日本語で行う。受講者が提出するレポートは日本語か英語とする。 

・連絡先  tsuge@econ.tohoku.ac.jp 

・オフィスアワー  金曜 12:00～13:00  事前にアポイントをとればそれ以外でも可。 
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科目名：農業経済学演習（Ⅰ）ａ    担当者：柘植徳雄           学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 農法の国際比較は、まだ未検討の領域を残している。本演習では、西欧と中国の農法比較を通じて、

粗法的な西欧農法と集約的な中国農法の違いがもたらされた原因について検討し、西欧、中国、日本、

アフリカ等、世界各地の農法を統一的に理解する視点の獲得を目指す。 

 

2. 学習の到達目標 

・農法展開の西欧的論理について理解する。 

・農法展開の中国的論理について理解する。 

・農法の一般理論構築の可能性について自分なりの見解を持つ。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

(1)加用農法論の内容と問題点 

(2)飯沼農法論 

(3)中国農法論（Ⅰ） 

(4)中国農法論（Ⅱ） 

(5)日本への農書の輸入と日本農法論 

(6)アフリカ等の農法論 

(7)農法の一般理論の検討 

 

4. 成績評価方法 

 報告（50％）と出席（50％）による。  

 

5. 教科書と参考書 

(1)加用信文『日本農法論』御茶の水書房、1972 年、(2)加用信文『農法史序説』御茶の水書房、1996

年、(3)飯沼二郎『農業革命論』未来社、1967 年、(4)飯沼二郎『風土と歴史』岩波書店、1970 年、

(5)グリッグ『世界農業の形成過程』大明堂、1977 年、など。 

   

6. 予習と復習について 

 事前にテキストの関連部分を予習してくること。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・授業は日本語で行う。受講者が提出するレポートは日本語か英語とする。（Ⅰ）ｂとは独立に履修

可能。 

・連絡先  tsuge@econ.tohoku.ac.jp 

・オフィスアワー  月曜 12:00～13:00  事前にアポイントをとればそれ以外でも可。  

 

116



 

科目名：農業経済学演習（Ⅰ）ｂ   担当者：柘植徳雄           学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 グローバリゼーションが進展する中、資本主義的企業とは異なるオルターナティブへの期待も持続

しているが、協同組合はその代表格であろう。授業では、関連文献を輪読しながら、農業協同組合の

成立基盤と今日置かれている状況について考える。 

 

2. 学習の到達目標 

・農業協同組合の発展の歴史や日本的特殊性について理解する。 

・農業協同組合の成立の背景を、商品経済、資本主義、共同体、市民社会などとの関連で理解する。 

・今日の農業協同組合が抱える問題点と対応方向について理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

(1)農業協同組合の歴史 

(2)農業協同組合の成立・発展の背景 

(3)東南アジアの農業協同組合 

(4)北海道の「農事実行組合型」村落と農業協同組合、鹿児島・沖縄の農業協同組合 

(5)イギリスにおける協同組合の発展と農業協同組合 

(6)西ドイツにおける農業協同組合の発展 

(7)台湾の農村協同組合 

(8)その他の国々における農業協同組合の展開 

(9)農業協同組合の現状・課題と新たな展開 

(10)協同組合・農業協同組合の原理的考察（人間の互恵性の進化、国家・宗教の成立と共同性の変質） 

 

4. 成績評価方法 

 報告（50％）と出席（50％）による。  

 

5. 教科書と参考書 

(1)齋藤仁『農業問題の論理』日本経済評論社、1999 年、(2)齋藤仁『農業問題の展開と自治村落』

日本経済評論社、1989 年、(3)田畑保『北海道の農村社会』日本経済評論社、1986 年、(4)村岡範男

『ドイツ農村信用組合の成立』日本経済評論社、1997 年、(5)クリストファー・メレット他編『ア

メリカ新世代農協の挑戦』家の光協会、2003 年、(6)梁連文・ 朴紅『台湾の農村協同組合』筑波書

房、2010 年、(7)Samuel Bowles & Herbert Gintis, A Cooperative Species – Human Reciprocity 

and Its Evolution -, Princeton University Press, 2011、など。 

   

6. 予習と復習について 

 事前にテキストの関連部分を予習してくること。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・授業は日本語で行う。受講者が提出するレポートは英語でも可。(Ⅰ)ａとは独立に履修可能。 

・連絡先  tsuge@econ.tohoku.ac.jp 

・オフィスアワー  月曜 12:00～13:00  事前にアポイントをとればそれ以外でも可。  
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科目名：農業経済学演習（Ⅱ）a・（Ⅱ）b 担当者：柘植徳雄 学期：1学期(a)・2学期(b) 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文作成のための指導を中心に授業を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

・修士論文を完成させる。 

・研究課題の確定作業、並びに修士論文の作成作業を通じて、専門的知識を深めていく。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・修士論文に関連した基本的な文献・資料のサーベイをもとにディスカッションを行う。 

・先行研究のレビューを通じて、研究課題を絞り込み確定するための作業を行う。 

・論文の構想から始めて研究報告を重ねていく。オリジナリティーが明示的になるように、また論旨

が明快で読みやすい論文として仕上がるように、指導していく。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

 各人の研究テーマを見定めたうえで決定する。 

 

6. 予習と復習について  

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワー等については参加者と相談のうえ決める。                                                                                                                                                                                                                                                                       
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科目名：地域企業論特論   担当者：福嶋路             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 The purpose of the course is for students to understand the situations and features of 
Japanese businesses, especially SMEs and Regional Enterprises (REs). We also introduce 
basic business principles and concepts, including specific examples. 
2. 学習の到達目標 

 The students are required as follows; (1)to understand the situations of REs and SMEs in Japan, (2)to 
learn theories explaining the phenomena, (3)to compare between the SMEs and REs in Japan and their 
own countries, (4)to think how to apply what they have learned to their own countries’ SMEs and REs. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

  One topic is picked up in each class. The students learn and think the topic through 
listening lecture, case study and group discussion. A class will consist of three parts: (1) 
lecture on the topic (theories or concepts), (2) case study, (3) group discussion. 
1) Orientation: What is the purpose of this course?  Self-introduction. 
2) Enterprises and region: How are regional factors and enterprises’ activities related?   
3) Time-honored companies and business transformation in Japan: Why are there many 
 time-honored companies in Japan? How have they survived? 

4) Resource creation by RE: How does exhausted countryside revive their economy? 
5) Knowledge creation by RE: How do Japanese companies make innovation happen? 
6) Spontaneously emerging clusters in Japan: What is the secret of innovative region in Japan?  
7)Japanese cluster policies and their results: What is the role of government in making 
 innovation happen? 

8) Collaboration among industry, academia and government in Japan: What are the roles of 
 academia and regional entities in making innovation happen and how do they collaborate? 

9) Ventures and RE: Why are there so few venture created in Japan?  
10) Internationalization of RE: How do REs get to be global companies?  
11)Revitalizing the primary industry: Can Japanese the primary industry survive in 

 international competition and how? 
12)Restoring from the East Japan great earthquake: How have the companies that suffered from 

 3.11 Tsunami revived?   
13) Final Examination 
4. 成績評価方法 

 Students will be evaluated based on: (1) class attendance, (2) in-class participation, (3) 
group discussion participation and presentations, (4) reports, and (5) the final exam. 
5. 教科書と参考書 

 Materials are prepared by the instructor. For further study, the books as follows are useful; 
Ibada-Arens,K(2005) Innovation and Entrepreneurship in Japan, CAMBRIDGE 
Whittaker, D.H. (1997) Small firms in the Japanese economy, CAMBRIEGE. 
6. 予習と復習について  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Absent without notice is never allowed 
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科目名：地域企業論 演習Ⅰ（a） 担当者：福嶋 路  学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

  経営学の古典といえる文献の精読を通じ、内容の把握はもちろんのこと、論理的な思考とは何か、

また良い研究とは何かを探求する。 

 

2. 学習の到達目標 

・難解な文章を読みこみ、深く思考する能力を身につける。 

 ・文献で使用された概念を自分の研究にどう生かすかを考えることができるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・各自指定された部分を読み込んでくる。 

 ・授業の中では、レポーターによる要約、質疑応答、ディスカッションを行いながら、各自の理解   

  を深める。 

 

 

4. 成績評価方法 

 ・出席は 7 割が必須条件（無断欠席は許可しない）。 

・レポーターのときのレジュメ発表、授業内での発言・態度を鑑み評価する。 

  （黙って座っているだけでは評価が低いことに注意） 

 

 

5. 教科書と参考書 

・受講生と相談して決めるが、現在以下の文献を考えている。 

Follett, M. P. (1927). Dvnamic administration. (Reprint 1942). New York: Harper & Brothers Publishers. 

 (邦訳：米田清貴、三戸公『組織行動の原理―動態的管理』1972 年 未来社） 

   . 

 

6. 予習と復習について  

   指定された部分を読み、質問を考えてくること。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ・使用言語は日本語。 

 ・授業に関する相談は随時受け付ける。メールで事前連絡をすること。 

連絡先は、michi@econ.tohoku.ac.jp まで。  
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科目名：地域企業論 演習Ⅰ（b） 担当者：福嶋路  学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

  経営学の古典といえる文献の精読を通じ、内容の把握はもちろんのこと、論理的な思考とは何か、

また良い研究とは何かを探求する。 

 

2. 学習の到達目標 

・難解な文章を読みこみ、深く思考する能力を身につける。 

 ・文献で使用された概念を自分の研究にどう生かすかを考えることができるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ・各自指定された部分を読み込んでくる。 

 ・授業の中では、レポーターによる要約、質疑応答、ディスカッションを行いながら、各自の理解   

  を深める。 

 

 

4. 成績評価方法 

 ・出席は 7 割が必須条件。（無断欠席は許可しない）。 

・レポーターのときのレジュメ発表、授業内での発言・態度を鑑み評価する。 

  （黙って座っているだけでは評価が低いことに注意） 

 

 

5. 教科書と参考書 

・受講生と相談して決めるが、現在以下の文献を考えている。 

   アリー・デ・グース 『企業生命力』（堀出一郎訳）日経 BP 社. 

 

6. 予習と復習について  

   指定された部分を読み、質問を考えてくること。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ・使用言語は日本語が基本。 

 ・授業に関する相談は随時受け付ける。メールで事前連絡をすること。 

連絡先は、michi@econ.tohoku.ac.jp まで。  
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科目名：地域企業論 演習Ⅱ(a)・Ⅱ(b) 担当者：福嶋路  学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 ・修士論文を作成することを目的にした指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

・修士論文の完成・提出。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・Ⅱ(a)において、 

・ 修士論文のテーマの選択、研究計画、調査デザインの作成 

・ 論文の書き方に関する指導 

・Ⅱ(b)において、 

・ 進捗状況の報告 

・授業日程については受講生のペースに合わせ、柔軟に対応していく。 

 

4. 成績評価方法 

 ・修士論文の成績。 

 

5. 教科書と参考書 

・ 受講生に応じて個別対応する。 

・ 受講生は自分が読んだ文献を記録しておくこと。 

. 

 

6. 予習と復習について  

 ・修士論文の進捗状況についての報告準備をしてくること。    

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ・使用言語は日本語が基本。 

 ・授業に関する相談は随時受け付ける。メールで事前連絡をすること。 

連絡先は、michi@econ.tohoku.ac.jp まで。  
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科目名：地域計画 特論      担当者：増田 聡             学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

本年度の特論は、「まちづくり論」の理論と実践に関するテキストを複数取り上げ、批判的に輪講

する。この分野は、建築･土木･造園等の物的計画（Physical Planning）に基礎をおくものから、行政

学や政策科学、社会学、地域経済学、福祉政策的視点で著されたものまで多様なアプローチが存在し

ている。今回は、受講生の専門領域や関心の所在に応じて、テキストを選択し比較検討の対象とした

い。さらに、現実の実践例についても適宜紹介していく予定である。 

2. 学習の到達目標（以下の理解を通じて、参加者の博士前期課程での研究遂行に資する） 

・「まちづくり論」に関わる多様な論点の存在と、その理論的背景を理解する 

・まちづくり実践例の展開過程を追い、実践主体や方法論の特徴を地域特性との関係から把握する 
・上記の理論化と政策立案・施策実施との関係性を理解する 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

5. に示した教科書等を取り上げ、報告者と討論者を中心とする輪講形式で授業を行う。報告者は

文献内容の要約紹介を、討論者は内容に対するコメントと関連事例の報告をそれぞれ担当する。各回

の分担は第 1 回講義開講時に決定し、報告者は発表の前週にレジメを、討論者は当日コメントを準備

しておくこと。レジメ作成では、地図・統計表・その他関連資料（5.参考書・事例集）を自ら発掘し

添付することが望ましい。 

4. 成績評価方法 

 平常の報告・討論（講義への貢献 50%）とレポート（学期末他 50%）により評価する。 

5. 教科書と参考書 

教科書 日本都市計画学会関西支部（2011） 『都市・まちづくり学入門』、学芸出版社 
筧裕介（2011） 『地域を変えるデザイン』、英知出版 

今井･上田･小浪･司波編著（2010） 『まちづくり政策実現ガイド』、ぎょうせい 

山崎亮（2011） 『コミュニティ デザイン』、学芸出版社 など 

参考書 各自発掘して、講義の中で紹介すること 

事例集 井上繁（2011） 『日本まちづくり事典』、『世界まちづくり事典』、丸善 

東京大学 cSUR-SSD 研究会（2007） 『世界の SSD100―都市持続再生のツボ』、彰国社 など 

この他、季刊まちづくり、日経グローカル、日経 MJ 誌等も参照のこと 

6. 予習と復習について  
・ 報告者は予習の上、発表前週の講義修了時にレジメを印刷・配布すること。 

・ 討論者は前週に配られたレジメを予習し、コメント等を準備しておくこと。 

・ 他の参加者は、レジメ読了の上、講義に参加すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 特に履修の条件はない。オフイスアワーは相談の上決定する。講義内容や文献等に関して質問があ

る場合は、メール（masuda@econ.tohoku.ac.jp）で連絡の上、研究室まで。 
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科目名：地域計画 演習Ⅰａ       担当者：増田 聡           学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習では、広義の地域計画に関わるテーマを選び、受講者各自が文献サーベイとレビューを行い、

これまでの研究成果及び論点を確認・整理することを目指す。さらに、修士論文執筆に必要となる基

礎理論の理解と分析ツールの利用法の習得機会を提供する。 

2. 学習の到達目標 

・ 文献検索・管理のノウハウを身につける、レビュー論文を読むことの意義を理解する 

・ 参加者は毎月の報告を行うことを通じて、プレゼンテーション及び討論の能力を高める 

・ 各研究分野における主要論文とこれまでの研究成果を理解する 

・ 文献レビューの成果報告をとりまとめ、修士論文の基礎資料を準備する 

・ 論文執筆の基礎となる分析力を身につける 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 演習参加者には、最低毎月１回、テーマに従って選択した論文等の内容紹介に関する発表を行って

もらう。また必要に応じて、方法論や参加者の間で共有しうるテーマに関する論文・書籍を輪講する。 

・開講時：各自の関心あるテーマの発表と次週以降の報告スケジュールの確定 

・論文等の発表・討論、共通文献の輪講（研究対象・地域、分析データ、解析手法など） 

・閉講時：演習の成果として、レビュー論文の執筆・報告（修士論文への発展を目指して） 

4. 成績評価方法 

 演習への貢献（報告及び討論）と学期末の最終レポート（レビュー論文）から評価する。 

5. 教科書と参考書 

・東北大学生のための情報探索の基礎知識 2010（学部生向けだが、未読の院生は入手読了のこと） 

http://tul.library.tohoku.ac.jp/modules/supp/index.php?content_id=23 

・ 学協会誌掲載等のレビュー論文（先行研究及び主要論点の把握） 

和文論文（都市計画学会誌「都市計画研究の現状と展望」等）のみならす、Planning Practice & Research

（Carfax Publishing）、Planning Theory（SAGE Publications）、Progress in Human Geography（SAGE 

Publications）等の欧文誌も参照のこと 

・各自の関心ある分野についての論文・書籍 

・国立情報学研究所学協会情報発信サービス（学協会情報）： http://wwwsoc.nii.ac.jp/ 

論文検索ナビゲータ（CiNii）：http://ci.nii.ac.jp/ 

・ 経済学研究科図書室の文献 DB の他、Google Scholar：http://scholar.google.com/ など 

・ 日経グローカル、調査研究レポート 経済レポート専門ニュース：http://www3.keizaireport.com/など 

6. 予習と復習について 

 欠席する場合には、あらかじめ連絡し、毎月の報告義務を果たすこと。 

 自らが報告する際には、前週の演習の際に、レジメを人数分印刷し配布すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件は特にないが、日本語によるコミュニケーションを中心とする。必要な連絡は、メール

（masuda@econ.tohoku.ac.jp）により行うこと。 
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科目名：地域計画 演習Ⅰｂ       担当者：増田 聡           学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習では、広義の地域計画に関わるテーマを選び、受講者各自が文献サーベイとレビューを行い、

これまでの研究成果及び論点を確認・整理することを目指す。さらに、修士論文執筆に必要となる基

礎理論の理解と分析ツールの利用法の習得機会を提供する。 

2. 学習の到達目標 

・ 文献検索・管理のノウハウを身につける、レビュー論文を読むことの意義を理解する 

・ 参加者は毎月の報告を行うことを通じて、プレゼンテーション及び討論の能力を高める 

・ 各研究分野における主要論文とこれまでの研究成果を理解する 

・ 文献レビューの成果報告をとりまとめ、修士論文の基礎資料を準備する 

・ 論文執筆の基礎となる分析力を身につける 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 演習参加者には、最低毎月１回、テーマに従って選択した論文等の内容紹介に関する発表を行って

もらう。また必要に応じて、方法論や参加者の間で共有しうるテーマに関する論文・書籍を輪講する。 

・開講時：各自の関心あるテーマの発表と次週以降の報告スケジュールの確定 

・論文等の発表・討論、共通文献の輪講（研究対象・地域、分析データ、解析手法など） 

・閉講時：演習の成果として、レビュー論文の執筆・報告（修士論文への発展を目指して） 

4. 成績評価方法 

 演習への貢献（報告及び討論）と学期末の最終レポート（レビュー論文）から評価する。 

5. 教科書と参考書 

・東北大学生のための情報探索の基礎知識 2010（学部生向けだが、未読の院生は入手読了のこと） 

http://tul.library.tohoku.ac.jp/modules/supp/index.php?content_id=23 

・ 学協会誌掲載等のレビュー論文（先行研究及び主要論点の把握） 

和文論文（都市計画学会誌「都市計画研究の現状と展望」等）のみならす、Planning Practice & Research

（Carfax Publishing）、Planning Theory（SAGE Publications）、Progress in Human Geography（SAGE 

Publications）等の欧文誌も参照のこと 

・各自の関心ある分野についての論文・書籍 

・国立情報学研究所学協会情報発信サービス（学協会情報）： http://wwwsoc.nii.ac.jp/ 

論文検索ナビゲータ（CiNii）：http://ci.nii.ac.jp/ 

・ 経済学研究科図書室の文献 DB の他、Google Scholar：http://scholar.google.com/ など 

・ 日経グローカル、調査研究レポート 経済レポート専門ニュース：http://www3.keizaireport.com/など 

6. 予習と復習について 

 欠席する場合には、あらかじめ連絡し、毎月の報告義務を果たすこと。 

 自らが報告する際には、前週の演習の際に、レジメを人数分印刷し配布すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件は特にないが、日本語によるコミュニケーションを中心とする。必要な連絡は、メール

（masuda@econ.tohoku.ac.jp）により行うこと。 
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科目名：地域計画 演習Ⅱa・Ⅱb    担当者：増田 聡          学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 地域計画に関する論文作成のための助言・指導を行うとともに、演習参加者に報告と討論の場を提

供することを目的とする。「都市や地域を対象に(空間的)計画や政策を策定し、実行・評価すること」

との関係性において、各人の研究課題がどのように位置づけられるのかを考えておいて欲しい。 

2. 学習の到達目標 

・１年間の研究計画を、１学期当初にまず完成させる 

・修士論文の執筆に求められる計画理論等を明確にするとともに、その理解を進める 

・先行研究のレビューを通じて、論文テーマに関する研究成果と検討すべき研究課題を明確にする 

・修士論文Ａを完成させる 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

本演習では、まず研究課題及び研究計画に関する報告を行い、各人の研究テーマに即した文献紹介、

研究成果の発表を順次行う形式で進める。必要に応じて、基礎的かつ共通的な関連文献の輪講も行う。 

○2 年次第１学期（前半） 

・調査・研究課題の設定と研究計画の作成（開講後 1 ヶ月中に、ドラフト案を提出のこと） 

・文献収集、先行調査・研究の批判的紹介、データ所在の確認･収集、解析方法の検討 

・論文構成案の作成と研究中間報告（開講後２ヶ月をめどに必ず報告のこと） 

・修士論文・序章他のドラフト作成 

○2 年次第２学期（後半） 

・研究計画の改訂修正、論文構成案の確定 

・研究進捗報告、特別演習又は学会報告等による中間報告 

・研究成果の最終報告 

4. 成績評価方法 

 平常の報告･討論等によるが、学会報告にも挑戦して欲しい。 

5. 教科書と参考書 

演習参加者の問題意識、論文テーマに合わせて関連文献を適宜選択･指定する。 

・昨年度の演習Ⅰab で作成したレビュー論文等の成果がある場合には、持参のこと 

・地域統計分析、アンケート調査等を企画している受講生は、早めに申し出ること 

6. 予習と復習について 

欠席する場合には、あらかじめ連絡すること。参加者は、開講後一ヶ月中に修士論文の研究計画(案)

のドラフトをまとめ提出すること。研究計画には、必ず論文提出までのスケジュールを明記し、最も

基本的な文献あるいは調査事例に関する基礎資料について、レビューを進めておくことが望ましい。 

自らが報告する際には、前週の演習の際に、レジメを人数分印刷し配布すること。また、他の参加

者の報告に対しても、積極的な発言を望む。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件は特にないが、日本語によるコミュニケーションを中心とする。必要な連絡は、メール

（masuda@econ.tohoku.ac.jp）により行うこと。 
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科目名：ベンチャー企業政策 演習（Ⅰ）a     担当者：西澤昭夫      学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 ハイテクベンチャー企業（New Technology-based Firms、NTBFs）の創業論について、アメリカの

ビジネススクールで採用されているテキストをもとに検討する。 

 

2. 学習の到達目標 

 創業期の NTBFs の特徴と創業プロセスを理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 テキストの検討、及びディスカッションを通じて、各人の問題意識の深化を図る。Ⅰa では、NTBFs

創業の必然性、創業プロセス、課題などを検討する。 

 

4. 成績評価方法 

 演習への参加度を勘案して、評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は、R・ドーフ＋T・バイアース著、設楽常巳訳『最強の起業戦略』(日経 BP 社、2011 年)を

使用する。 

 

6. 予習と復習について 

 ゼミでは各人がディスカッションを行うことに大きな意義があるので、参加者は教科書を事前に十

分に読み解くことは当然であり、併せて関連分野についても十分な事前準備を求める。この点が不十

分と看做された場合には、参加を辞退してもらうことがある 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

ゼミでは、各参加者のディスカッションを基本とするので、邦文テキストの内容を正確に読み取り、

かつ日本語によるディスカッションが十分にできる能力を求める。なお、本演習については、(Ⅰ)a、

(Ⅰ)b の通年参加を条件とする。オフィスアワーは等に関しては、nishiz@econ.tohoku.ac.jp 宛て、

メールをお送り、時間の確定して下さい。 
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科目名：ベンチャー企業政策 演習(Ⅰ)b      担当者：西澤昭夫      学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 ハイテクベンチャー企業（New Technology-based Firms、NTBFs）の創業論について、アメリカの

ビジネススクールで採用されているテキストをもとに検討する。 

 

2. 学習の到達目標 

 創業期の NTBFs の特徴と創業プロセスを理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教科書のケースの検討、及び議論を通じて、各人の問題意識の深化を図る。(Ⅰ)ｂでは、NTBFs の

事業計画、バリューチェーンの形成、組織形成、ファイナンスなどを検討する。 

 

4. 成績評価方法 

 演習への参加度を勘案して、評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は、教科書は、R・ドーフ＋T・バイアース著、設楽常巳訳『最強の起業戦略』(日経 BP 社、

2011 年)を使用する。 

 

6. 予習と復習について 

 ゼミでは各人がディスカッションを行うことに大きな意義があるので、参加者は教科書を事前に十

分に読み解くことは当然であり、併せて関連分野についても十分な事前準備を求める。この点が不十

分と看做された場合には、参加を辞退してもらうことがある 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

ゼミでは、各参加者のディスカッションを基本とするので、邦文テキストの内容を正確に読み取り、

かつ日本語によるディスカッションが十分にできる能力を求める。なお、本演習については、(Ⅰ)a、

(Ⅰ)b の通年参加を条件とする。オフィスアワーは等に関しては、nishiz@econ.tohoku.ac.jp 宛て、

メールをお送り、時間の確定して下さい。 
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科目名：ベンチャー企業政策 演習(Ⅱ)a・(Ⅱ)b    担当者：西澤昭夫     学期：通年 

1. 授業の目的と概要 

 本演習では、修士論文作成を目的にして、演習参加者の問題意識に従い、それを深めることに重点 

を置きたい。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文の完成。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 修士論文作成予定者の発表と演習参加者との討論を中心に進める。 

 

4. 成績評価方法 

 修士論文の内容と完成度を評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

特に無い。 

 

6. 予習と復習について 

 論文計画の積極的な発表とゼミ参加者との討論を求める。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

英語での修士論文作成を認める。本演習では、(Ⅰ)a、(Ⅰ)ｂ及び(Ⅱ)a、(Ⅱ)b の通年参加を条 

件としたい。 
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科目名：研究開発管理演習(Ⅰ)a        担当者：権 奇哲       学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

  修士論文の作成に必要な基本的な能力を形成するために、受講者の研究テーマおよび研究方法に

ついての基本文献を読みながら、文献の読み方と活用方法、および研究方法について指導する。 

 

 

 

 

2. 学習の到達目標 

 ○修士論文の研究テーマおよび研究方法を明確にする。 

○修士論文の作成に必要な文献を把握し、文献リストを作成する。 

○文献を正確に理解し、活用する能力を習得する。 

  

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ○論文を正確に読む。  

 ○論文を活用しやすい形に要約する。 

 ○調査・研究の方法を学習する。 

 ○文献リストを作成する。 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  予習、議論への参加を総合的に評価する。 

 

 

5. 教科書と参考書 

 ○各自の関心分野を考慮して選定する。 

○論文の書き方、調査・研究方法論 

 ○経営学の基本文献 
 

 

6. その他 

   E-mail   kweonkc@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：研究開発管理演習(Ⅰ)b        担当者：権 奇哲       学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

  修士論文の作成に必要な文献を読み、議論を通じて研究計画を具体化していく。 

 

 

 

 

2. 学習の到達目標 

 ○関連文献を読んで、研究テーマにあわせて活用しやすい形に要約する。 

 ○修士論文の具体的な研究計画を作成する。 

 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ○修士論文作成のための文献のリストを拡充する。 

 ○関連文献を読んで、要約する。 

 ○修士論文のための調査計画および研究計画について議論し具体化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  予習、議論への参加を総合的に評価する。 

 

 

5. 教科書と参考書 

 ○各自の関心分野を考慮して選定する。 

 

 

 

6. その他 

   E-mail    kweonkc@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：研究開発管理演習Ⅱa・Ⅱb      担当者：権 奇哲     学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

  修士論文の完成に向けて、関連文献を読み、調査、構成、論理、説明などを指導する。 

  

  

 

 

2. 学習の到達目標 

 ○修士論文を執筆するための研究作法と方法論を身につける。 

 ○完成度の高い修士論文を作成する。 

 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ○まず、論文執筆のための方法論と作法を学ぶ。 

○毎回、修士論文作成の進捗状況を確認し、適切な指導を行う。 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

  修士論文を評価する。 

 

 

5. 教科書と参考書 

  修士論文作成のための文献リスト 

  研究の方法・作法に関する文献 

 

 

6. その他 

  E-mail   kweonkc@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：アジア経済論特論       担当者：日置史郎        学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 現代中国経済のいくつかの論点について講義する。 

 

2. 学習の到達目標 

 講義対象として選ばれた中国経済のトピックについて、問題の現状と関連研究の概要および教員 

による解説をよく理解した上で、レポートを執筆し、プレゼンテーションを行う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教員から講義を行った後で、学生からプレゼンテーションを行ってもらう。 

講義では 10 余りの論点をとりあげる予定である。論点とその基本文献のリストは、第一回オリエ

ンテーション時に配布する。 

 

4. 成績評価方法 

 レポートとプレゼンテーション（50%）とテスト（50%）の予定（変更はあり得る。その場合は、講

義中に指示する）。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：第一回オリエンテーション時に指示する。 

参考書：講義中に随時指示する。 

 

6. 予習と復習について  

予習：リーディングアサインメントを読んでおく（毎回、英語論文３本程度を予定している）。 

復習：決まった形式はない。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：英語（やむを得ない場合のみ、日本語でのレポートの執筆を許可することがある） 

履修の条件：特にない 

連絡先：内線６３０１あるいは hioki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：講義終了時または予約により随時。 
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科目名：アジア経済論演習Ⅰa    担当者：日置史郎   学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

理論・実証の双方から、中国経済研究に資する基本文献を読解し、研究課題を遂行する基礎知識を習

得する。 

 

2. 学習の到達目標 

基本文献の内容を理解し、主要論点に関する代表的学説を整理する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

演習参加者があらかじめ決められた分担に基づいて報告を行う。適宜、演習参加者自身の研究報告を

行う。 

 

 

4. 成績評価方法 

報告や討論を勘案して評価する。 

  

5. 教科書と参考書 

演習中に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

予習と復習には特に決まった形式はない。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語、英語、中国語 

履修の条件：上記三言語の文献が読めることが必要である。 

連絡先：内線６３０１あるいは hioki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：演習終了時または予約により随時。 
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科目名：アジア経済論演習Ⅰb    担当者：日置史郎   学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

理論・実証の双方から、中国経済研究に資する基本文献を読解し、研究課題を遂行する基礎知識を習

得する。 

 

2. 学習の到達目標 

基本文献の内容を理解し、主要論点に関する代表的学説を整理する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

演習参加者があらかじめ決められた分担に基づいて報告を行う。適宜、演習参加者自身の研究報告を

行う。 

 

 

4. 成績評価方法 

報告や討論を勘案して評価する。 

  

5. 教科書と参考書 

演習中に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

予習と復習には特に決まった形式はない。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語、英語、中国語 

履修の条件：上記三言語の文献が読めることが必要である。 

連絡先：内線６３０１あるいは hioki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：演習終了時または予約により随時。 
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科目名：アジア経済論演習Ⅱa・b    担当者：日置史郎   学期：１学期（a）、２学期（ｂ） 

1. 授業の目的と概要 

演習参加者の修士論文の作成指導を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 水準の高い修士論文の完成。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 演習参加者は自らの修士論文に関する研究報告を行い、教員と他の演習参加者と討論を行う。  

 

4. 成績評価方法 

 ａ：報告や討論を勘案して評価する。 

 ｂ：修士論文の水準によって評価する。 

5. 教科書と参考書 

 特に無い。 

6. 予習と復習について  

予習と復習には特に決まった形式はない。 

  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語、英語、中国語 

履修の条件：この授業は、基本的に、担当教員を指導教員とする学生を対象としている。 

連絡先：内線６３０１あるいは hioki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：演習終了時または予約により随時。 
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科目名：産業発展論演習 Ia       担当者：川端 望          学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

産業経済研究について、大学院生による報告と討論を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 産業経済に関する専門論文を作成する上で、理論的・実証的に様々な解決すべき問題が生じる。こ

れについて、ゼミナール形式で発見し、掘り下げ、解決の手がかりをつかむことが目標である。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 １巡目：参加者が論文作成に向けた自分の研究計画を発表し、議論する。どれだけ具体的な研究方

法、研究ステップ、スケジュールを立てられるかがポイントである。 

 ２巡目：参加者が先行研究、基本資料などについての分析・考察を発表し、議論する。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の出席、討論への参加、報告によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 とくになし。ただし、報告者が文献サーベイを行う際に、他の受講者もその文献を購入する必要が

あるかもしれない。１ヶ月に 1-2 冊程度の文献購入が必要になるかもしれないので、注意すること。 

 

6. 予習と復習について  

 自分が発表するときは 3 日前までにレジュメ・ドラフト等を参加者に送らなければならない。自分

以外の受講者が発表するときは、それらを読んでこなければならない。 

 ある１回のゼミの内容が、その後の研究生活すべてに役立つこともある。１回１回を大切に。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 院生によるレジュメ、スライド、報告は日本語か英語のどちらかでよいが、討論と教員の解説は日

本語で行う。 

 産業発展論演習 Ib とは独立に履修できる。 

 参加者は、(1)産業経済に関連する研究テーマを持っていること、(2)担当者を指導教員、あるいは

研究過程でのディスカッション相手として希望すること、の二つの条件を満たすことが必要である。 

 出席希望者は必ず１回目に出席するか、あるいは 2 回目より前にメール等で連絡すること。いずれ

もおこなわない者は、履修を認めない。アドレスは以下の通り。 kawabata@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワーは授業中に指定する。  
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科目名：産業発展論演習 Ib    担当者：川端 望          学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 産業経済研究について、大学院生による報告と討論を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 産業経済に関する専門論文を作成する上で、理論的・実証的に様々な解決すべき問題が生じる。こ

れについて、ゼミナール形式で発見し、掘り下げ、解決の手がかりをつかむことが目標である。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

＊Ia を履修していない者 

 １巡目：参加者が論文作成に向けた自分の研究計画を発表し、議論する。どれだけ具体的な研究方

法、研究ステップ、スケジュールを立てられるかがポイントである。 

 ２巡目：参加者が先行研究、基本資料などについての分析・考察を発表し、議論する。 

＊Ia を履修済の者 

 参加者が、自己の論文に向けて中間報告的な研究報告を行い、議論する。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の出席、討論への参加、報告によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 とくになし。ただし、報告者が文献サーベイを行う際に、他の受講者もその文献を購入する必要が

あるかもしれない。１ヶ月に 1-2 冊程度の文献購入が必要になるかもしれないので、注意すること。 

 

6. 予習と復習について  

 自分が発表するときは 3 日前までにレジュメ・ドラフト等を参加者に送らなければならない。自分

以外の受講者が発表するときは、それらを読んでこなければならない。 

 ある１回のゼミの内容が、その後の研究生活すべてに役立つこともある。１回１回を大切に。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 院生によるレジュメ、スライド、報告は日本語か英語のどちらかでよいが、討論と教員の解説は日

本語で行う。 

 産業発展論演習 Ia とは独立に履修できる。 

 参加者は、(1)産業経済に関連する研究テーマを持っていること、(2)担当者を指導教員、あるいは

研究過程でのディスカッション相手として希望すること、の二つの条件を満たすことが必要である。 

 出席希望者は必ず１回目に出席するか、あるいはメール等で連絡すること。いずれもおこなわない

者は、履修を認めない。アドレスは以下の通り。 kawabata@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワーは授業中に指定する。 
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科目名：産業発展論演習 IIaIIb    担当者：川端 望          学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 産業経済に関わる修士論文作成に向けた研究報告と討論 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文を完成させるために、以下の力を養う 

・論文作成のルールを守り、活用する能力 

・論理的な証明能力 

・実証的な説明能力 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 産業経済に関わる修士論文作成に向けた研究報告と討論を行う。高度に専門的な文献・資料の読解、

個別分野での論点解明などに踏み込んだ討論を、受講者の修士論文テーマに即して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 平常の出席・報告・討論による。 

 

5. 教科書と参考書 

 とくになし。 

 

6. 予習と復習について  

 徹底した準備なしに報告と討論はできない。報告と討論の内容を修士論文に活かすべし。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 院生によるレジュメと報告は日本語か英語のどちらかでよいが、討論と教員の解説は日本語で行

う。 

 修士論文作成を支援する科目であり、担当教員を指導教員としている院生が履修者となる。 
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科目名：国際経済論特論  担当者：佐藤秀夫  学期：Ⅰ学期   

1. 授業の目的と概要 

 

  現代の世界経済について講義します。 

 

2. 学習の到達目標 

 

  現代の世界経済について理解を深めます。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

講義の主な内容は以下のようになります。 

 

戦後世界経済の概観（黄金時代から低成長へ、新自由主義の台頭と終焉） 

日本経済、米国経済、EU 経済、新興国の経済、サブプライム危機と 2008 世界恐慌 

現代世界経済の抱える課題（格差是正と財政危機） 

 

 

4. 成績評価方法 

 

  基本的には、出席状況と受講態度によって評価します。 

レポートを課す場合もありますが、そのさいはレポートの内容を加味します。 

受講者数が多い場合、期末試験を行うこともあります。 

 

5. 教科書と参考書 

 

  教科書は使用せず配布プリントをもとに講義します。参考書は講義の中で挙げます。 

 

6. 予習と復習について  

  上記テーマに関連する本を読んでおくことが望ましい。また、講義の後には関連する事項につい

て自ら調べ、理解を確かなものにしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

履修の条件は特にありません。使用言語は日本語。 

オフィスアワー：前期の月曜日 13:30 から 14:30。 

E-mail アドレス：hideo の後に＠をつけ econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：国際経済論演習Ⅰａ  担当者：佐藤秀夫  学期：Ⅰ学期 

1. 授業の目的と概要 

 

 国際経済の理論と現代世界経済に関する理解を深めることを目的とします。すでに獲得されている

学部レベルの知識および理解を基礎として、それの一層の深化と拡大を目指します。 

  

2. 学習の到達目標 

  

 国際経済に関する学部レベルの知識を確実なものとし、それを自在に応用できるようにします。 

 国際経済に関する諸理論を幅広く学び、それらに対する批判的評価を身につけます。 

 報告と討論を通じて、プレゼンテーションの方法とディベートの方法を学びます。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

 下記の二つの方法を併用して行います。 

 ①演習参加者の関心と実力とに応じて、適当な書籍・論文を輪読・議論しながら実力をつけていき

ます。 

 ②演習参加者が各自の研究テーマを報告し、それに関する議論を行います。 

 

4. 成績評価方法 

 

 平常の参加態度によります（出席状況、報告内容、討論への参加など）。 

 

5. 教科書と参考書 

  

 授業の中で指示します。 

 

6. 予習と復習について 

 

 常に入念な準備をして授業に臨む必要があります。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  使用言語は日本語です。 

   履修希望者は事前に担当者と面談して下さい。事前面談なしでの履修は認めません。 
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科目名：国際経済論演習Ⅰｂ  担当者：佐藤秀夫  学期：Ⅱ学期 

1. 授業の目的と概要 

 

 国際経済の理論と現代世界経済に関する理解を深めることを目的とします。すでに獲得されている

学部レベルの知識および理解を基礎として、それの一層の深化と拡大を目指します。 

  

2. 学習の到達目標 

  

 国際経済に関する学部レベルの知識を確実なものとし、それを自在に応用できるようにします。 

 国際経済に関する諸理論を幅広く学び、それらに対する批判的評価を身につけます。 

 報告と討論を通じて、プレゼンテーションの方法とディベートの方法を学びます。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

 下記の二つの方法を併用して行います。 

 ①演習参加者の関心と実力とに応じて、適当な書籍・論文を輪読・議論しながら実力をつけていき

ます。 

 ②演習参加者が各自の研究テーマを報告し、それに関する議論を行います。 

 

4. 成績評価方法 

 

 平常の参加態度によります（出席状況、報告内容、討論への参加など）。 

 

5. 教科書と参考書 

  

 授業の中で指示します。 

 

6. 予習と復習について 

 

 常に入念な準備をして授業に臨む必要があります。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

  使用言語は日本語です。 

   履修希望者は事前に担当者と面談して下さい。事前面談なしでの履修は認めません。 
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科目名：国際経済論演習Ⅱａ・ｂ 担当者：佐藤秀夫 学期：Ⅰ学期（ａ）・Ⅱ学期（ｂ） 

1. 授業の目的と概要 

 

 演習参加者の修士論文作成を側面から支援することを目的とします。ａでは、演習参加者の研究テ

ーマに応じて、関連する論文・書籍を輪読しながら実力を養成し、ｂでは、修士論文のテーマそれ自

体に関連する報告と討論を通じて論文を完成させます。 

  

2. 学習の到達目標 

  

 修士論文に関係する知識を豊かにするとともに、水準の高い修士論文を完成させます。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

 演習参加者の修士論文作成を側面から支援することを目的とする授業なので、内容は受講者の研究

テーマ及び修士論文のテーマに応じて異なってきます。複数の受講者がいるので、参加者は自分の研

究テーマだけでなく、他の参加者の研究テーマにも関心をもち、自分の研究テーマとの関連づけを行

うことが求められます。自分の研究テーマだけに閉じこもるのではなく、幅広い知識を習得し、他人

の研究テーマについても思考をめぐらすことにより、自分の研究テーマについても広がりと深みが出

てきます。 

 

4. 成績評価方法 

 

 ａについては平素の受講態度によって、ｂについては修士論文の水準によって評価します。 

 

5. 教科書と参考書 

  

 授業の中で指示します。 

 

6. 予習と復習について 

 

 常に入念な準備をして授業に臨むことが必要です。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

 本科目担当教員を指導教員とする学生が対象となる授業科目です。 
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科目名：グローバル経営史演習（Ⅰ）a         担当者：菅原歩   学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文作成のための研究報告 

 

2. 学習の到達目標 

 先行研究のサーベイと修士論文における研究課題の発見を目標する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 内容：参加者による研究報告と討論 

 方法：報告者が自分の研究分野の先行研究についてのレビュー報告を行う 

 

4. 成績評価方法 

 評価方法：報告内容と討論への貢献度 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者の研究内容に応じて演習中に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 研究報告の作成に努めること 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  使用言語：日本語 

 履修の条件：このシラバスを読んでいること（必須）。第１回の演習時にこのことを確認する。 

菅原の許可を得れば演習 Ia と演習 Ib は独立に履修できる。 

 連絡先：e-mail: sugawara@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：毎週月曜 15:00-16:30（事前予約が望ましい） 

 

 

144



 

科目名：グローバル経営史演習（Ⅰ）b          担当者：菅原歩   学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文作成のための研究報告 

 

2. 学習の到達目標 

 先行研究のサーベイと修士論文における研究課題の発見を目標する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 内容：参加者による研究報告と討論 

 方法：報告者が自分の研究分野の先行研究についてのレビュー報告を行う 

 

4. 成績評価方法 

 評価方法：報告内容と討論への貢献度 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者の研究内容に応じて演習中に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 研究報告の作成に努めること 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  使用言語：日本語 

 履修の条件：このシラバスを読んでいること（必須）。第１回の演習時にこのことを確認する。 

菅原の許可を得れば演習 Ia と演習 Ib は独立に履修できる。 

 連絡先：e-mail: sugawara@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：毎週月曜 15:00-16:30（事前予約が望ましい） 
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科目名：グローバル経営史演習（Ⅱ）a・（Ⅱ）b  担当者：菅原歩  学期：１学期 a・２学期 b 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文作成のための研究報告 

 

2. 学習の到達目標 

 受講者の修士論文の内容の向上 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 内容：参加者による研究報告と討論 

 方法：報告者は修士論文作成の進展度合いを示す報告を行う 

 

4. 成績評価方法 

 評価方法：報告内容と討論への貢献度 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者の研究内容に応じて演習中に指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 研究報告の作成に努めること 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：日本語 

 履修の条件：このシラバスを読んでいること（必須）。第１回の演習時にこのことを確認する。 

菅原の許可を得れば演習Ⅱa と演習Ⅱb は独立に履修できる。 

 連絡先：e-mail: sugawara@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：毎週月曜 15:00-16:30（事前予約が望ましい） 
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科目名：国際経営演習Ⅰａ      担当者：中川多喜雄         学期１学期 

1. 授業の目的と概要 

 Global management. 

 To understand global business and management both in large scale companies in advanced 

countries and those in developing countries. 

 

2. 学習の到達目標 

 To understand real business practices as an extension of basic management principles to 

global environment. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 Participants will be expected to make reports and discuss the following topics, although 

topics may change according to interests and understandings of participants. 

  1) Country report 

  2) Global production management 

  3) Global marketing and sales 

  4) Global R & D 

  5) Global finance 

 

 

. 

 

 

 

 

 

 

 

4. 成績評価方法 

 Reports and discussion participation. 

 

5. 教科書と参考書 

 The professor will suggest related materials. 

 

6. 予習と復習について  

  Participants have to read materials. 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 This course is conducted in English 
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科目名：国際会計特論      担当者：藤井 建人         学期：1学期 

1. 授業の目的と概要 

 教科書を中心にした国際会計の基礎の修得。 

 

2. 学習の到達目標 

 国際会計の複数分野についてみずからの考えを学部生や社会人に presentation が可能。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  3.1 履修者による教科書各章についての要約，コメント，および，章末問題の解答案を全員で検討

    する。 

3.2 1 コマ 90 分として教科書の 1 つないし 2 つの章をこなす。下記，7.1.を参照のこと。 

3.3 参考文献収集については，Accounting and Tax Index[経済学部東棟 4F 図書室と中央図書館第

二図書館に分散所蔵]，図書館の検索講習会などを活用すること。 

 

4. 成績評価方法 

 中間テストないしはレポート(約 20%)，最終レポート(約 50%)，講義中の質疑応答(約 40%)。 

 

5. 教科書と参考書 

予定教科書（改定の予定があると著者の 1 人から聞いている）：International Accounting and 

Multinational Enterprises, 6th Edition By Lee H. Radebaugh, Brigham Young Univ. , Sidney J. Gray, 

University of Sydney and Ervin L. Black, Brigham Young Univ., Provo, Utah  ISBN: 978-0-471-65269 

-4[2006] 520 pages. 各自の責任で入手すること。 
 

6. 予習と復習について  

多くないであろう履修者数からすれば，講義参加を継続すること自体が大変であろうと予想される。しか

し，それ故に予習が大切になる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

7.1 講義，試験，レポート等のすべてについて英語が第一言語になる。 

7.2  無断欠席は認めない。講義総数の 3 分の 1 以上の無断欠席は，履修放棄とみなす。 

7.3 なによりも，みずからの丹念な努力が絶対的な履修要件となる。 

7.4 簿記や会計についての学部卒程度の知識を有することが望まれる。早い段階で，これらの情況

を共有するためのテストないしはテスト相当を実施する。 

7.5 研究室：西棟 最上階 506 電話&Fax [022-795-内線]7785。 

7.6 E ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：tfujii@econ.tohoku.ac.jp  tatsuto@zpost.plala.or.jp 

いずれのアドレス宛のメールについても送付後 72 時間以内に藤井からの返答がない場合には，

講義中に指示する対応をとること。 

7.7 オフィスアワーは，随時。但し，事前予約を要件として最大限面談の機会を用意する。 
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科目名：国際会計演習 I a       担当者：藤井 建人         学期：1 学期 

1. 授業の目的と概要 

1.1 国際会計基準，米国会計基準，日本会計基準，カナダ会計基準などの各基準の比較と分析。 

1.2 各受講者がみずから必要な資料・史料を入手して分析する。 

1.3 米国やカナダが国際会計基準を受け入れる過程を注視したい。 

 

2. 学習の到達目標 

 各受講者が選択した特定の会計基準を基点としながら他の会計基準との比較分析について専門家

達に向けて報告できること。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

3.1 上記 1.1 に示した各会計基準のなかから特定分野を選びながら，逐次比較検討していく。一つ

の分野について 1 ヶ月を充当する予定。 

3.2  各履修者の予習にもとづいた報告とその検討がメインになる。 

3.3 修士論文等を意識した勉学姿勢が期待される。 

3.4 資料や文献の検索や収集についても指導したい。 

 

4. 成績評価方法 

小テスト(約 35%)，レポート(約 35%)，講義中の質疑応答(約 30%)，その他を組み合わせる。 

 

5. 教科書と参考書 

上記 1.1 に示した各基準をいつも手元においてもらいたい。参考書等は講義中に適宜提示する。 

  

6. 予習と復習について 

 予想される履修者数からすれば，講義への継続的な参加自体が大変であろうと予想される。しかし，

それ故に予習が大切になる。 

 

7. その他（使用言語，履修の条件，連絡先，オフィスアワー等） 

7.1 講義や試験などのすべてについて各履修者の要望により英語ないしは日本語のいずれかの言語

を使用する。 

7.2 無断欠席は認められない。全講義回数の 3 分の１以上の無断欠席は，履修放棄とみなす。 

7.3 なによりも，みずからの丹念な努力による資料収集と分析とが絶対的な履修要件となる。 

7.4 簿記や会計についての学部卒程度の知識を有することが絶対条件である。早い段階で，これら

の情況を知るためのテストなどを実施する予定。 

7.5 研究室 西棟 最上階 506 電話&Fax [022-795-内線]7785。 

7.6  E メールアドレス：tfujii@econ.tohoku.ac.jp  tatsuto@zpost.plala.or.jp なお，いずれ

のアドレス宛のメールについても送付後 72 時間以内に藤井からの返答がない場合には，講義中に

指示する対応をとること。 

7.7  事前予約を要件として，最大限面談の機会を確保して行きたい。 
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科目名：国際会計演習 I b       担当者：藤井 建人         学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

1.1 米国，カナダ，日本などにおける国際会計基準への収斂過程の比較分析。 

1.2 各受講者がみずから必要な資料・史料を入手して分析する。 

 

2. 学習の到達目標 

 各受講者が上記 1.1 について専門家達の前で報告できること。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

3.1 米国 SEC や日本金融庁などの会計や監査に関わる監督・規制機関の動向について，各機関から

の提案＞Public Comments>再提案と続く過程を比較検討していく。 

3.2  各履修者の予習にもとづいた報告とその検討がメインになる。 

3.3 修士論文等を意識した勉学姿勢が期待される。 

3.4 資料や文献の検索や収集についても指導する。 

 

4. 成績評価方法 

小テスト(約 35%)，レポート(約 35%)，講義中の質疑応答(約 30%)，その他を組み合わせる。 

 

5. 教科書と参考書 

米国，カナダ，日本の会計基準設定機関による資料・史料が主たる課題になるので特定の教科書は

ない。参考書や資料・史料等は講義中に適宜提示する。 

  

6. 予習と復習について 

 予想される履修者数からすれば，講義への継続的な参加自体が大変であろうと予想される。しかし，そ

れ故に予習が大切になる。 

 

7. その他（使用言語，履修の条件，連絡先，オフィスアワー等） 

7.1 講義や試験などのすべてについて各履修者の要望により英語ないしは日本語のいずれかの言語

を使用する。 

7.2 無断欠席は認められない。全講義回数の 3 分の１以上の無断欠席は履修放棄とみなす。 

7.3 なによりも，みずからの丹念な努力による資料収集と分析とが絶対的な履修要件となる。 

7.4 簿記や会計についての学部卒程度の知識を有する絶対条件である。早い段階で，これらの情況

を知るためのテストなどを実施することになろう。 

7.5 研究室 西棟 最上階 506 電話&Fax [022-795-内線]7785。 

7.6 E メールアドレス：tfujii@econ.tohoku.ac.jp  tatsuto@zpost.plala.or.jp なお，いずれ

のアドレス宛のメールについても送付後 72 時間以内に藤井からの返答がない場合には，講義中に

指示する対応をとること。 

7.7 事前予約を要件として，最大限面談の機会を確保して行きたい。 

7.8 国際会計演習 Ib は，国際会計演習 Ia とは無関係に履修可能とする。 
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科目名：国際会計演習 II a・b      担当者：藤井 建人       学期：1・2学期 

1. 授業の目的と概要 

 修士論文や公表論文などの作成全般について厳密かつ詳細に指導する。 

 

2. 学習の到達目標 

 修士論文や公表論文などの完成。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 3.1 修士論文や公表論文の事前に配布される各章草稿について，全員で検討する。 

 3.2  一つの草稿について，参考資料等と比較しながら 1 コマ 90 分として数コマを当てる。 

3.3  参考文献収集については，Accounting and Tax Index[4F 図書室（最近分）と第二図書館に分

散所蔵]，図書館の検索講習会などを活用すること。 

3.4  修士論文については 9 月第二週末までに全草稿をまとめる。 

 

4. 成績評価方法 

 予習(約 80%)，講義中の質疑応答(約 15%)，その他を組み合わせる。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は特定しない。参考書や資料については，入手方法を含めて適宜提示する。 

 

6. 予習と復習について  

多くないであろう履修者数からすれば，講義参加を継続すること自体が大変であろうと予想される。しか

し，それ故に予習が絶対条件になる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

7.1  担当者の能力から，英語ないしは日本語のみで講義を進める。 

7.2  無断欠席は認められない。3 分の 1 相当ないしは以上の無断欠席は，履修放棄とみなす。 

7.3  なによりも，みずからの丹念かつ地道な努力による資料収集が絶対的な履修要件となる。 

7.4  簿記や会計についての学部卒程度の知識を有していることが絶対的条件である。 

7.5  孫引きやいわゆる剽窃問題には慎重かつ適切に対応する。 

7.6  E ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：tfujii@econ.tohoku.ac.jp  tatsuto@zpost.plala.or.jp 

いずれのアドレス宛のメールについても送付後 72 時間以内に藤井からの返答がない場合には，

講義中に指示する対応をとること。 

7.7  事前予約を要件として，最大限面談の機会を確保したい。 

7.8  研究室 西棟 最上階 506 電話&Fax [022-795-内線]7785。 

7.9  担当者は 2012 年度末で定年退職する。  

 

 

151



 

科目名：研究方法論Ⅰ  担当者：中川、藤井、安田、澁谷、菅原、高浦     学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 経済・経営の各分野における研究方法論の概要について、担当教員によるレクチャーを行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 それぞれの研究分野において用いられる典型的な研究方法について理解することを目標とする。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 今年度第１学期の研究方法論Ⅰを担当する６名の教員は、ぞれぞれ研究分野が異なり、用いる研究

方法も相互に異なる。それぞれの分野における典型的な研究方法、各教員がもっともよく用いる研究

方法、過去に行った代表的な研究内容と、そこにおいて用いた研究方法等について講義する。 

 授業の進行と、各回の担当教員は以下のとおりである。（隔週水曜日４講時開講） 

 

４月１８日（水）ガイダンス 

 ５月９日（水）中川多喜雄教授（国際経営） 

 ５月２３日（水）安田教授（企業情報システム） 

 ６月６日（水）澁谷覚教授（マーケティング管理論） 

 ６月２０日（水）澁谷覚教授 

 ７月４日（水）高浦康有准教授（経営学原理） 

 ７月１８日（水）藤井建人教授（国際会計論） 

 

 

4. 成績評価方法 

 追って掲示する。 

 

5. 教科書と参考書 

 ７月１８日（水）の藤井建人教授（国際会計論）の回は、以下の文献を事前に読んでくること。 

木下是雄『理科系の作文技術』(中公新書 (624)) 

 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 授業内で指示する。 
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科目名：研究方法論  担当者：松田，金崎，照井，鈴木，伊藤，室井，千木良  学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 

 大学院生として研究を行い、修士論文をはじめとする学術論文を作成していく上での基本的なルー

ル、倫理、方法について学びます。 

 

2. 学習の到達目標 

 

 論文を作成する基本的ルールや研究方法を身につけます。 

論文作成の具体的・技術的な方法を身につけます。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

具体的な日程は掲示で指示します．内容は下記の通りです。 

 第 1 回（担当：松田）研究者の作法－論文を書くとはどういうことか－ 

 第 2 回（担当：金崎）文献・資料の調査分析の方法① 

 第 3 回（担当：照井）文献・資料の調査分析の方法② 

 第 4 回（担当：鈴木）文献・資料の調査分析の方法③ 

 第 5 回（担当：伊藤）文献・資料の調査分析の方法④ 

 第 6 回（担当：室井）文献・資料の調査分析の方法⑤ 

 第 7 回（担当：千木良）文献・資料の調査分析の方法⑥ 

 

4. 成績評価方法 

  

平常の成績によります。 

 

5. 教科書と参考書 

 

 教科書は用いません。参考書は授業の中で指示します。 

 

6. 予習と復習について 

 

 予習はとくに必要ありませんが、授業で学んだことを確実に実行できるようにして下さい。 

 そのためには、学んだことを実際にやってみることが必要です。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・日本語で講義します。 

・連絡先は松田（matsuda@econ.tohoku.ac.jp、022-795-6303）です。 
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科目名：中級ミクロ経済学    担当者：泉田成美             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

  大学院新入生レベルのミクロ経済学とゲーム理論の講義を行います。ミクロ経済学は、経済分析

の基礎となる科目であり、経済学の研究をするにあたって必要不可欠な分析手法を提供していま

す。ゲーム理論は、戦略的相互依存関係がある状況での意思決定問題を分析するための手法として、

経済学ばかりでなく、経営学・政治学・社会学・生物学などさまざまな学問分野で利用されている

分析ツールです。講義と演習問題を通じて、ミクロ経済学とゲーム理論の分析手法を身につけるこ

とを目的とします。 

   

2. 学習の到達目標 

 大学院での研究に必要なミクロ経済学の知識と分析能力を身につける。 

 ゲーム理論的な考え方を身につける。 

  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 （１）イントロダクション  

（２）消費者行動理論  

（３）生産者行動理論  

（４）市場均衡と厚生経済学の基本定理  

（５）標準型ゲームとナッシュ均衡  

（６）展開型ゲームとサブゲーム完全均衡  

（７）不完全競争理論  

（８）不確実性の経済分析 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験の成績（50％）と宿題の成績（50％）により決定します。 

 

5. 教科書と参考書 

 武隈慎一｢ミクロ経済学(増補版)｣新世社、1999 年 

 武隈慎一｢演習ミクロ経済学｣新世社、1994 年 

 ギボンズ「経済学のためのゲーム理論入門」創文社、1995 年 

 

6. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 履修条件；学部のミクロ経済分析・経済経営数学程度の知識を持っていること。受講希望者は最初

の講義に必ず出席すること。2 回目からの参加は認めない。  

予習と復習について；十分な予習と復習が必要である。 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 

 E-mail； izumida@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：中級マクロ経済学     担当者：及川浩希             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

 初歩的なマクロ経済学の議論では、簡便な方法で国や地域の経済状態を総体としてとらえるため、

その経済を構成する個々の家計や企業がどのように振る舞い、それらがどのように集計されて総体が

表れてくるのかは重視しなかった。それは最初のアプローチとしては有用なものの、現実に発生する

経済現象やマクロ経済政策の効果を詳細に分析する用途には耐えられるものではない。本講義では、

まず伝統的なマクロ・モデルをレビューしつつ、その利点と欠点を明らかにするところから始め、そ

のうえで、家計や企業の動学的最適化行動に基づくミクロ的基礎を持ったマクロ経済モデルのフレー

ムワークを導入し、それを用いたマクロ経済分析・政策議論を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 本講義を通じて、学部レベルで取り扱われる伝統的なマクロ経済学から、国際的に主流となってい

る現代的なマクロ経済学への移行を行う。動学一般均衡の考え方と分析手法を学び、それを現実の経

済と照らし合わせる技術を習得することを目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 講義と、演習問題の解説を中心とした演習セッションとで構成される。講義内容は以下の通り。 

 

１．学部マクロ経済学のレビュー 

２．ソロー・モデル 

３．動学的最適化 

４．最適成長理論 

５．世代重複モデル 

６．実物的景気循環論 

 

4. 成績評価方法 

 毎回課す宿題と学期末試験によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 レクチャーノートを配布し、教科書は指定しない。以下を主要参考図書とする。 

Romer, Advanced Macroeconomics, 3rd ed., McGraw-Hill, 2006. 

 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

学部レベルのミクロ・マクロ・計量経済学、および数学の基本的な知識は身につけているものとす

る。オフィスアワーと連絡先は初回講義時に知らせる。 
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科目名：中級計量経済学       担当者：松田安昌       学期：1学期(水 1，2限) 

1. 授業の目的と概要 

「回帰分析の理論と実際」を，「講義」と統計ソフトＲによる経済データ分析の「実習」を通して学

ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 経済データを与えられた時，回帰モデルを適切に選択してＲを実行し，出力結果を正しく解釈でき

るようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

「講義」とＲを使う「実習」を週に１コマずつ行う。扱う内容は以下の予定。 

1. 正規分布とは 

2. 単回帰モデル 

3. 重回帰モデル 

4. 最小二乗法 

5. ｔ検定とＦ検定 

6. 誤差項の不均一分散と相関の扱い方 

7. 時系列回帰分析 

 

4. 成績評価方法 

「期末試験」と「Ｒ実習レポート」により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

福地純一郎，伊藤有希「R による計量経済分析」朝倉書店 

 

6. 予習と復習について  

予習は必要ない。ただし，講義は前回までの内容を前提として進めるので，復習は必ずしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

講義，実習は日本語で行う。ただし，レポート，試験答案は英語でも可。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

13:00-14:30）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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科目名：Microeconomics I      担当者：河崎 亮            学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

The purpose of this course is to provide students with a firm foundation of the classical theory of 
microeconomics.  Main topics include the theory of the consumer, the theory of the producer, and 
analysis of competitive markets. 
2. 学習の到達目標 

The main goal is to familiarize students with the basic theory of microeconomics so that, if they choose to 
do so, they can pursue further studies in the field.  
3. 授業の内容・方法と進度予定 

Topics include consumer theory for the first five to six lectures, followed by producer theory 

for three to four weeks, partial equilibrium, and general equilibrium. 

 

4. 成績評価方法 

Homework: 30-40%, Exam: 60-70% (The actual percentage may be subject to change 
depending on the number of assignments.)  Homework will be given each week and is due 
by the beginning of the next lecture. 
 

5. 教科書と参考書 

There is no designated textbook for the class. 
References (in order of relevance): 
Varian, H.  Microeconomic Analysis (Third Edition). New York: W. W. Norton & Co., 1992.  
Mas-Colell, A., M. Whinston, and J. Green. Microeconomic Theory, Oxford: Oxford 
University Press, 1995. 
Sydsaester, K. and P. Hammond. Essential Mathematics for Economic Analysis.  Prentice 
Hall, Third Edition, 2008. 
 

6. 予習と復習について  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

The course will be taught in English.  

Mail: rkawasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：Microeconomics II      担当者：河崎 亮            学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

One of the themes of Microeconomics I was that markets work well.  The result is founded on several 
assumptions some of which do not hold in practice.  This course continues to look at situations in which 
some of the assumptions do not hold.   
2. 学習の到達目標 

 The goal is to understand interactions among decision makers when their actions may affect other 
decision makers directly, and how these interactions affect the analysis that went on in the first semester 
of this two-semester sequence. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

The first few lectures will be devoted to game theory and other mathematical tools for analyzing the 
models introduced in the latter parts of this class.  The second set of lectures will focus on the theoretical 
model of auctions. 
 

 

4. 成績評価方法 

Homework: 30%, Exam: 70% (The actual percentage may be subject to change depending on 
the number of assignments.)  Homework will be given (almost) each week and is due by the 
beginning of the next lecture. 
 

5. 教科書と参考書 

There is no designated textbook for the class. 
References (not required): 
1. Jehle, G. and P. Reny. Advanced Microeconomics. Addison Wesley, Second Edition, 2001.  
2. Milgrom, P. Putting Auction Theory to Work.  Cambridge University Press, 2004. 
3. McAfee, P. and J. McMillan. “Auctions and Bidding,” Journal of Economic Literature 25, 
699-738, 1987. 
4. Sydsaester, K. and P. Hammond. Essential Mathematics for Economic Analysis.  Prentice 
Hall, Third Edition, 2008.  

 

6. 予習と復習について  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

The course will be taught in English. 

Office hours: by appointment  

Mail: rkawasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：Macroeconomics I     担当者：及川浩希             学期：2 学期 

1. 授業の目的と概要 

In this course and Macroeconomics II in the next semester, you will learn the theoretical 
knowledge and skills necessary for macroeconomic analysis such as business cycle, economic 
growth, fiscal and monetary policy, inflation, unemployment, etc. Topics covered in the fall 
semester are listed in "Course Schedule" below. 
 

2. 学習の到達目標 

 I hope you will grasp the dynamic general equilibrium (DGE) approach in a simple setting 
--- how it is formulated, how it works, and what it implies. Because the DGE approach is 
standard in the current macroeconomic analysis, this forms the basis for your further study 
of macroeconomics. Surely, Macro II in the next semester will be constructed with the 
ingredients introduced in this course. 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 Each class consists of exercise and lecture. At the beginning of every class, I will give you a 
short test related to the previous lecture for quick review. So don't be late for class. Also, I 
will give you problem sets, most probably two times during the semester.  
 

1. Review on traditional macroeconomic theories: IS-LM/AD-AS frameworks and policy 
effects, Phillips curve, Expectation, Lucas critique, etc. 

2. Solow model 
3. Dynamic optimization 
4. Ramsey model 

 

 

4. 成績評価方法 

 You have to take an exam at the end of the semester. It amounts to 50% of the final 
evaluation. And 30% is the problem sets, and the last 20% is the short tests. 
 

 

5. 教科書と参考書 

 David Romer, Advanced Macroeconomics, McGraw-Hill/Irwin. 
 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

English only. My Email address and office hours are to be announced. 
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科目名：Macroeconomics II     担当者：及川浩希             学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

This course is the second half of the Macroeconomics course work in IPEM. Using the 
framework established in Macroeconomics I, students will learn the knowledge and skills 
necessary for the modern macroeconomic analyses. Topics covered in this semester are 
listed in "Course Schedule" below.  
 

2. 学習の到達目標 

 I hope you will grasp the dynamic general equilibrium (DGE) approach --- how it is 
formulated, how it works, and what it implies. Because the DGE approach is standard in the 
current macroeconomic analysis, this forms the basis for your further study of 
macroeconomics. 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 Each class consists of exercise and lecture. At the beginning of every class, I will give you a 
short test related to the previous lecture for quick review. So don't be late for class. Also, I 
will give you problem sets, most probably two times during the semester.  
 
1. Optimal Growth Theory: Decentralized Economy 
2. Overlapping Generations Model 
3. Real Business Cycles 
4. Endogenous Growth Theory 
 

 

4. 成績評価方法 

 You have to take an exam at the end of the semester. This final exam amounts to 50% of 
the final evaluation. And 30% is the problem sets, and the last 20% is the short tests. 
 

 

5. 教科書と参考書 

 David Romer, Advanced Macroeconomics, McGraw-Hill/Irwin. 
 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Only students who have taken or at least attended Macroeconomics I in the previous 
semester can take this course. I won't repeat explanation on the stuff studied in the previous 
semester.  My contact info and office hours are to be announced. 
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科目名：Econometrics Ⅰ  担当者：佃 良彦 学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

This lecture provides an introductory course for econometric methods and their 

applications to real economy with emphasizing importance of regression analysis. 

Microeconomics, macroeconomics and Econometrics are most basic courses for all students to 

study any fields of economics. 

 

2. 学習の到達目標 

  The participants to the class should understand scope of econometrics and the basic issues 

of application of econometric methods. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  １．The Nature of Econometrics and Economic Data 

  ２．The Simple Regression Model 

  ３．Multiple Regression Analysis : Estimation 

  ４．Multiple Regression Analysis : Inference 

５．Multiple Regression Analysis : OLS Asymptotics 

  ６．Multiple Regression Analysis : Further Issues 

   ７．Multiple Regression Analysis with Qualitative Information : Binary (or Dummy) Variables  

    ８．Heteroskedasticity 

    ９．More on Specification and Data Issues 

 

4. 成績評価方法 

  １）Home work           40% 

２）Midterm examination 30% 

３）Final examination   30% 

 

5. 教科書と参考書 

   Jeffrey M. Wooldridge,“Introductory Econometrics : A Modern Approach (4th ed.) ”, 

South Western Cengage Learning, Jan 2009. 
 

6. 履修の条件 

  The knowledge of basic algebra, probability and statistics are preferable, but not 

prerequisite. 

 

7. その他 
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科目名：Econometrics Ⅱ  担当者：佃 良彦  学期：１学期 

1. 授業の目的と概要 

This lecture is a continuation of Special Lecture Business Statistics (a). It provides 

an introductory course for econometric methods and their applications to real economy with 

emphasizing importance of regression analysis. 

Microeconomics, macroeconomics and Econometrics are most basic courses for all students to 

study any fields of economics. 

 

2. 学習の到達目標 

   The participants to the class should understand scope of econometrics and the basic issues 

of application of econometric methods. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  １．Review of Special Lecture Business Statistics (a) 

  ２．Multiple Regression Analysis : OLS Asymptotics 

  ３．Multiple Regression Analysis : Further Issues 

４．Multiple Regression Analysis with Qualitative Information : Binary (or Dummy) Variables  

    ５．Heteroskedasticity 

    ６．Basic Regression Analysis with Time Series Data 

  ７．Further Issues in Using OLS with Time Series Data 

 

4. 成績評価方法 

  １）Home work           40% 

２）Midterm examination 30% 

３）Final examination   30% 

 

5. 教科書と参考書 

   Jeffrey M. Wooldridge,“Introductory Econometrics : A Modern Approach (4th ed.) ”, 

South Western Cengage Learning, Jan 2009. 
 

6. 履修の条件 

  The knowledge of basic algebra, probability and statistics are preferable, but not 

prerequisite. 

 

7. その他 
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【博士課程前期２年の課程】 

 

 

 

《 特 別 講 義 》 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：外国経済経営事情     担当者: 張 季風    時間:１学期 集中講義 9 月 

1. 授業の目的と概要 

  凄まじい経済成長で世界中から注目される中国、「世界の工場」と呼ばれると同時に、さまざまな問題も抱えている。

グローバル化が進む中で、中国経済の行方は、中国人だけでなく、「一衣帯水」の日本にとっても、世界経済にとっても、関心

の的となっている。このシリーズの講義は、現代中国の社会的経済的変遷を振り返ることを踏まえ、中国経済および日中経

済関係に対する理解を深めることを目的としたい。 

2. 学習の到達目標 

 中国という国、中国社会、中国経済および日中経済関係について基本的知識を習得し、中国経済に関する理解の仕方を

初歩的に身につけること。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   ガイダンス（講義内容、学習方法、評価方法などの説明）＋ 

中国経済概論（五回程度） 

中国人、中国社会と中国経済 

（１）中国の改革開放と中国経済の現状 

（２）経済成長と環境問題―持続可能な経済成長への課題 

中国の産業と企業経営（二回程度） 

（１）中国産業の概況（産業分類、産業構造の変化など） 

（２）産業組織の一般的特徴 

日中経済関係（五回程度） 

（１）中日経済貿易関係と 

（２）中国における日系企業の実態 

東アジア共同体――経済協力の視点を中心にして（二回程度） 

総括討論（一回） 

4. 成績評価方法 

  筆記試験＋授業参画（出席、ディスカッション：50％、筆記試験 50％） 

5. 教科書と参考書 

  テキスト：不要 （必要な資料に関しては、その都度プリントを配布する。） 

（１）現代中国の経済改革 

呉敬璉著 ; 日野正子訳（Chinese economic reform / by Jinglian Wu）(叢書《制度を考える》) （監訳: 青木昌彦） 

出版者 東京 : NTT 出版、出版年 2007.3 

原タイトル:当代中国経済改革 

原著 (上海遠東出版社, 2004 年刊) の全訳 

（２）中国の製造業を分析するーー繊維・アパレル・鉄鋼・自動車・造船・電気・機会 

古賀義弘編著  

出版者 東京 : 唯学書房、出版年 2011.2 

（３）メイド・イン・チャイナ   

黒田篤郎著 

出版者 東京 : 東洋経済新報社、出版年 2001.11 

現代中国の産業 : 勃興する中国企業の強さと脆さ  

丸川知雄著 (中公新書 ; 1897) 

出版者 東京 : 中央公論新社、出版年 2007.5 

歩平 編集代表 高原明生 監訳 『中日関係史 1978－2008』（経済部分）東京大学出版会、2009 

6. 予習と復習について 

その都度指示する。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 履修の条件：学習意欲を持ち、中国経済・日中経済関係に関心を持つこと。 

・連絡先：e-mail jfzhang_cass@yahoo.co.jp 

 ・オフィスアワー：特別設けないが、必要がある場合、メールまたは電話にて連絡の上、来室を願いたい。 
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科目名：医療経済学 担当者：オムニバス形式（経済：照井・吉田・松田教授、李講師 

医学：山口教授他）       学期：II 学期 

1. 授業の目的と概要 

 医療への経済学や統計学の関わりについて基本的な考え方を習得するとともに、医療の質と安全、

医療のコスト、医療経営、医療政策などのトピックについて具体例を通じて概観する。 

 

2. 学習の到達目標 

 医療への経済学や統計学の関わりを理論と実証・事例の両面から理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

・医療の制度と政策、健康関連および医療保険制度、診療報酬制度、医療の財源 

・医療プログラム・政策の評価 

・医療における質・安全とリスクとコストのマネジメント 

・医療の質やパフォーマンスの評価・測定 

・医療に関する経済学の概念と実証：経済学は医療をどう考えるか（経済：吉田） 

・医療における統計学の役割（経済：松田（安）） 

・経営戦略の統計分析と医療への応用（経済：照井） 

・高齢期の労働と医療効果（経済：李） 

 

4. 成績評価方法 

 出席状況により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 逐次指定する。 

 

6. 予習と復習について  

 各回講師の指示に従う。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

開講曜日・時間：木曜 6 校時 

場  所：医学研究科・経済学研究科 

これらの詳細は追って掲示する。 
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科目名： International Cooperation 担当者：T. Sakamoto 学期：Fall 2012, Thu(4) 

This class is a part of IPEM. 

1. 授業の目的と概要  

 The aim of this lecture is to introduce outline of International Cooperation and its 

framework, methods, cooperation projects for improving social and economic situation in 

developing countries. Students will be aware of Japan’s Official Development Assistance (ODA) 

schemes such as technical cooperation, grant aid and loan cooperation as well as 

problems/constraints of development activities. 

2. 学習の到達目標  

 The students will understand how and what the developing countries and donors have been 

dealing with development issues on economic growth and poverty alleviation. The students also 

expected to be able to formulate and to design a specific developing project （e.g. education, 

health, agriculture sectors and so on） through class discussions and presentations. 

3. 授業の内容・方法と進度予定  

 Topics include the following. 

1) Terminology of Developing Activities 

2) Current situation of developing countries 

3) Transition of Development assistance (1)(2) 

4) Introduction of Japan’s ODA 

5) ODA activities by JICA and other donors (1)(2) 

6) JICA activities in Indonesia 

7) Project design and formulation by JICA 

8) Student Presentation and Discussion 

 Economic/Social situations in student’s mother countries (1)(2) 

9) Student Presentation  

Designing a development project in specific sector (1)(2) 

4. 成績評価方法  

  Score of this class is to evaluate the followings; class attendance, assignment, in-class 

presentation and discussion. 

5. 教科書と参考書  

  No specific textbooks are prepared, but the students are recommended to read annual reports 

of World Bank, Asian Development Bank, White Paper of Japan’s ODA and JICA Annual Report. 

6. 予習と復習について  

   To attain the goal and class activities in 8) and 9) above, the students are assigned to 

survey a specific field/sector (e.g. education, health, rural development, agriculture, etc.) 

of their mother countries. Accordingly, the students need to study the field/sector in advance. 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Those students who have already gained the credit of 「国際協力」(International Cooperation) 

at the undergraduate school are not allowed to resister this class. 
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科目名：上級ミクロ経済学    担当者：三宅充展      学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

  大学院レベルの標準的教科書で記述されているミクロ経済学理論を理解し、各分野で基幹と 

  なっている学術論文を読みこなす読解力を修得することが目的である。また、公務員試験 

  （論述試験）に対応した水準の専門知識を得ることも目的である。 

2. 学習の到達目標 

  修士論文作成にあたり、独力で受講生が専攻する分野の文献サーベイができる程度の学力を 

  つけることが到達目標である。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  １ 不確実性の経済学：期待効用理論 

      １．１ サンクトペテルブルグの逆説    １．２ 期待効用の公理系 

      １．３ 期待効用の表現定理と一意性    １．４ リスク回避度 

  ２ 非協力ゲーム理論 

      ２．１ 戦略形ゲームの定義        ２．２ ナッシュ均衡点 

      ２．３ 混合戦略と期待利得        ２．４ 均衡点の存在 

      ２．５ 均衡点の計算方法         ２．６ 利得支配とリスク支配 

      ２．７ 応用例 

  ３ 社会選択と協力ゲーム理論 

      ３．１ 社会選択問題と交渉問題の定式化およびアローの一般不可能性定理 

      ３．２ ナッシュ交渉解の公理        ３．３ ナッシュの定理 

  ４ 公共経済 

      ４．１ 消費者余剰と生産者余剰      ４．２ 経済厚生の指数 

   なお、各単元の終わりにレポートの課題を与える予定。 

4. 成績評価方法 

   試験（期末および中間試験）の成績（50％）とレポートの成績（50％）により決定する。 

   なお、中間試験は中止する可能性があるが、その際も上記の比率に変更は無い。 

5. 教科書と参考書 

 教科書： (1)  岡田章「ゲーム理論（新版）」有斐閣  2011 年 

          (2)  武隈慎一｢ミクロ経済学(増補版)｣ 新世社  1999 年 

 参考書（自習用）： (3)  M.J.Osborne 著 Introduction to Game Theory, Oxford,  2009 年  

              (4)  Walter Nicholson, Christopher M. Snyder 著  Microeconomic Theory 

                     第 10 版 South-Western 2008 年 

6. 予習と復習について  

     予習ではあらかじめ教科書を読んでおくこと、復習は課題レポート作成により行うこと 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 担当者は日本語により、講義、試験問題作成をおこなう。 

 受講生は日本語だけでなく英語による授業参加、試験問題解答等を認める。   

 履修条件：履修条件は無いが、中級ミクロ経済学を履修していること、または同等の知識を 

            有していることが望ましい。 
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科目名：上級マクロ経済学   担当者：堀井 亮             学期：２学期 

1. 授業の目的と概要 

 初歩の理解を目指す学部レベルのマクロ経済学と、実際の経済分析や政策立案に用いられる大学院

レベルのマクロ経済学では、経済主体の行動を所与の行動方程式に従うと仮定するか、ミクロ経済学

と同様に目的関数を最大化するように行動すると考えるかという点で大きな違いがある。また、マク

ロ経済学では異時点間の消費・貯蓄・投資行動に注目することから、動学的な最適化を理解し、使い

こなせるようになることが、各応用フィールドの学習や国際ジャーナルに掲載される論文を読むため

の必須の知識である。本授業では、中級マクロ経済学に引き続き、大学院レベルで必要とされるマク

ロ経済学の標準的なツールと分析方法を講義する。さらに、得られた知識を演習を通じて自ら使いこ

なせるよう身につける。 

2. 学習の到達目標 

 世界のほとんどの大学で専門的な学習に進むために必須の知識と考えられており、また国際機関・

各国中央銀行等におけるエコノミストにとっても最低限の共通言語となっている、修士コアコースレ

ベルのマクロ経済学を習得することを目標とする。それにより、受講者が研究あるいは政策分析のス

タートポイントに立つことを目指す。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 当授業では下記のトピックをカバーする予定。ただし、実際の進度に応じてトピックを取捨選択す

る可能性がある。各トピックについて、講義及び演習を交互に行う。 

1. 連続時間における無限期間の最適化 

＊ハミルトニアンを用いた最大化原理（Optimal Control Theory）を習得する 

2. 人的資本形成と経済成長 

3. 多数の財の導入と、Dixit-Stiglitz 型独占的競争モデル 

4. Variety Expansion 型内生的成長理論 

5. シュンペーター型創造的破壊理論 

6. 不確実性のもとでの期待形成と最適化 

 ＊確率的動的計画法 (Stochastic DP)と Hamilton-Jacobi-Bellman 方程式を習得する 

7. 確率的成長モデルとリアル・ビジネス・サイクル理論 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験及び課題（演習セッションにおける発表を含む） 

5. 教科書と参考書 

 Daron Acemoglu (2009) Introduction to Modern Economic Growth, Princeton University Press 

（履修者は IPEM 図書コーナーからの貸出が可能です）. 

6. 予習と復習について  

指定された演習問題を毎週こなしてくることが求められる 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 言語: 講義は日本語で行います。課題の提出は日本語・英語ともに可。 

・ 履修の条件: 中級マクロ経済学を履修済みであること。 

・ 連絡先:ホームページ www.econ.jpn.org/horii/ を参照のこと 

・ オフィスアワー: 初回授業時に連絡します 
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科目名：上級計量経済学       担当者：松田安昌   学期：２学期(金 1，火 3限) 

1. 授業の目的と概要 

 「中級計量経済学」で学習した「回帰分析の理論」をもとに、「時系列分析の理論と実際」を学ぶ。

「講義」と統計ソフトＲによる経済データ分析の「実習」によってすすめる。 

 

2. 学習の到達目標 

 経済時系列データを与えられた時，回帰モデルを適切に選択してＲを実行し，出力結果を正しく解

釈できるようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

「講義」とＲを使う「実習」を週に１コマずつ行う。扱う内容は以下の予定。 

1. 定常時系列分析 

2. ARCH と GARCH 

3. 多変量時系列 

4. 非定常時系列 

5. パネルデータ 

 

4. 成績評価方法 

「期末試験」と「Ｒ実習レポート」により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

福地純一郎，伊藤有希「R による計量経済分析」朝倉書店 

 

6. 予習と復習について  

予習は必要ない。ただし，講義は前回までの内容を前提として進めるので，復習は必ずしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

講義，実習は日本語で行う。ただし，レポート，試験答案は英語でも可。 

中級計量経済学を履修しているか理解していることがのぞましい。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

13:00-14:30）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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【博士課程前期２年の課程】 

 

 

 

《 特 別 演 習 》 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：現代経済学特別演習Ａa,Ａb  担当者：三宅充展（幹事）、秋田次郎、林山泰久、 

吉田浩、泉田成美、北川章臣、大瀬戸真次、堀井亮、中島賢太郎  学期：Ａa は 1 学期、Ａb は 2

学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習の目的は、大学院生が現代経済学（近代経済学）の最先端の研究に触れることである。 

 

2. 学習の到達目標 

 上記の目的と同時に、院生自身の問題意識を形成し、経済学の発展に寄与するような独自の研究が

できること、さらに自分の研究成果を公的な場でアピールするための skill を修得することである。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教員、院生などの演習参加者、および国内外の研究者（ゲストスピーカー）により報告がなされる。 

外部の研究者をスピーカーとする研究会は、ほぼ月一回の頻度で実施する予定である。また、今年度

の修士論文提出予定者は、この演習でその中間報告をおこなう。 

 具体的な開催場所、日時は電子メールにより通知されるので、注意すること。なお、そのメールは

日本語（漢字 Font を含む）で送信される。したがって、今年度の新規演習参加者は、受講が決定し

だい直ちに、 

    三宅 (E-mail: miyake@econ.tohoku.ac.jp )  

まで、氏名、学年、学籍番号（決定していれば）指導教員、研究テーマ、連絡先（メールアドレス、

ただし携帯のメールアドレスは不可。）を記した電子メールを送ること。継続履修の学生は不要。こ

れを怠ると単位を出さないことがある。なお、これ以外にすべての受講生は履修登録を忘れないこと。

電子メールを送る際には、個別企業、商品などに関する商業的な宣伝文を絶対に含めないこと。これ

により、重要なメールが受け付けられなくなる可能性があるので注意すること。 

 

4. 成績評価方法 

 演習にどれだけ積極的に参加しているかを評価する。単位を取得しようとする者は、すべての研究

報告に出席するように努めること。 

  Ａａでは７月の中旬から下旬にかけて、また、Ａｂでは１月の中旬から下旬にかけて、出席回数

または欠席回数をメールにより申告してもらう。修士論文の中間報告を当該演習でおこなったもの

はそのことも申告すること。 

 

5. 教科書と参考書 

  

6. 予習と復習について  

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Ａａでは４月中、遅くとも５月上旬までに、また、Ａｂでは１０月の中旬から下旬にかけて、当該演

習を履修するためのオリエンテーションを実施する。掲示に注意すること。 
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科目名：現代経済・学説特別演習          Ａa・Ａb   学期：1 学期(a)・2 学期(b) 

担当者：平本厚  柘植徳雄  長谷部弘  ◎佐々木伯朗 古谷豊   ※「◎」はコーディネーター 

1. 授業の目的と概要 

 この特別演習では、経済が歴史的な変化を経て現在に至る過程と現状、経済学説が歴史的変化を経 

て現在に至る過程と現状の両方を研究対象とする。 

経済の現状分析は、経済に関する様々な学説や考え方を整理しないと十分に行えない。逆に、経済

学説の分析には、経済実態の把握が不可欠である。両者の交流と対話によって、経済の現状把握にも

学説の歴史や現状把握にも、効果をあげることをねらいとしている。また、本特別演習は、参加者の

論文作成を促進し、サポートする機能を重視している。 

授業のねらいは次のタイトルでよりよく示されるかもしれない。 

“Workshop for Modern Economy and Economics” 

 

2. 学習の到達目標 

・論文や書評の報告ないしコメントを行うことによって、あるいは他の参加者の報告を聞くことによ

って、プレゼンテーションと応答の技法を学ぶ。 

・議論を聞き、また議論に参加することによって、質疑討論の能力を高める。 

・論文に関して批評を受け、論文をより良いものに仕上げる。 

・現代経済及び経済学説についての知識を深める。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 参加者（教員・院生・研究生）が作成中または発表した論文について順次報告し、全員で討論する。

修士論文の提出予定者は、修士論文の事前報告をしなければならない。 

討論には、批判、賛同、助言、評価等いろいろな側面が含まれる。その意味で、本特別演習は論文

作成のワークショップである。 

なお、論文を報告しない者には、設定されたテーマに沿った研究報告（書評等でも可）あるいは報

告に対する討論者になってもらうことがある。 

 

4. 成績評価方法 

 ①報告（50％）、②討論（20％）、③出席（30％）、を基準に教員の合議によって評定する。 

報告課題が課せられなかった学期の場合には、コメント・討論（40％）及び出席（60％）を考慮し 

て評価する。  

 

5. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

参加者には年１回程度の論文あるいは研究報告（書評等も含む）のプレゼンテーションが求められ

ることに留意されたい。 

 

※今年度のコーディネーターは佐々木です。初回の日程は掲示します。 

連絡先（佐々木研究室・西棟 5 階 509、電話(内)6276、email：sasaki@econ.tohoku.ac.jp） 
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科目名：社会経済特別演習Ａa・Ａb  学期：Ⅰ学期（ａ）・Ⅱ学期（ｂ） 

担当者：大村泉、佐藤秀夫、守健二、川端望、日置史郎、黒瀬一弘 

1. 授業の目的と概要 

 本演習は、現代経済と現代経済政策の諸テーマを広く社会的観点から議論することを通じて、また、

狭い研究領域の枠を超えて議論することを通じて、現代社会経済に対する各自の認識を深め、各自の

専門的研究の幅を広げ奥行きを深めることを目的とします。 

  

2. 学習の到達目標 

 論文の作成方法を身につける。 

  自分の研究テーマを深く掘り下げる。 

  研究テーマに関連する幅広い知識を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 主として、各参加者が作成中の論文について報告し、それについていろいろな角度から検討を加え

るというやり方がなされています。本演習担当教員の専門分野は、政治経済学、国際経済論、産業発

展論、アジア経済論および経済政策と多岐に渡っており、これらの担当教員が報告に対し適切な論評

を行い、また、アドバイスをするので、報告者は作成中の自分の論文のブラッシュアップを図ること

ができます。自分が報告しない場合であっても、討論を聴き討論に参加することを通じて、論文の作

成方法を学ぶことができます。また、各自の取り組むべき課題の発見や問題意識の深化に寄与するこ

とになるでしょう。 

 参加者には、狭い研究領域に閉じこもるのではなく、また、食わず嫌いをなくし、どんなことでも

積極的に学び取る姿勢が期待されます。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の参加態度によります（出席状況、報告内容、討論への参加など）。 

5. 教科書と参考書 

 使用しません。 

6. 予習と復習について 

 報告者が事前に配布するフルペーパーを読んだ上で参加する必要があります。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習に参加する M2 生は必ず報告する必要があります。それ以外の報告希望者は随時、佐藤教員

に申し込んで下さい。 

  報告は、プレゼンテーションソフト（たとえばパワーポイント）などを利用して、30 分程度で要

領よく行うことが求められます。 

 報告者は、フルペーパーがある場合、それを報告の 2、3 日前までに担当教員と受講者全員にメー

ルで配布します。印刷物ではなく E メールの添付ファイルとして配布します。 

 参加者に対する連絡はすべて E メールを通じて行うので、参加者は E メールアドレスをもたなけ

ればなりません。履修登録者はアドレスを取得したら、hideo@econ.tohoku.ac.jp（佐藤教員のアドレ

ス）宛に自らのアドレスを、遅くとも４月中旬までに通知して下さい（これを怠ると必要な連絡が届

かない可能性があります）。使用言語は日本語ですが、英語での報告も可能です。 
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科目名：現代経営論特別演習 Aa･Ab   学期：1学期（a）･2学期（b） 

担当者：中川・安田・澁谷  

1. 授業の目的と概要 

 本演習は現代の経営における諸問題の理論的解明と実践的洞察を得ることを目的とする。本年度は

受講生各員に１編ずつ担当する文献を割り当て、それぞれの期日までに内容を十分に研究し、関連す

る資料などを調べた上で、毎回の授業で１名が９０分間の発表を行う形式をとる。 

 受講生に割り当てる文献は、履修登録者確定後の第２回に決定する。 

取り上げる文献は、論文または学術書であり、ネットワーク論、グループ・ダイナミクス、脳神経

科学、認知心理学、ブランド、サービス科学など、毎回異なるテーマを設定する。 

 

2. 学習の到達目標 

多様な分野について、さまざまなメソッドからの研究を相互に提案しつつ議論することを通じて 

現代の経営研究に関するさまざまなアプローチの方法論とその理論的背景を理解する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回の授業では、受講者は割り当てられた文献の内容を、関連する分野に関する調査結果とともに

報告する。報告時間は６０分から７０分、質疑応答２０分から３０分とする。 

 テーマは毎回異なり、各自に割り当てられる内容も相互に重複はないため、報告期日までに各自が

十分に文献を読み込み、研究し、さらにその文献に引用されている先行研究や、その関連領域などに

ついての調査を行うことが求められる。 

 

4. 成績評価方法 

・ 毎回の授業への出席 

・ 授業内での報告 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない。担当文献は第２回の授業において決定する。 

 

6. 予習と復習について  

・ 予習について：報告の際には十分に準備すること 

・ 復習について：授業において報告した内容をレポートとして提出すること 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語 

【履修条件】 

・ 日本語のコミュニケーション能力をある程度有し、また他者との討論に積極的に参加する意欲を

もつことが履修の前提条件である 

・ 本演習は原則として毎月１回、木曜夜間に開催予定である。詳しい日程は４月以降に掲示するの

で、確認すること 

・ Ba と Bb の継続履修が望ましい 
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科目名：経済史・経営史特別演習 Aa・Ab 担当者：川名 洋教授他 １・２学期（木）４・５講時 

1. 授業の目的と概要 

 

本演習は、近世・近現代の日本、アジア、欧米諸地域の歴史に関心を持つ研究者の交流を通じて経

済史・経営史に関する幅広い知識と歴史研究に要する分析能力を身に付ける機会を提供し、各履修者

の研究テーマに関する報告・討論を通じてプレゼンテーションおよび史料批判の方法について学習す

ることを目的とする。ここではとくに論文作成に向けて直接の担当指導教員だけでなく他のアカデミ

ック・スタッフからアドバイスを受けることに主眼を置くとともに、研究内容について様々な観点か

ら吟味できるようセミナーの雰囲気づくりにも配慮したい。 

 

担当教員名：鈴木俊夫教授、猿渡啓子教授、長谷部弘教授、小田中直樹教授、川名洋教授（コー

ディネーター）、菅原歩准教授 

 

2. 学習の到達目標 

  

 修士・博士論文の完成に向けて論理の組み立て、史料分析、文献引用を中心に、これらを厳密に行

う能力を養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

 履修者は、詳しいレジュメをもとに各自の研究課題、リサーチの意義、独創性などに触れながら、

５０～６０分程度の報告を担当する。その後、上記担当教員の指導を含め、参加者全員でディスカッ

ションを行う。とくにマスター２年目の院生は、修士論文提出期限までの期間を考慮し、完成度の高

い研究報告を行うことが望まれる。 

 前期・後期初回のオリエンテーションの際に報告の順番を決定するので、履修希望者は必ず各学期

最初の授業に出席し、本演習の進め方について説明を受けること。 

 

4. 成績評価方法 

  研究報告による。 

 

5. 教科書と参考書 

  各指導教員の指示に従う。 

 

6. 予習と復習について  

  各指導教員の指示に従う。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  経済史・経営史に関心がある院生であれば特別な履修条件は求めません。使用言語は原則として

日本語または英語。 
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科目名：統計・計量分析特別演習 Aa, Ab                   学期：１学期(a)・２学期(b) 

担当者：金崎芳輔，照井伸彦，鈴木賢一，伊藤健，松田安昌，室井芳史，千木良弘朗 

1. 授業の目的と概要 

統計的・計量的な手法に基づく経済や経営に関する諸問題の分析． 

 

2. 学習の到達目標 

・外部の研究者による研究会に参加して先端的な研究内容にふれることで,研究分野の視野を広げ

る．加えて，各自の研究テーマに関しての示唆を得る．また，研究内容や研究手法に関して，そ

の見通しや発展の契機を得る． 

・専門家を含む聴衆の前で，自らの研究内容を発表することでプレゼンテーション能力を向上させ

ると共に，質疑応答や討論で得られた知見により研究内容を向上させる． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・外部講師を招いて，研究会もしくは講演会を複数回開催する． 

・参加者が研究の中間報告及び修士論文の発表を行う． 

 

4. 成績評価方法 

演習への参加，報告内容，討論への参加の積極性等を総合的に評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

必要に応じて指示する． 

 

6. 予習と復習について  

外部講師の研究報告については十分な復習を行うこと．また，発表担当者は十分な準備が必要で

ある． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習に関する連絡はメーリングリスト，Web上で行う予定.講義は基本的に日本語で行われる

が，外部講師が外国人の場合は英語で行われる．受講者による発表は日本語が望ましいが，英語で

も可能． 
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科目名：現代企業社会特別演習 Aa・Ab 

担当者：西澤・平本・柴田・川端                             学期：１学期（a）・2 学期（ｂ） 

1. 授業の目的と概要 

 本特別演習は現代の産業・企業にかかわる現象を理論的・実証的に検討することを目的としている。

この分野の研究は、経済学・経営学においてさまざまなアプローチで進められているが、本特別演習

ではあくまで実態の解明を中心に、そこからインプリケーションを引き出すという方法をとる。した

がって、本特別演習では、経済学・経営学を専攻する学生に、実証分析を中心においた教育・指導を

行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 現代の産業・企業にかかわる問題群の所在を把握する。 

 これら問題群の解明のための種々の方法について理解する。 

 参加者の固有の問題意識がこれら問題群とどのように関連しているかを把握する。 

 参加者の固有の問題を解明し、論文にまとめるための方法を発見する。 

 必要なデータを収集するためのノウハウを身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 適切な文献の輪読、教員の研究の紹介、参加者の研究報告などを通じて、上記の目的を達成する。

また、学外の研究者、実務家を招聘して研究会を行い、参加者の問題意識の整理及び研究テーマの拡

大・深化を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 演習への参加度、研究報告の水準などによる。 

 

5. 教科書と参考書 

 参加者と相談して決める。 

 

6. 予習と復習について 

 研究報告の場合は、事前に報告内容を全員に配布し、全参加者はそれを予習して来ること。文献の

輪読の場合も同様である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

提出ペーパー、提出レジュメ、スライド、口頭報告は英語もしくは日本語でも可とするが、討論は

日本語で行う。参加者は何らかの報告を行うことが求められる。初回の日程は掲示する。 

2012 年度の連絡先は川端がつとめる。参加希望者は、初回に出席するか、初回から 1 週間以内に

川端に連絡すること。連絡のない履修登録は認めない。連絡は kawabata@econ.tohoku.ac.jp また

は 022-795-6279 へ。  
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科目名：地域政策特別演習 Aa・Ab               学期：1 学期（a）・2 学期（b） 

担当者：西澤・大滝・柴田・増田・権・福嶋・西出・高浦 

1. 授業の目的と概要 

 本特別演習の目的は、ベンチャー企業論、経営政策、イノベーション論、地域計画、研究開発管理、

地域企業論、非営利組織論、経営学原理などの多様な研究領域を横断する形で、地域政策上の諸問題

を分析・考察する能力を獲得することである。そのために、受講生及び外部講師による研究報告会を

定期的に開催し、報告と討論を通じた演習を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

・地域政策研究における多様なアプローチの存在と理論的背景を理解する。 

・地域政策に関わる諸主体（産官学民）との関係性の中で、調査研究を行う能力を養う。 

・地域政策実務の具体的展開をふまえ、政策立案・分析ツールなどの応用力を獲得する。 

・調査研究を論文や報告書にまとめ、発表する能力を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 研究報告会の形式をとり、受講生（外部講師を含む）による研究報告と討論を行う。開講時に、報

告者及び討論者の割り当てを行う。外部講師に関する要望があれば、開講時他に申し出ること。 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容、出席率、討論への参加の程度等を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない。参考書・参考文献は必要に応じて適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 報告者は十分な準備を行い、レジメを事前配布すること。また討論者は、レジメをもとに論点整理

を行い報告会で指摘すること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・日本語によるコミュニケーションを原則とするが、発表等については英語可。 

【履修条件】 

・本特別演習 Aa・Ab を継続して履修することが望ましいが、単独受講も可能である。 

・発表者・討論者の順番（担当日時）を決めるので、各学期初回のガイダンス（学期初めの掲示を確

認のこと）に参加すること。止むを得ず欠席する場合は、下記まで連絡すること。 

・詳しい日程等については、随時、大学院生用掲示板に掲示するので確認するように。 

・受講生を対象とするメーリングリスト・グループウェアを準備する予定であるので、レジメの事前

配布等に活用すること。 

【連絡先】本年度幹事・増田（経済学研究科棟 5 階 513 号室）mailto: masuda@econ.tohoku.ac.jp  

【オフィスアワー】水曜 3 限 
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科目名：グローバル・システム特別演習 Aa・Ab  学期：1学期（a）・2学期（b） 

担当者：中川多喜雄，藤井建人，菅原歩，高浦康有 

1. 授業の目的と概要 

 経営や会計について特にグローバルな視点からの研究に関心をもつ博士前期課程の院生等に研 

究上や勉学上の指導・助言するともに受講者と担当者とが相互に研究を進展する機会とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 博士前期課程の院生等として必要な学習・研究上の能力を習得すること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 受講生の多寡に応じて下記のいずれかを予定している。 

・各教員による持ち回り指導：所属の各教員が担当する演習等に順次参加し指導を受ける 

・研究報告会の形式：受講生による研究報告および報告に対する全体での討論 

 

4. 成績評価方法 

報告内容、出席率、討論への参加の程度等を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書は使用しない。参考書・参考文献は必要に応じて適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

研究発表および予習課題については、事前にしっかり準備すること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語（発表等については英語可） 

【履修条件】 

・本特別演習 Aa・Ab を継続して履修するのが望ましいが、単独受講も可能である。 

・詳しい日程等については、履修登録後に検討するので下記の教員までメールにて相談すること。 

研究室 HP－教育科目－特別演習において掲示を行う場合もある。 

【連絡先】本年度幹事・高浦（経済学研究科棟 6 階 601） 

takaura（@をつける）econ.tohoku.ac.jp 

http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/  

【オフィスアワー】金曜 3 講時 
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【博士課程前期２年の課程】 

 

 

 

《 実 習 》 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：経済実習Ⅰ  担当者：高浦康有、小形美樹    学期：下記参照  

1. 授業の目的と概要 

 在学中に大学での授業を通じて修得した理論や知識を、企業や NPO、公的機関等の実社会で実践し体

験する機会を提供する。それによって、経済・経営現象についての理解・関心を深め、ものの見方や考

え方を養うと同時に、人格形成や将来のキャリア形成に役立てることを目的とする。 

2. 学習の到達目標 

 大学で修得した専門的知識を実社会の問題に結び付けて活用する能力を高められるようになる。また

広い視野と考え方を身につけ、将来的なキャリアについて考えるヒントを得る。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 インターンシップ科目の履修方法は他の科目と大きく異なるので、注意すること。 

（１）第１学期の履修登録期間中にＷｅｂで、連続講義と同様に履修登録する（単位数の確定は最終審

査を以って、担当教員が一括して行う）。履修登録・変更期間終了後に、事前研修のクラス割り当て

を掲示するので確認する。 

（２）６～７月（詳細は時間割表で確認のこと）、学内で実施される事前研修に参加する。 

（３）６月頃からインターンシップ公募情報（教務掲示版（とくに官公庁等）、本学キャリア支援セン

ターHP 等）をもとに受入機関を自ら探し、採用試験等を受ける。受入先が決まったら、すみやかに受

入機関による協力承諾を取り付けた上、「インターンシップ実施届」等の必要書類を教務係窓口に提

出する。 

（４）就業体験期間中は、毎週「インターンシップ週間活動報告書」（週報）を作成する。 

（５）就業体験終了後、受入機関に「インターンシップ受入機関所見」の送信を依頼するとともに、週

報、成果物及び「インターンシップ終了報告書」等の必要書類を教務係窓口に提出する。 

 ※以上の関係書式は、キャンパス・コミュニティを通じて入手可能である。 

4. 成績評価方法 

担当教員は、出席簿等により事前研修に既参加であるかどうか、並びに「実施届」が提出済みである

か否か等の認定要件を確認した上で、提出資料ほかに基づいて履修単位数及び成績を決定する。担当教

員は記載内容の確認を要する場合など必要に応じて学生と面談を行うことがある。 

5. 教科書と参考書 なし 

6. 予習と復習について 実習先の指示等に従うこと 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

以下の要件をすべて満たすインターンシップに限って単位履修を認める。 

 (1) 受入機関が「公募」によって参加者募集を行っていること* 

(2) 受入機関での実習時間数が「４０時間以上」であること 

(3) 当該年度の所定期間内に実施されるプログラムであること** 

(4) 「学生教育研究災害傷害保険」等の災害補償の保険・共済に加入していること*** 

(5) 受入機関が単位認定のための諸手続に協力することを承諾すること 

*   実体としてアルバイトや労務の提供ではなく、研修的要素を備えたインターンシップとして実施さ

れるものに限る。報酬・手当の有無は問わない。 

**  原則として、学内の事前研修（６～７月に実施される）最終クラスの終了日翌日から当該年度の第

２学期定期試験日程の開始日前日までを期間として定める。 

*** 正課でのインターンシップ中の事故被害について補償するもの。受入先に損害を与えた場合に備え

て賠償責任保険を付帯するのが望ましい。「学生教育研究災害傷害保険」については全学教育（北キャ

ンパス）学生支援課生活支援係窓口にて加入等の手続きが可能である。 

 その他、詳細は今年度版の学生便覧（抜粋）の「インターンシップ履修要領」を参照すること。 

問い合わせ先： 

東北大学経済学部・経済学研究科  教務係 

E-mail： internship＠econ.tohoku.ac.jp （インターンシップ専用メール） 
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【博士課程後期３年の課程】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：演習（Ⅲ）ａ・ｂ  担当者：博士後期３年の課程修了予定生の指導教員  

学期：１・２学期 

1. 授業の目的と概要 

 博士学位請求論文を提出する学生に対して、指導教員が演習を開講し、論文作成に必要な指導を 

行う。 

 

 

2. 学習の到達目標 

 高度な研究を自律的に達成しうる能力を修得する。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 本演習は、指導教員（およびその指名する教員）の研究指導を補完するものである。  

 

 

 

4. 成績評価方法 

 平常の成績、博士学位請求論文の内容等を考慮して評価する。 

 

 

 

5. 教科書と参考書 

  

 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 本演習は、博士課程後期３年の課程修了の必須科目であり、単位の修得に学位請求論文の提出は 

必要ない。 

なお、履修の際には指導教員と論文提出を含め学習計画について充分協議の上、履修することが望

ましい。 
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【博士課程後期３年の課程】 

 

 

 

《 特 別 演 習 》 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：現代経済学特別演習Ｂa, Ｂb   担当者：三宅充展（幹事）、秋田次郎、林山泰久、 

吉田浩、泉田成美、北川章臣、大瀬戸真次、堀井亮、中島賢太郎  学期：Ｂa は 1 学期、Ｂb は 2

学期 

1. 授業の目的と概要 

 本演習の目的は、大学院生が現代経済学（近代経済学）の最先端の研究に触れることである。 

 

2. 学習の到達目標 

 上記の目的と同時に、院生自身の問題意識を形成し、経済学の発展に寄与するような独自の研究が

できること、さらに自分の研究成果を公的な場でアピールするための skill を修得することである。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教員、院生などの演習参加者、および国内外の研究者（ゲストスピーカー）により報告がなされる。 

外部の研究者をスピーカーとする研究会は、ほぼ月一回の頻度で実施する予定である。また、今年度

の博士論文提出予定者は、この演習でその予備審査をおこなうことができる。 

 具体的な開催場所、日時は電子メールにより通知されるので、注意すること。なお、そのメールは

日本語（漢字 Font を含む）で送信される。したがって、今年度の新規演習参加者は、受講が決定し

だい直ちに、 

    三宅 (E-mail: miyake@econ.tohoku.ac.jp )  

まで、氏名、学年、学籍番号（決定していれば）指導教員、研究テーマ、連絡先（メールアドレス、

ただし携帯のメールアドレスは不可。）を記した電子メールを送ること。継続履修の学生は不要。こ

れを怠ると単位を出さないことがある。なお、これ以外にすべての受講生は履修登録を忘れないこと。

電子メールを送る際には、個別企業、商品などに関する商業的な宣伝文を絶対に含めないこと。これ

により、重要なメールが受け付けられなくなる可能性があるので注意すること。 

 

4. 成績評価方法 

 演習にどれだけ積極的に参加しているかを評価する。単位を取得しようとする者は、すべての研究

報告に出席するように努めること。 

  Ｂａでは７月の中旬から下旬にかけて、また、Ｂｂでは１月の中旬から下旬にかけて、出席回数

または欠席回数をメールにより自己申告してもらう。博士論文の予備審査等を当該演習でおこなっ

たものはそのことも申告すること。 

 

5. 教科書と参考書 

  

6. 予習と復習について  

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Ｂａでは４月中、遅くとも５月上旬までに、また、Ｂｂでは１０月の中旬から下旬にかけて、当該演

習を履修するためのオリエンテーションを実施する。掲示に注意すること。 
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科目名：現代経済・学説特別演習          Ｂa・Ｂb   学期：1 学期(a)・2 学期(b) 

担当者：平本厚  柘植徳雄  長谷部弘  ◎佐々木伯朗 古谷豊   ※「◎」はコーディネーター 

1. 授業の目的と概要 

 この特別演習では、経済が歴史的な変化を経て現在に至る過程と現状、経済学説が歴史的変化を経 

て現在に至る過程と現状の両方を研究対象とする。 

経済の現状分析は、経済に関する様々な学説や考え方を整理しないと十分に行えない。逆に、経済

学説の分析には、経済実態の把握が不可欠である。両者の交流と対話によって、経済の現状把握にも

学説の歴史や現状把握にも、効果をあげることをねらいとしている。また、本特別演習は、参加者の

論文作成を促進し、サポートする機能を重視している。 

授業のねらいは次のタイトルでよりよく示されるかもしれない。 

“Workshop for Modern Economy and Economics” 

 

2. 学習の到達目標 

・論文や書評の報告ないしコメントを行うことによって、あるいは他の参加者の報告を聞くことによ

って、プレゼンテーションと応答の技法を学ぶ。 

・議論を聞き、また議論に参加することによって、質疑討論の能力を高める。 

・論文に関して批評を受け、論文をより良いものに仕上げる。 

・現代経済及び経済学説についての知識を深める。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 参加者（教員・院生・研究生）が作成中または発表した論文について順次報告し、全員で討論する。

修士論文の提出予定者は、修士論文の事前報告をしなければならない。 

討論には、批判、賛同、助言、評価等いろいろな側面が含まれる。その意味で、本特別演習は論文

作成のワークショップである。 

なお、論文を報告しない者には、設定されたテーマに沿った研究報告（書評等でも可）あるいは報

告に対する討論者になってもらうことがある。 

 

4. 成績評価方法 

 ①報告（50％）、②討論（20％）、③出席（30％）、を基準に教員の合議によって評定する。 

報告課題が課せられなかった学期の場合には、コメント・討論（40％）及び出席（60％）を考慮し 

て評価する。  

 

5. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

参加者には年１回程度の論文あるいは研究報告（書評等も含む）のプレゼンテーションが求められ

ることに留意されたい。 

 

※今年度のコーディネーターは佐々木です。初回の日程は掲示します。 

連絡先（佐々木研究室・西棟 5 階 509、電話(内)6276、email：sasaki@econ.tohoku.ac.jp） 
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科目名：社会経済特別演習Ｂa・Ｂb  学期：Ⅰ学期（ａ）・Ⅱ学期（ｂ） 

担当者：大村泉、佐藤秀夫、守健二、川端望、日置史郎、黒瀬一弘 

1. 授業の目的と概要 

 本演習は、現代経済と現代経済政策の諸テーマを広く社会的観点から議論することを通じて、また、

狭い研究領域の枠を超えて議論することを通じて、現代社会経済に対する各自の認識を深め、各自の

専門的研究の幅を広げ奥行きを深めることを目的とします。 

  

2. 学習の到達目標 

 論文の高度かつ洗練された作成方法を身につける。 

  自分の研究テーマを深く掘り下げ、学術雑誌に掲載可能な論文を書けるようになる。 

  研究テーマに関連する幅広い知識を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 主として、各参加者が作成中の論文について報告し、それについていろいろな角度から検討を加え

るというやり方がなされています。本演習担当教員の専門分野は、政治経済学、国際経済論、産業発

展論、アジア経済論および経済政策と多岐に渡っており、これらの担当教員が報告に対し適切な論評

を行い、また、アドバイスをするので、報告者は作成中の自分の論文のブラッシュアップを図ること

ができます。自分が報告しない場合であっても、討論を聴き討論に参加することを通じて、論文の作

成方法を学ぶことができます。また、各自の取り組むべき課題の発見や問題意識の深化に寄与するこ

とになるでしょう。 

 参加者には、狭い研究領域に閉じこもるのではなく、また、食わず嫌いをなくし、どんなことでも

積極的に学び取る姿勢が期待されます。 

 

4. 成績評価方法 

 平常の参加態度によります（出席状況、報告内容、討論への参加など）。 

5. 教科書と参考書 

 使用しません。 

6. 予習と復習について 

報告者が事前に配布するフルペーパーを読んだ上で参加する必要があります。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

報告希望者は随時、佐藤教員に申し込んで下さい。 

  報告は、プレゼンテーションソフト（たとえばパワーポイント）などを利用して、30 分程度で要

領よく行うことが求められます。 

 報告者は、フルペーパーがある場合、それを報告の 2、3 日前までに担当教員と受講者全員にメー

ルで配布します。印刷物ではなく E メールの添付ファイルとして配布します。 

 参加者に対する連絡はすべて E メールを通じて行うので、参加者は E メールアドレスをもたなけ

ればなりません。履修登録者はアドレスを取得したら、hideo@econ.tohoku.ac.jp（佐藤教員のアドレ

ス）宛に自らのアドレスを、遅くとも４月中旬までに通知して下さい（これを怠ると必要な連絡が届

かない可能性があります）。使用言語は日本語ですが、英語での報告も可能です。 
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科目名：現代経営論特別演習 Ba･Bb   学期：1学期（a）･2学期（b） 

担当者：中川・安田・澁谷  

1. 授業の目的と概要 

 本演習は現代の経営における諸問題の理論的解明と実践的洞察を得ることを目的とする。本年度は

受講生各員に１編ずつ担当する文献を割り当て、それぞれの期日までに内容を十分に研究し、関連す

る資料などを調べた上で、毎回の授業で１名が９０分間の発表を行う形式をとる。 

 受講生に割り当てる文献は、履修登録者確定後の第２回に決定する。 

取り上げる文献は、論文または学術書であり、ネットワーク論、グループ・ダイナミクス、脳神経

科学、認知心理学、ブランド、サービス科学など、毎回異なるテーマを設定する。 

 

2. 学習の到達目標 

多様な分野について、さまざまなメソッドからの研究を相互に提案しつつ議論することを通じて 

現代の経営研究に関するさまざまなアプローチの方法論とその理論的背景を理解する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回の授業では、受講者は割り当てられた文献の内容を、関連する分野に関する調査結果とともに

報告する。報告時間は６０分から７０分、質疑応答２０分から３０分とする。 

 テーマは毎回異なり、各自に割り当てられる内容も相互に重複はないため、報告期日までに各自が

十分に文献を読み込み、研究し、さらにその文献に引用されている先行研究や、その関連領域などに

ついての調査を行うことが求められる。 

 

4. 成績評価方法 

・ 毎回の授業への出席 

・ 授業内での報告 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない。担当文献は第２回の授業において決定する。 

 

6. 予習と復習について  

・ 予習について：報告の際には十分に準備すること 

・ 復習について：授業において報告した内容をレポートとして提出すること 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語 

【履修条件】 

・ 日本語のコミュニケーション能力をある程度有し、また他者との討論に積極的に参加する意欲を

もつことが履修の前提条件である 

・ 本演習は原則として毎月１回、木曜夜間に開催予定である。詳しい日程は４月以降に掲示するの

で、確認すること 

・ Ba と Bb の継続履修が望ましい 
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科目名：経済史・経営史特別演習 Ba・Bb 担当者：川名 洋教授他 １・２学期（木）４・５講時 

1. 授業の目的と概要 

 

本演習は、近世・近現代の日本、アジア、欧米諸地域の歴史に関心を持つ研究者の交流を通じて経

済史・経営史に関する幅広い知識と歴史研究に要する分析能力を身に付ける機会を提供し、各履修者

の研究テーマに関する報告・討論を通じてプレゼンテーションおよび史料批判の方法について学習す

ることを目的とする。ここではとくに論文作成に向けて直接の担当指導教員だけでなく他のアカデミ

ック・スタッフからアドバイスを受けることに主眼を置くとともに、研究内容について様々な観点か

ら吟味できるようセミナーの雰囲気づくりにも配慮したい。 

 

担当教員名：鈴木俊夫教授、猿渡啓子教授、長谷部弘教授、小田中直樹教授、川名洋教授（コー

ディネーター）、菅原歩准教授 

 

2. 学習の到達目標 

  

 修士・博士論文の完成に向けて論理の組み立て、史料分析、文献引用を中心に、これらを厳密に行

う能力を養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

 履修者は、詳しいレジュメをもとに各自の研究課題、リサーチの意義、独創性などに触れながら、

５０～６０分程度の報告を担当する。その後、上記担当教員の指導を含め、参加者全員でディスカッ

ションを行う。とくにマスター２年目の院生は、修士論文提出期限までの期間を考慮し、完成度の高

い研究報告を行うことが望まれる。 

 前期・後期初回のオリエンテーションの際に報告の順番を決定するので、履修希望者は必ず各学期

最初の授業に出席し、本演習の進め方について説明を受けること。 

 

4. 成績評価方法 

  研究報告による。 

 

5. 教科書と参考書 

  各指導教員の指示に従う。 

 

6. 予習と復習について  

  各指導教員の指示に従う。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  経済史・経営史に関心がある院生であれば特別な履修条件は求めません。使用言語は原則として

日本語または英語。 

 

184



 

科目名：統計・計量分析特別演習 Ba, Bb                   学期：１学期(a)・２学期(b) 

担当者：金崎芳輔，照井伸彦，鈴木賢一，伊藤健，松田安昌，室井芳史，千木良弘朗  

1. 授業の目的と概要 

統計的・計量的な手法に基づく経済や経営に関する諸問題の分析． 

 

2. 学習の到達目標 

・外部の研究者による研究会に参加して先端的な研究内容にふれることで,研究分野の視野を広げ

る．加えて，各自の研究テーマに関しての示唆を得る．また，研究内容や研究手法に関して，そ

の見通しや発展の契機を得る． 

・専門家を含む聴衆の前で，自らの研究内容を発表することでプレゼンテーション能力を向上させ

ると共に，質疑応答や討論で得られた知見により研究内容を向上させる． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・外部講師を招いて，研究会もしくは講演会を複数回開催する． 

・参加者が研究の中間報告及び修士論文の発表を行う． 

 

4. 成績評価方法 

演習への参加，報告内容，討論への参加の積極性等を総合的に評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

必要に応じて指示する． 

 

6. 予習と復習について  

外部講師の研究報告については十分な復習を行うこと．また，発表担当者は十分な準備が必要で

ある． 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本演習に関する連絡はメーリングリスト，Web 上で行う予定.講義は基本的に日本語で行われる

が，外部講師が外国人の場合は英語で行われる．受講者による発表は日本語が望ましいが，英語で

も可能． 
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科目名：現代企業社会特別演習 Ba・Bb 

担当者：西澤・平本・柴田・川端                             学期：１学期（a）・2 学期（ｂ） 

1. 授業の目的と概要 

 本特別演習は現代の産業・企業にかかわる現象を理論的・実証的に検討することを目的としている。

この分野の研究は、経済学・経営学においてさまざまなアプローチで進められているが、本特別演習

ではあくまで実態の解明を中心に、そこからインプリケーションを引き出すという方法をとる。した

がって、本特別演習では、経済学・経営学を専攻する学生に、実証分析を中心においた教育・指導を

行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 現代の産業・企業にかかわる問題群の所在を把握する。 

 これら問題群の解明のための種々の方法について理解する。 

 参加者の固有の問題意識がこれら問題群とどのように関連しているかを把握する。 

 参加者の固有の問題を解明し、論文にまとめるための方法を発見する。 

 必要なデータを収集するためのノウハウを身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 適切な文献の輪読、教員の研究の紹介、参加者の研究報告などを通じて、上記の目的を達成する。

また、学外の研究者、実務家を招聘して研究会を行い、参加者の問題意識の整理及び研究テーマの拡

大・深化を進める。 

 

4. 成績評価方法 

 演習への参加度、研究報告の水準などによる。 

 

5. 教科書と参考書 

 参加者と相談して決める。 

 

6. 予習と復習について 

 研究報告の場合は、事前に報告内容を全員に配布し、全参加者はそれを予習して来ること。文献の

輪読の場合も同様である。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

提出ペーパー、提出レジュメ、スライド、口頭報告は英語もしくは日本語でも可とするが、討論は

日本語で行う。参加者は何らかの報告を行うことが求められる。初回の日程は掲示する。 

2012 年度の連絡先は川端がつとめる。参加希望者は、初回に出席するか、初回から 1 週間以内に

川端に連絡すること。連絡のない履修登録は認めない。連絡は kawabata@econ.tohoku.ac.jp また

は 022-795-6279 へ。  
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科目名：地域政策特別演習 Ba・Bb               学期：1 学期（a）・2 学期（b） 

担当者：西澤・大滝・柴田・増田・権・福嶋・西出・高浦 

1. 授業の目的と概要 

 本特別演習の目的は、ベンチャー企業論、経営政策、イノベーション論、地域計画、研究開発管理、

地域企業論、非営利組織論、経営学原理などの多様な研究領域を横断する形で、地域政策上の諸問題

を分析・考察する能力を獲得することである。そのために、受講生及び外部講師による研究報告会を

定期的に開催し、報告と討論を通じた演習を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

・地域政策研究における多様なアプローチの存在と理論的背景を理解する。 

・地域政策に関わる諸主体（産官学民）との関係性の中で、調査研究を行う能力を養う。 

・地域政策実務の具体的展開をふまえ、政策立案・分析ツールなどの応用力を獲得する。 

・調査研究を論文や報告書にまとめ、発表する能力を身につける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 研究報告会の形式をとり、受講生（外部講師を含む）による研究報告と討論を行う。開講時に、報

告者及び討論者の割り当てを行う。外部講師に関する要望があれば、開講時他に申し出ること。 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容、出席率、討論への参加の程度等を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない。参考書・参考文献は必要に応じて適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

 報告者は十分な準備を行い、レジメを事前配布すること。また討論者は、レジメをもとに論点整理

を行い報告会で指摘すること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・日本語によるコミュニケーションを原則とするが、発表等については英語可。 

【履修条件】 

・本特別演習 Ba・Bb を継続して履修することが望ましいが、単独受講も可能である。 

・発表者・討論者の順番（担当日時）を決めるので、各学期初回のガイダンス（学期初めの掲示を確

認のこと）に参加すること。止むを得ず欠席する場合は、下記まで連絡すること。 

・詳しい日程等については、随時、大学院生用掲示板に掲示するので確認するように。 

・受講生を対象とするメーリングリスト・グループウェアを準備する予定であるので、レジメの事前

配布等に活用すること。 

【連絡先】本年度幹事・増田（経済学研究科棟 5 階 513 号室）mailto: masuda@econ.tohoku.ac.jp  

【オフィスアワー】水曜 3 限 
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科目名：グローバル・システム特別演習 Ba・Bb  学期：1学期（a）・2学期（b） 

担当者：中川多喜雄，藤井建人，菅原歩，高浦康有 

1. 授業の目的と概要 

 経営や会計について特にグローバルな視点からの研究に関心をもつ博士後期課程の院生等に研 

究上や勉学上の指導・助言するともに受講者と担当者とが相互に研究を進展する機会とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 博士後期課程の院生等として必要な学習・研究上の能力を習得すること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 受講生の多寡に応じて下記のいずれかを予定している。 

各教員による持ち回り指導：所属の各教員が担当する演習等に順次参加し指導を受ける 

研究報告会の形式：受講生による研究報告および報告に対する全体での討論 

 

4. 成績評価方法 

報告内容、出席率、討論への参加の程度等を基準に評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書は使用しない。参考書・参考文献は必要に応じて適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

研究発表および予習課題については、事前にしっかり準備すること。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

【使用言語】日本語（発表等については英語可） 

【履修条件】 

・本特別演習 Aa・Ab を継続して履修するのが望ましいが、単独受講も可能である。 

・詳しい日程等については、履修登録後に検討するので下記の教員までメールにて相談すること。 

研究室 HP－教育科目－特別演習において掲示を行う場合もある。 

【連絡先】本年度幹事・高浦（経済学研究科棟 6 階 601） 

takaura（@をつける）econ.tohoku.ac.jp 

http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/  

【オフィスアワー】金曜 3 講時 
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【博士課程後期３年の課程】 

 

 

 

《 実 習 》 

 

 

 

 

 

 

 



 

科目名：経済実習Ⅱ  担当者：高浦康有、小形美樹    学期：下記参照  

1. 授業の目的と概要 

 在学中に大学での授業を通じて修得した理論や知識を、企業や NPO、公的機関等の実社会で実践し体

験する機会を提供する。それによって、経済・経営現象についての理解・関心を深め、ものの見方や考

え方を養うと同時に、人格形成や将来のキャリア形成に役立てることを目的とする。 

2. 学習の到達目標 

 大学で修得した専門的知識を実社会の問題に結び付けて活用する能力を高められるようになる。また

広い視野と考え方を身につけ、将来的なキャリアについて考えるヒントを得る。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 インターンシップ科目の履修方法は他の科目と大きく異なるので、注意すること。 

（１）第１学期の履修登録期間中にＷｅｂで、連続講義と同様に履修登録する（単位数の確定は最終審

査を以って、担当教員が一括して行う）。履修登録・変更期間終了後に、事前研修のクラス割り当て

を掲示するので確認する。 

（２）６～７月（詳細は時間割表で確認のこと）、学内で実施される事前研修に参加する。 

（３）６月頃からインターンシップ公募情報（教務掲示版（とくに官公庁等）、本学キャリア支援セン

ターHP 等）をもとに受入機関を自ら探し、採用試験等を受ける。受入先が決まったら、すみやかに受

入機関による協力承諾を取り付けた上、「インターンシップ実施届」等の必要書類を教務係窓口に提

出する。 

（４）就業体験期間中は、毎週「インターンシップ週間活動報告書」（週報）を作成する。 

（５）就業体験終了後、受入機関に「インターンシップ受入機関所見」の送信を依頼するとともに、週

報、成果物及び「インターンシップ終了報告書」等の必要書類を教務係窓口に提出する。 

 ※以上の関係書式は、キャンパス・コミュニティを通じて入手可能である。 

4. 成績評価方法 

担当教員は、出席簿等により事前研修に既参加であるかどうか、並びに「実施届」が提出済みである

か否か等の認定要件を確認した上で、提出資料ほかに基づいて履修単位数及び成績を決定する。担当教

員は記載内容の確認を要する場合など必要に応じて学生と面談を行うことがある。 

5. 教科書と参考書 なし 

6. 予習と復習について 実習先の指示等に従うこと 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

以下の要件をすべて満たすインターンシップに限って単位履修を認める。 

 (1) 受入機関が「公募」によって参加者募集を行っていること* 

(2) 受入機関での実習時間数が「４０時間以上」であること 

(3) 当該年度の所定期間内に実施されるプログラムであること** 

(4) 「学生教育研究災害傷害保険」等の災害補償の保険・共済に加入していること*** 

(5) 受入機関が単位認定のための諸手続に協力することを承諾すること 

*   実体としてアルバイトや労務の提供ではなく、研修的要素を備えたインターンシップとして実施さ

れるものに限る。報酬・手当の有無は問わない。 

**  原則として、学内の事前研修（６～７月に実施される）最終クラスの終了日翌日から当該年度の第

２学期定期試験日程の開始日前日までを期間として定める。 

*** 正課でのインターンシップ中の事故被害について補償するもの。受入先に損害を与えた場合に備え

て賠償責任保険を付帯するのが望ましい。「学生教育研究災害傷害保険」については全学教育（北キャ

ンパス）学生支援課生活支援係窓口にて加入等の手続きが可能である。 

 その他、詳細は今年度版の学生便覧（抜粋）の「インターンシップ履修要領」を参照すること。 

問い合わせ先： 

東北大学経済学部・経済学研究科  教務係 

E-mail： internship＠econ.tohoku.ac.jp （インターンシップ専用メール） 
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